
第12回日本LCA学会研究発表会

2017年3月1日（水）－3日（金）
つくば

産業技術総合研究所 つくばセンター

講演要旨集



(3)

第 12 回日本 LCA 学会研究発表会開催案内 

第 12 回日本 LCA 学会研究発表会ウェブサイトの URL
http://ilcaj.org/meeting/12th/index.html

主　　催：日本ＬＣＡ学会
共　　催：国立研究開発法人産業技術総合研究所

日　　時：2017 年 3 月1日（水）～ 3 月 3 日（金）

会　　場：産業技術総合研究所つくばセンター つくば中央 共用講堂（茨城県つくば市東 1-1-1）
　最新の情報は、上記ウェブサイトをご覧ください。

発表形式：口頭発表およびポスター発表
　口頭発表の発表時間は、1 件あたり20 分（発表 12 分、質疑 7 分、発表者交代 1 分）です。口頭発表は、
登壇者の PC を会場のプロジェクターに接続しての発表となります。発表者は各自 PC をご準備ください。
詳細は、研究発表会ウェブサイトの「口頭発表」をご覧ください。
　ポスターセッションは、P会場（共用講堂1階ホワイエ）で開催いたします。ポスターの掲示は、ポスターセッ
ション当日の 3 月 2 日（木）12:40 からポスターセッション開始時刻（15:40）までにお願いします。A0 サイ
ズ（84 cm×119 cm）のポスターが掲示できる十分なスペースを用意しています。詳細は、研究発表会ウェ
ブサイトの「ポスター発表」をご覧ください。ポスターは、ポスターセッション当日の 18:00 までに発表者
が回収して下さい。

口頭発表における注意事項：
・次の発表者は、前の講演が終わる前に講演者席に移り、PC をプロジェクターに接続して待機してください。
・発表関係者および実行委員会以外の方は、講演スライドの撮影をご遠慮ください。
・会場内静粛維持のため、CD-ROM 版要旨集は、あらかじめパソコンにコピーしてからお使いください。

ポスター発表のコアタイム制について：
　2 時間のポスターセッション中、1 時間ずつのコアタイム（発表者が待機する時間帯）を設けています。発
表する・聴講するポスターのコアタイムをご確認ください。コアタイムの振り分け方は下記の通りです。

・ポスター番号が奇数のポスターは、コアタイムA（15:40 〜 16:40）です。
・ポスター番号が偶数のポスターは、コアタイムB（16:40 〜 17:40）です。
　それぞれのポスター番号は、プログラムおよびポスターボード上部の札でご確認ください。
　発表者は、指定されたコアタイム中は必ずご自身のパネルの前で発表してください。学生優秀ポスター発表
審査にエントリーしている方は、指定されたコアタイムに自分のポスター前で待機していない場合、表彰の対象
外となりますのでご注意ください。また、自分のコアタイムには必ず目立つ所に名札を付けてください。

要旨集：会期前にウェブサイト上で Web 版講演要旨集を公開しています。また、有料の CD-ROM 版および印刷版
講演要旨集を 2 月 3 日（金）までに申し込まれた方は、研究発表会期間中に受付でお受け取りください。

無線 LAN：会場内では、研究発表会参加者向けにビジター用無線 LAN サービスを提供しております。無線
LAN へのアクセスにより、Web 版講演要旨集が閲覧可能です。

交 流 会：研究発表会 2 日目のポスターセッション終了後の 3 月 2 日（木）18:00 から、厚生センター食堂にて交流
会を開催します。本研究発表会に参加登録頂いた方については、交流会参加費は無料です。

学生優秀発表の表彰：学生会員による研究発表の中から、審査により優秀な発表を表彰します。表彰式は研究発表
会のクロージングで実施します。会場は、A 会場（共用講堂 1 階講堂）です。なお、演題登録時に表彰
審査にエントリーし、登録した登壇者が学生会員であり、各締切期日を守り、参加登録した学生が実際に登
壇した発表を審査対象とします。審査の詳細は、研究発表会ウェブサイトの「学生優秀発表」をご覧下さい。
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　交通案内

　敷地案内マップ

●つくばエクスプレス つくば駅 A3 出入口前、「つ
くばバスターミナル 4 番のりば」より

・�関東鉄道バス「荒川沖駅（西口）行（並木経由）」、
「学園並木循環」、「桜ニュータウン行」または「学
園南循環（右回り）」乗車→「並木二丁目」下車（所
要時間約 10 分、270 円）

● JR 常磐線 荒川沖駅西口前、「西口 4 番のりば」より
・�関東鉄道バス「筑波大学中央行」または「つく

ばセンター行（並木経由）」乗車→「並木二丁目」
下車（所要時間約 15 分、280 円）

●�東京駅八重洲南口前、「東京駅 JR 高速バスターミ
ナル」より
・�常磐高速バス（JR バス関東・関東鉄道）「つく

ば号（つくばセンター・筑波大学行）」乗車→「並
木二丁目」下車（所要時間約 60 分、1,180 円）

乗車時間は目安です。
詳細は、以下のウェブサイトを参照してください。
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つくばセン
ター（つくば中央）
http://www.aist.go.jp/aist_j/guidemap/tsukuba/
center/tsukuba_map_c.html

産業技術総合研究所つくばセンター
 つくば中央 共用講堂
〒 305-8561 茨城県つくば市東 1-1-1
 中央第 1

会場 
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第 12 回日本ＬＣＡ学会研究発表会　実行委員会名簿

実行委員長	 産業技術総合研究所		  田原 聖隆
副委員長	 産業技術総合研究所		  塚原 建一郎
副委員長	 産業技術総合研究所		  畑山 博樹

実行委員	 東京大学		  井原 智彦
	 日本環境協会		  大澤 亮
	 農業・食品産業技術総合研究機構		  荻野 暁史
	 産業技術総合研究所		  小澤 暁人
	 神戸大学		  尾下 優子
	 ライオン		  加藤 久仁子
	 国立環境研究所		  河井 紘輔　
	 東京大学		  菊池 康紀
	 プリプレス・センター/elsa		  北村 祐介
	 芝浦工業大学		  栗島 英明
	 産業技術総合研究所		  玄地 裕
	 福島大学		  小井土 賢二
	 早稲田大学		  近藤 康之
	 県立広島大学		  小林 謙介
	 富士通研究所		  塩田 哲義
	 産業環境管理協会		  仲井 俊文
	 横浜国立大学		  稗貫 峻一
	 立命館大学		  吉川 直樹

事務局	 株式会社シーエーティー		  室井 るみの
	 株式会社シーエーティー		  清水 祐子
	 株式会社シーエーティー		  大竹 敬子
	 株式会社シーエーティー		  吉村 祐子
	 株式会社シーエーティー		  津田 祥子
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1日目　3月1日（水）
A会場 B会場 C会場 D会場 E会場

9:40-10:00

持続的な資源利用 再生可能エネルギー コミュニケーション 製品LCA(1) 建築・住宅
10:00-10:20

10:20-10:40

10:40-11:00

11:00-11:20 休憩

11:20-11:40

交通 水素・燃料電池 食品廃棄物 廃棄物(1)11:40-12:00

12:00-12:20

12:20-13:20 昼休み

A会場

13:20-14:20 基調講演

14:20-14:40 移動

14:40-15:00

資源リスク 気候変動の
緩和策と適応策 バイオ燃料 廃棄物(2) 自動車

15:00-15:20

15:20-15:40

15:40-16:00

16:00-16:20

16:20-16:40 休憩

16:40-17:00

鉄鋼 水 データベース 災害 食と一次産業(1)
17:00-17:20

17:20-17:40

17:40-18:00

第12回日本LCA学会研究発表会
プログラム タイムテーブル
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2日目　3月2日（木）
A会場 B会場 C会場 D会場 E会場

9:40-10:00

SDGs 素材の利用効率
特別セッション：
ホットスポット分析

(1)
消費者(1) 木材

10:00-10:20
10:20-10:40
10:40-11:00
11:00-11:20 休憩
11:20-11:40

特別セッション：
環境教育(1)
環境配慮行動

食と一次産業(2)
特別セッション：
ホットスポット分析

(2)
消費者(2) エネルギーシステム

11:40-12:00
12:00-12:20
12:20-12:40
12:40-13:40 昼休み
13:40-14:00

特別セッション：
環境教育(2)
学校

食と一次産業(3) LCTの地域への実装 人間健康 国際貿易
14:00-14:20
14:20-14:40
14:40-15:00
15:00-15:20
15:20-15:40 休憩

P会場

15:40-16:40 ポスターセッション1　*コアタイムA:奇数番号
16:40-17:40 ポスターセッション2　*コアタイムB:偶数番号
17:40-18:00 移動
18:00- 交流会（厚生棟1F　厚生センター食堂）

3日目　3月3日（金）
A会場 B会場 C会場 D会場 E会場

9:40-10:00

バイオマス(1) パリ協定

特別セッション：
組織のLCAと削減
貢献量評価(1)
素材・部品・
プロセスの貢献

製品LCA(2)
10:00-10:20

ストック・フロー
(1)10:20-10:40

10:40-11:00
11:00-11:20 休憩
11:20-11:40

バイオマス(2) 生物多様性

特別セッション：
組織のLCAと削減
貢献量評価(2)
製品・サービスの

貢献

廃棄物(3) ストック・フロー
(2)

11:40-12:00
12:00-12:20
12:20-12:40
12:40-13:40 昼休み

A会場

13:40-15:05 学会各賞受賞記念講演
15:05-16:00 クロージング
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1日目（3月1日（水））
A 会 場

13:20-14:20
【基調講演】
プラチナ構想からみたライフサイクル思考への提言
小宮山宏氏（三菱総合研究所，プラチナ構想ネットワーク）

3日目（3月3日（金））
A 会 場

13:40-15:00 学会各賞受賞記念講演

15:00-16:00 クロージング

全体セッションプログラム

……………………………………………………… 　ii

13:40-13:55	 意思決定支援を指向したライフサイクルアセスメントと多様な手法の統合手法の研究	
奨励賞	 中谷隼（東京大学）

13:55-14:10	 家庭用太陽熱給湯器のエネルギー収支とライフサイクルCO2 排出量	
論文賞	 門倉宏子（横浜国立大学）、本藤祐樹（横浜国立大学）

14:10-14:25	 太陽光発電システムへの心理的近接性が省エネルギー意識・行動に及ぼす影響	
論文賞	 藤本ひかり（横浜国立大学）、本藤祐樹（横浜国立大学）、弘中雄介（横浜国立大学）

14:25-14:45	 交通分野へのライフサイクル思考の適用	
功績賞	 加藤博和（名古屋大学）

14:45-15:05	 	LCA の国内基盤構築と国際的地位確立への貢献
功労賞	 稲葉敦（工学院大学）

15:05-16:00	 クロージング	

……………… 　446

………………………………… 　448

…………………… 　457

…………………………………………………………………… 　470
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１日目 （3月1日（水）） ◎は登壇者

9:40 ～ 11:00

◆ A 会場 ＜持続的な資源利用＞

9:40-10:00
A1-01

循環型社会、Circular Economy の先に見えるもの
◎原田幸明（物材機構）

10:00-10:20
A1-02

希少金属の需要の増大と社会的持続可能性との関係の評価
◎塚本尚（京都大学），南斉規介（国立環境研究所），東野達（京都大学）

10:20-10:40
A1-03
(P2-066)

インジウムの需給バランスから見た太陽光パネルリサイクルの意義
◎高柳達（立命館大学），中島謙一（国立環境研究所），村上進亮（東京大学），橋本征二（立命館大学）

10:40-11:00
A1-04
(P2-076)

半導体産業に着目した窒素のマテリアルフロー分析
◎片桐究（東北大学），松八重一代（東北大学），竹田修（東北大学），朱鴻民（東北大学），長坂徹也（東北
大学）

◆ B 会場 ＜再生可能エネルギー＞

9:40-10:00
B1-01

離島における海洋温度差発電（OTEC）の効果と影響
◎小野奈都美（沖縄エネテック），池上康之（佐賀大学），岡村盡（ゼネシス），中村幸雄（久米島町），伊藝
聡（沖縄エネテック），伊佐真賢（沖縄エネテック），田原聖隆（産業技術総合研究所）

10:00-10:20
B1-02

LCA 手法に基づくメキシコ・テワンテペク地峡における風力発電の環境影響・コストの統合指標による解析
◎幸村仁麿（京都大学），東野進（京都大学）

10:20-10:40
B1-03

太陽熱利用システムの基礎自治体別 CO2 削減コスト
◎清水恭亮（横浜国立大学），本藤祐樹（横浜国立大学），森泉由恵（横浜国立大学）

10:40-11:00
B1-04

(P2-053)

地域単位での地中熱ヒートポンプのライフサイクル CO2 削減効果
◎早乙女裕紀（横浜国立大学），本藤祐樹（横浜国立大学），森泉由恵（横浜国立大学）

◆ C 会場 ＜コミュニケーション＞

9:40-10:00
C1-01
(P2-030)

消費者の環境配慮製品選択を促す情報表示の設計
◎石川奈那（東京大学），文多美（東京大学），平尾雅彦（東京大学）

10:00-10:20
C1-02

食料品の購買による CO2 排出量の傾向と削減策に関する一考察
◎中島寛則（名古屋市環境科学調査センター）

10:20-10:40
C1-03

新たな食品表示制度下における環境コミュニケーションの提案
◎藤原なつみ（立命館大学），吉川直樹（立命館大学）

10:40-11:00
C1-04

食意識・環境意識が消費者のライフサイクル環境情報に対する評価に与える影響
◎吉川直樹（立命館大学），天野耕二（立命館大学）

◆ D 会場 ＜製品 LCA(1)＞

9:40-10:00
D1-01
(P2-041)

森林保全を考慮したピアノの環境影響評価
◎渡邊杜人（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

10:00-10:20
D1-02
(P2-040)

電子書籍端末による読書習慣と満足度の変化を考慮した、読書における環境影響評価
◎天沢逸里（東京大学），井原智彦（東京大学），花木啓祐（東京大学）

パラレルセッション プログラム

……………… 　28

座長：橋本征二（立命館大学）

座長：森泉由恵（横浜国立大学）

座長：文多美（東京大学）

座長：菊池康紀（東京大学）

…………………………………………………………… 　2

…………………………………………………… 　10

……………………………………………………………… 　12

……………………………………… 　14

……………………………………………………… 　16

………………………………………… 　20

……………………………………………………… 　18

…………………………………………… 　22

…………………… 　24

………………………………………………………………… 　26

………………………………………… 　4

…………………………………… 　6

……………………………………………………… 　8
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10:20-10:40
D1-03
(P2-024)

UV 印刷を対象とした環境影響評価
◎川島雄介（東京都市大学），内田弘美（東洋インキSCホールディングス），富川恵子（東洋インキSCホー
ルディングス），伊坪徳宏（東京都市大学）

10:40-11:00
D1-04

東京染小紋ネクタイのライフサイクルアセスメント調査
◎田村賢祐（NTTアドバンステクノロジ），佐々木重邦（武蔵野大学），十村勝（NTTアドバンステクノロ
ジ），北原康雄（NTTアドバンステクノロジ）

◆ E 会場 ＜建築・住宅＞

9:40-10:00
E1-01

建築分野における LCA の活用実態と課題
◎小林謙介（県立広島大学），磯部孝行（武蔵野大学），阿保ことり（県立広島大学），新家佑城（県立広島
大学），佐藤整央（県立広島大学）

10:00-10:20
E1-02

2011 年版産業連関表を用いた建築実務者向け原単位データベースの構築
CO2 排出量およびエネルギー消費原単位の開発状況
◎外岡豊（埼玉大学），小林謙介（県立広島大学），前田拓生（高崎商科大学）

10:20-10:40
E1-03

住宅の高性能化による建設廃棄物への影響に関する研究
◎磯部孝行（武蔵野大学），小林謙介（県立広島大学）

10:40-11:00
E1-04
(P2-085)

高断熱住宅の普及に影響する地域特性を考慮した自治体の評価手法の提案
◎石戸拓朗（慶應義塾大学），伊香賀俊治（慶應義塾大学），川久保俊（法政大学），鈴木健太郎（慶應義塾
大学），山崎潤也（慶應義塾大学），大束開智（慶應義塾大学）

11:20～ 12:20

◆ A 会場 ＜交通＞

11:20-11:40
A1-06
(P2-098)

資源消費と大気汚染を考慮した鉄道車両の環境フットプリント
◎岩倉湧也（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

11:40-12:00
A1-07

Effective speed 指標を用いた交通機関の環境性能評価手法の提案
◎河合一輝（名古屋大学），加藤博和（名古屋大学）

12:00-12:20
A1-08

ライフサイクル思考に基づく海外再エネ起源水素の自動車用燃料しての位置付けの検討
◎工藤祐揮（産業技術総合研究所），北川直美（産業技術総合研究所），村松良二（産業技術総合研究所），
井上麻衣（産業技術総合研究所），小澤暁人（産業技術総合研究所），玄地裕（産業技術総合研究所）

◆ B 会場 ＜水素・燃料電池＞

11:20-11:40
B1-06

産業連関表を用いた水素エネルギーシステムのライフサイクル雇用分析
◎稗貫峻一（横浜国立大学），野口和彦（横浜国立大学）

11:40-12:00
B1-07
(P2-055)

2 段 PSA と酸化金属を用いた複数段でのバイオ水素の低温脱硫システムの環境評価
◎黒田祥平（東京理科大学），堂脇清志（東京理科大学）

12:00-12:20
B1-08
(P2-054)

LCA 分析を考慮した家庭用 SOFC-CGS における環境的統合化指標の提案
◎佐藤聖史（東京理科大学）

座長：小澤暁人（産業技術総合研究所）

座長：井上麻衣（産業技術総合研究所）

座長：小井土賢二（福島大学）
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◆ C 会場 ＜食品廃棄物＞

11:20-11:40
C1-06

食品廃棄物のリサイクルによる環境便益評価
◎岡橋拓哉（九州大学），加河茂美（九州大学）

11:40-12:00
C1-07
(P2-010)

外食産業を対象にした食品ロスと廃棄物の環境影響評価
◎小川俊治（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

12:00-12:20
C1-08

大学キャンパスを中心としたバイオマス有効利用シナリオの検討
◎細川裕（立命館大学），吉川直樹（立命館大学），天野耕二（立命館大学）

◆ D 会場 ＜廃棄物 (1)＞

11:20-11:40
D1-06

下水処理 - 藻類培養統合プロセスにおける導入技術選択に資するライフサイクルアセスメント
◎鈴木征史（東北大学），大野肇（東北大学），福島康裕（東北大学）

11:40-12:00
D1-07

セメント直接原料化の見直しに向けた脱水汚泥資源化オプションの比較評価
◎中久保豊彦（お茶の水女子大学），小池夏帆（お茶の水女子大学）

12:00-12:20
D1-08

廃棄物焼却熱の産業利用システムでの主体間GHGアカウンティング配分手法の検討
◎大西悟（東京理科大学），YiDou（国立環境研究所），藤井実（国立環境研究所），稲葉陸太（国立環境研
究所）

14:40～ 16:20

◆ A 会場 ＜資源リスク＞

14:40-15:00
A1-16
(P2-074)

責任あるニッケル資源利用に向けたサプライチェーンリスク要因解析
◎佐々木翔（東北大学），松八重一代（東北大学），中島謙一（国立環境研究所），村上進亮（東京大学），長
坂徹也（東北大学）

15:00-15:20
A1-17
(P2-067)

包括的なリスク要因抽出に基づいた銅のサプライチェーンリスク解析
◎山﨑裕貴（東北大学），松八重一代（東北大学），中島謙一（国立環境研究所），村上進亮（東京大学），長
坂徹也（東北大学）

15:20-15:40
A1-18
(P2-107)

生産資源の安定的供給に向けたクリティカリティ評価手法の構築
◎中駄将人（東京大学），醍醐市朗（東京大学），後藤芳一（東京大学），畑山博樹（国立研究開発法人 産業
技術総合研究所）

15:40-16:00
A1-19

供給障害事象に基づく鉱物資源の供給リスク指標開発
◎高橋裕也（東京大学），村上進亮（東京大学）

16:00-16:20
A1-20

事例分析に基づいた資源リスク評価手法の検討
◎畑山博樹（産業技術総合研究所），田原聖隆（産業技術総合研究所）

◆ B 会場 ＜気候変動の緩和策と適応策＞

14:40-15:00
B1-16

気候変動の緩和策と適応策を対象としたライフサイクル影響評価
◎伊坪徳宏（東京都市大学），湯龍龍（農研機構），小野雄也（東京大学），小関康雄（東京都市大学），正畠
浩一（TCO2），内田裕之（みずほ情報総研），古島康（みずほ情報総研），沖大幹（東京大学）

15:00-15:20
B1-17

メタ分析を駆使した電力のライフサイクル評価
◎八坂慶仁（TCO2 株式会社），正畠宏一（TCO2 株式会社），伊坪徳宏（東京都市大学）

15:20-15:40
B1-18

植物を対象としたCO2 の生物種絶滅リスク係数の開発
◎湯龍龍（国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構），大橋春香（国立研究開発法人森林総合研
究所），松井哲哉（国立研究開発法人森林総合研究所），田中信行（東京農業大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

15:40-16:00
B1-19

共通社会経済シナリオSSPを用いたCO2 の健康被害係数の開発
◎湯龍龍（国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構），古島康（みずほ情報総研株式会社），伊坪
徳宏（東京都市大学）

座長：天野耕二（立命館大学）

座長：稲葉陸太（国立環境研究所）

座長：醍醐市朗（東京大学）

座長：内田裕之 （みずほ情報総研）

………………………………………………… 　56

……………………………………… 　58

……… 　60

………………………… 　62

………………… 　64

…………………………………… 　66

…………………………………… 　68

………………………………………… 　70

……………………………………………………… 　72

……………………………………………………………… 　74

………………………………………… 　76

……………………………………………………………… 　78

……………………………………………………… 　80

………………………………………… 　82

………………………………………………………………… 　54



(13)

Journal of Life Cycle Assessment, Japan

(9)Vol.13  No.1  January 2017

16:00-16:20
B1-20

気候変動適応策としての浄水器を対象とした費用便益分析
◎小関康雄（東京都市大学），森孝（浄水器協会），伊坪徳宏（東京都市大学）

◆ C 会場 ＜バイオ燃料＞

14:40-15:00
C1-16

LCA に基づく新バイオディーゼル製造プロセスのイノベーション支援モデル
◎陳怡靜（東北大学大学院工学研究科 化学工学専攻），彭劭琳（東北大学大学院工学研究科 化学工学専攻），
北川尚美（東北大学大学院工学研究科 化学工学専攻），大野肇（東北大学大学院工学研究科 化学工学専攻），
福島康裕（東北大学大学院工学研究科 化学工学専攻）

15:00-15:20
C1-17
(P2-058)

藻類バイオマスを用いた航空機の環境影響評価
◎根本知亜記（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

15:20-15:40
C1-18

バイオ燃料の持続可能性評価に関する研究
地方自治体の廃食用油 BDF 化事業の環境面および経済面の評価
◎王任卓（早稲田大学大学院），納富信（早稲田大学大学院）

15:40-16:00
C1-19

バイオ燃料の持続可能性評価に関する研究
地方自治体の廃食用油 BDF 化事業の社会面の評価
◎王任卓（早稲田大学大学院），納富信（早稲田大学大学院）

16:00-16:20
C1-20 総合討論

◆ D 会場 ＜廃棄物 (2)＞

14:40-15:00
D1-16
(P2-095)

Development of municipal solid waste collection system in Jalalabad city， Afghanistan
◎ BawarMohammad Jamal（立命館大学），橋本征二（立命館大学）

15:00-15:20
D1-17

ライフサイクル処理単価による廃棄物処理施設の最適寿命の推定
◎稲葉陸太（国立環境研究所），田崎智宏（国立環境研究所）

15:20-15:40
D1-18
(P2-091)

人口減少社会における一般廃棄物処理施設のマネジメント
◎渡辺梓（立命館大学），橋本征二（立命館大学）

15:40-16:00
D1-19
(P2-094)

中国広東省における建築廃棄物の持続可能な管理に着目した廃棄物産業連関表の構築
◎董岩（東北大学），松八重一代（東北大学）

16:00-16:20
D1-20 総合討論

◆ E 会場 ＜自動車＞

14:40-15:00
E1-16

日本における CAFE 基準と CO2 排出量の関係分析
◎金子満來（九州大学），加河茂美（九州大学）

15:00-15:20
E1-17
(P2-099)

自動車の技術変化と素材に着目した資源需要分析
◎松井健裕（東北大学），松八重一代（東北大学），山末英嗣（立命館大学），長坂徹也（東北大学）

15:20-15:40
E1-18
(P2-097)

電気自動車用リチウムイオン電池のリユース及びリサイクルにおける技術選択支援
◎阿部将宜（東京大学），杉山弘和（東京大学），平尾雅彦（東京大学）

15:40-16:00
E1-19

HV と EV の優位性を分ける経済・環境・技術条件の可視化
◎原卓也（豊田中央研究所）

16:00-16:20
E1-20
(P2-096)

全日本学生フォーミュラ大会参加車両の環境影響評価
◎越田悠揮（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

座長：大野肇（東北大学）

座長：大西悟（東京理科大学）

座長：工藤祐揮（産業技術総合研究所）
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16:40～ 18:00

◆ A 会場 ＜鉄鋼＞

16:40-17:00
A1-22
(P2-072)

日本における鉄鋼材中の不純物元素濃度の決定要因の解明
◎太田暁（東京大学大学院），醍醐市朗（東京大学大学院），後藤芳一（東京大学大学院）

17:00-17:20
A1-23
(P2-073)

日本とオランダにおける鉄スクラップへの不純物元素混入源の比較
◎纐纈将太（東京大学），醍醐市朗（東京大学大学院），後藤芳一（東京大学大学院）

17:20-17:40
A1-24
(P2-071)

動的 MFA を用いた鉄鋼循環に伴う Ni および Cr の散逸削減可能性の推算
◎武山健太郎（東北大学），大野肇（東北大学），松八重一代（東北大学），中島謙一（国立環境研究所），近
藤康之（早稲田大学），長坂徹也（東北大学）

17:40-18:00
A1-25
(P2-064)

関与物質総量を用いた日本の鋼材生産に関わる採掘活動量の定量化
◎小栁津顕（立命館大学），CraviotoJordi（立命館大学），中島謙一（国立環境研究所），松八重一代（東北
大学），村上進亮（東京大学），山末英嗣（立命館大学）

◆ B 会場 ＜水＞

16:40-17:00
B1-22
(P2-103)

気候変動の適応策を思考した節水トイレの環境影響評価
◎岡崎真優子（東京都市大学），佐々木秀樹（パナソニック株式会社），伊坪徳宏（東京都市大学）

17:00-17:20
B1-23
(P2-104)

逆浸透法を用いた海水淡水化施設の環境影響評価
◎黒川賢治（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学），小関康雄（東京都市大学），大熊那夫紀（一般財
団法人造水促進センター），杉本和明（一般財団法人造水促進センター）

17:20-17:40
B1-24

合意形成に基づいた 水利用による影響評価モデルの開発
－ UNEP/SETAC ライフサイクルイニシアチブと WULCA からの推奨 －
BoulayAnne-Marie（CIRAIG），PfisterStephan（ETH Zurich），◎本下晶晴（産業技術総合研究所）

17:40-18:00
B1-25

環境産業連関表を用いた 2000 ～ 2011 年までのベトナムにおける経済・環境影響の構造分析
◎ NguyenThi Hoa（Graduate School of Engineering， Osaka University）

◆ C 会場 ＜データベース＞

16:40-17:00
C1-22

IDEA データとの連結による JLCA データベースの有用性向上
電線業界を例として
柴原尚希（産業環境管理協会），◎仲井俊文（産業環境管理協会），神崎昌之（産業環境管理協会），中野勝
行（産業環境管理協会），田原聖隆（産業技術総合研究所），村松良二（産業技術総合研究所），橋本大（電
線総合技術センター），小坂裕（電線総合技術センター）

17:00-17:20
C1-23

IDEA マトリックスを利用した社会経済用データベースの開発
◎塚原建一郎（産業技術総合研究所），田原聖隆（産業技術総合研究所）

17:20-17:40
C1-24
(P2-062)

産業連関分析を用いた日本におけるマテリアルフットプリントの評価基盤の構築と活用
◎永野健太（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

17:40-18:00
C1-25
(P2-021)

PRTR 対象物質に着目したケミカルフットプリントデータベースの開発
◎小藤直（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

◆ D 会場 ＜災害＞

16:40-17:00
D1-22

災害廃棄物処理のインベントリデータの作成
◎田畑智博（神戸大学），佐伯孝（富山県立大学）

17:00-17:20
D1-23

災害廃棄物の広域処理に対する住民の受容意識と方略
◎蔡佩宜（神戸大学），田畑智博（神戸大学）

座長：中野勝行（産業環境管理協会）

座長：小関康雄（東京都市大学）

座長：中谷隼（東京大学）
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17:20-17:40
D1-24
(P2-093)

災害廃棄物処理システムの環境的、経済的評価方法の開発
◎若林陽平（神戸大学）

17:40-18:00
D1-25

南海トラフ巨大地震が与える地域経済網と炭素排出管理への影響解析
◎畑奬（京都大学），南斉規介（国立環境研究所），加河茂美（九州大学），東野達（京都大学）

◆ E 会場 ＜食と一次産業 (1)＞

16:40-17:00
E1-22

食品残渣堆肥を活用した農作物栽培のライフサイクル評価
◎松田朋也（立命館大学），吉川直樹（立命館大学），天野耕二（立命館大学）

17:00-17:20
E1-23
(P2-005)

リンの施肥による増収効果に着目したリン資源の環境効率評価
◎野木茜（立命館大学大学院），村上進亮（東京大学），粟生木千佳（立命館大学大学院， 地球環境戦略研究
機関），橋本征二（立命館大学）

17:20-17:40
E1-24
(P2-006)

低炭素農法を目的としたカーボンフリーCO2 を用いた野菜の生産性向上及び LCA解析
◎井手啓介（東京理科大学），堂脇清志（東京理科大学），北畑信隆（東京理科大学）

17:40-18:00
E1-25
(P2-004)

農産物の新たな複合的環境指標の提案
◎渡辺泰子（東京理科大学），堂脇清志（東京理科大学）

………………………………………… 　146

…………… 　148
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座長：荻野暁史（農業・食品産業技術総合研究機構）
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２日目 （3月2日（木）） ◎は登壇者

9:40 ～ 11:00

◆ A 会場 ＜SDGs＞

9:40-10:00
A2-01
(P2-043)

労働に注目したソーシャル LCA用データベース開発
◎唐戸将大（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

10:00-10:20
A2-02
(P2-044)

SLCAを用いた綿製衣料品の製造過程における労働問題のホットスポット分析
◎土屋潔浩（東京大学），井原智彦（東京大学）

10:20-10:40
A2-03
(P2-079)

OECD加盟国内における都市品質と住民の生活満足度の関係
◎藤田省一郎（慶應義塾大学），伊香賀俊治（慶應義塾大学），村上周三（建築環境・省エネルギー機構），
川久保俊（法政大学），山崎潤也（慶應義塾大学），鈴木健太郎（慶應義塾大学）

10:40-11:00
A2-04
(P2-082)

持続可能な開発目標の理念に基づく新興国を対象とした都市品質格差の時系列評価
◎邉見隼人（慶應義塾大学），伊香賀俊治（慶應義塾大学），村上周三（建築環境・省エネルギー機構），川
久保俊（法政大学），山崎潤也（慶應義塾大学），藤田省一郎（慶應義塾大学）

◆ B 会場 ＜素材の利用効率＞

9:40-10:00
B2-01

素材のための新しい LCAの枠組み構築
◎醍醐市朗（東京大学），中島謙一（国立環境研究所），山末英嗣（立命館大学），松八重一代（東北大学），
畑山博樹（産業技術総合研究所），小林能直（東京工業大学）

10:00-10:20
B2-02
(P2-077)

金属材料の耐腐食性機能の定量評価手法の構築
◎吾妻優美（東京大学），醍醐市朗（東京大学），後藤芳一（東京大学）

10:20-10:40
B2-03

日本の各都道府県の資源蓄積量を考慮した環境効率性指標の構築とその応用
◎江口昌伍（九州大学）

10:40-11:00
B2-04

日本における鉄鋼材料の環境影響、エネルギー消費と機械的特性の相互関係分析：データ包括解析（DEA）
手法
◎CraviotoJordi（立命館大学）

◆ C 会場 ＜特別セッション：ホットスポット分析 (1)＞

9:40-10:00
C2-01

グリーン購入推進に向けたホットスポット分析の評価手法の構築と社会実装
◎伊坪徳宏（東京都市大学），田原聖隆（産業技術総合研究所），近藤康之（早稲田大学），佐野裕隆（日本
環境協会），神崎昌之（産業環境管理協会）

10:00-10:20
C2-02

IDEA における環境負荷項目の拡充
電離放射線およびPRTR対象物質
◎田原聖隆（産業技術総合研究所），藤井千陽（産業技術総合研究所），高田亜佐子（産業技術総合研究所），
紀平茂雄（S&R）

10:20-10:40
C2-03

廃棄物産業連関表の推計とホットスポット分析への応用
◎近藤康之（早稲田大学），立尾浩一（日本環境衛生センター），溝田健一（日本環境衛生センター），池本
久利（日本環境衛生センター），中村愼一郎（早稲田大学）

10:40-11:00
C2-04

日本の LCA評価基盤に基づくホットスポット分析手法の開発とケーススタディ
◎鈴木春生（東京都市大学），一杉佑貴（東京都市大学），村主さとみ（東京都市大学），近藤康之（早稲田
大学），田原聖隆（産業技術総合研究所），藤井千陽（産業技術総合研究所），有間俊彦（東京都市大学），伊
坪徳宏（東京都市大学）

◆ D 会場 ＜消費者 (1)＞

9:40-10:00
D2-01
(P2-033)

産業連関表と家計支出統計の接続表を用いたカーボンフットプリントのGHG排出削減効果の推計
◎環野真紀（東京大学），浅野康仁（京都大学），井原智彦（東京大学）

座長：平尾雅彦（東京大学）

座長：田原聖隆（産業技術総合研究所）

座長：鷲津明由（早稲田大学）
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10:00-10:20
D2-02

家庭における時間帯別省エネポテンシャルの推計－社会生活基本調査を用いて－
◎平湯直子（武蔵野大学），鷲津明由（早稲田大学）

10:20-10:40
D2-03
(P2-102)

家計消費とプラネタリー・バウンダリー：淡水利用について
◎佐々木貴央（立命館大学），本下晶晴（産業技術総合研究所），南斉規介（国立環境研究所），橋本征二（立
命館大学）

10:40-11:00
D2-04
(P2-032)

消費者の生活価値観と環境配慮行動の関係
◎木村大（千葉工業大学），柴田清（千葉工業大学）

◆ E 会場 ＜木材＞

9:40-10:00
E2-01

将来の国産材需給と木質バイオマス発電所の立地適性
◎大澤一岳（東京大学， 和歌山県），徐夢荷（東京大学），兼松祐一郎（東京大学），大久保達也（東京大学），
菊池康紀（東京大学）

10:00-10:20
E2-02
(P2-109)

樹種別を考慮した木材のインベントリデータベースの開発
◎土屋成（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

10:20-10:40
E2-03
(P2-042)

パルプ紙とストーンペーパーの環境影響評価
◎阪西達矢（工学院大学），本下晶晴（国立研究開発法人産業技術総合研究所），田原聖隆（国立研究開発法
人産業技術総合研究所），稲葉敦（工学院大学）

10:40-11:00
E2-04

バックグラウンドデータベースの違いによる LCA結果への影響
パーティクルボードのケーススタディ
◎中野勝行（産業環境管理協会），瀧川充朗（日本繊維板工業会），田原聖隆（産業技術総合研究所），安藤
恵介（東京農工大学），服部順昭（東京農工大学）

11:20～ 12:40

◆ A 会場 ＜特別セッション：環境教育 (1) 環境配慮行動＞

11:20-11:40
A2-06
(P2-035)

ライフサイクル思考の学びが環境配慮行動の意思決定過程に与える影響 -2-
◎田髙初奈（横浜国立大学），平山世志衣（特定非営利活動法人横浜 LCA 環境教育研究会），高岡由紀子（グ
リーン購入ネットワーク），津田祥子（日本 LCA 学会），水野建樹（特定非営利活動法人横浜 LCA 環境教
育研究会），松本安生（神奈川大学），松本真哉（横浜国立大学）

11:40-12:00
A2-07
(P2-034)

ライフサイクル思考と環境配慮行動の関係性を探る
ライフサイクル思考の測定尺度の開発
◎森健太朗（横浜国立大学），本藤祐樹（横浜国立大学）

12:00-12:20
A2-08

日常の中の自然な働きかけによる環境配慮行動の促進
心理的近接性を高める 2種の介入実験
◎弘中雄介（横浜国立大学），本藤祐樹（横浜国立大学）

12:20-12:40
A2-09

環境ラベル認知度から見る消費者特性
◎藤澤美恵子（金沢大学）

◆ B 会場 ＜食と一次産業 (2)＞

11:20-11:40
B2-06
(P2-002)

導入シナリオ分析のための植物工場モデリング
◎冨永華子（東京大学），兼松祐一郎（東京大学），大久保達也（東京大学），菊池康紀（東京大学）

11:40-12:00
B2-07
(P2-011)

適切化技術によるトマトの食品損失削減シナリオに関する環境インパクト評価
◎吉沢慎（東京理科大学）

12:00-12:20
B2-08
(P2-016)

新冷媒を用いた野菜のコールドチェーンにおける品質維持方法の提案
◎大野彰之（東京理科大学），堂脇清志（東京理科大学）

座長：服部順昭（東京農工大学）

座長：北村祐介（elsa）

座長：小原聡（アサヒビール）
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12:20-12:40
B2-09
(P2-003)

機能の分析による食品容器包装のライフサイクル設計
◎横川直毅（東京大学），杉山弘和（東京大学），平尾雅彦（東京大学）

◆ C 会場 ＜特別セッション：ホットスポット分析 (2)＞

11:20-11:40
C2-06

エコマーク認証基準の策定におけるホットスポット分析手法の導入に関する検討
◎佐野裕隆（日本環境協会），鈴木春生（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学），田原聖隆（産業技術
総合研究所），近藤康之（早稲田大学）

11:40-12:00
C2-07

タイプⅢ環境宣言と環境ホットスポット分析の相互活用に関わる考察
◎神崎昌之（産業環境管理協会），片岡顯（産業環境管理協会），根岸華子（産業環境管理協会），伊藤聖子（産
業環境管理協会），石塚明克（産業環境管理協会），伊坪徳宏（東京都市大学），田原聖隆（産業技術総合研
究所）

12:00-12:20
C2-08
(P2-105)

環境・社会側面を対象とした日本版ホットスポット分析手法の開発と活用
◎一杉佑貴（東京都市大学），村主さとみ（東京都市大学），鈴木春生（東京都市大学），藤井千陽（国立研
究開発法人 産業技術総合研究所），田原聖隆（国立研究開発法人 産業技術総合研究所），近藤康之（早稲田
大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

12:20-12:40
C2-09 総合討論

◆ D 会場 ＜消費者 (2)＞

11:20-11:40
D2-06

訪日外国人の消費行動がCO2 排出量に与える影響
◎柴田睦美（九州大学），加河茂美（九州大学），白新田佳代子（九州大学）

11:40-12:00
D2-07
(P2-022)

アパレル産業における消費者嗜好を考慮した環境影響評価
◎酒匂郁輔（東京理科大学）

12:00-12:20
D2-08
(P2-027)

レガシーと持続可能性を考慮したイベント評価手法の開発と活用
◎池田雄貴（東京都市大学），越川延明（セレスポ），伊坪徳宏（東京都市大学）

12:20-12:40
D2-09 総合討論

◆ E 会場 ＜エネルギーシステム＞

11:20-11:40
E2-06

ICT サービスの導入がわが国のエネルギー需要と二酸化炭素排出量の削減に及ぼす影響
◎棟居洋介（東京工業大学），上野捷（東京工業大学），鶴見真子（東京工業大学），張暁曦（NTT ネットワー
ク基盤技術研究所），折口壮志（NTT ネットワーク基盤技術研究所），飯橋真輔（NTT ネットワーク基盤技
術研究所）

11:40-12:00
E2-07

オールドニュータウンの更新に合わせたエネルギーマネジメント技術導入可能性の検討
◎長尾和哉（名古屋大学），加藤博和（名古屋大学）

12:00-12:20
E2-08
(P2-088)

マイクログリッドによるCO2 削減効果から見た街区構成と生活スケジュールの評価
◎佐藤惇（東京大学大学院），栗栖聖（東京大学大学院），花木啓祐（東京大学大学院）

12:20-12:40
E2-09

使用条件の異なる家庭用エネルギー機器によるコスト・CO2 排出量
◎小澤暁人（産業技術総合研究所），工藤祐揮（産業技術総合研究所），田原聖隆（産業技術総合研究所）

座長：伊坪徳宏（東京都市大学）

座長：加河茂美（九州大学）

座長：栗栖聖（東京大学）
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13:40～ 15:20

◆ A 会場 ＜特別セッション：環境教育 (2) 学校＞

13:40-14:00
A2-13

印刷を対象としたライフサイクルすごろくのコンテンツ開発と実践の事例
～カーボンオフセットの選択肢を加えて～
◎北村祐介（elsa， プリプレス・センター），藤永颯人（東京都市大学），小藤直（東京都市大学），海老原
誠治（資源と環境の教育を考える会「エコが見える学校」， 三信化工），高岡由紀子（資源と環境の教育を考
える会「エコが見える学校」， グリーン購入ネットワーク），西尾チヅル（資源と環境の教育を考える会「エ
コが見える学校」， 筑波大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

14:00-14:20
A2-14

ライフサイクル・TMR・生活・文化を通じた環境プログラム、事例と行動変容
学びと遊びに関する受容性
◎海老原誠治（資源と環境の教育を考える会「エコが見える学校」， 三信化工株式会社），高岡由紀子（資源
と環境の教育を考える会「エコが見える学校」， グリーン購入ネットワーク），堀川悦夫（佐賀大学），西尾
チヅル（資源と環境の教育を考える会「エコが見える学校」， 筑波大学）

14:20-14:40
A2-15

小中学校におけるライフサイクル思考に基づく環境教育プログラム
雨水で育てる緑のカーテンを使った 7年間の実践記録
◎笠井利浩（福井工業大学），荒木史代（福井工業大学）

14:40-15:00
A2-16

高校生の主体的学びが地域の持続可能性に及ぼす効果
愛媛県内子町におけるヒューマンソーシャルライフサイクル分析（その 2）
◎中口毅博（芝浦工業大学）

15:00-15:20
A2-17
(P2-036)

ライフサイクル思考に基づく環境教育実施による体系的な思考力に対する影響
◎森正敬之（東京都市大学），北村祐介（elsa），伊坪徳宏（東京都市大学）

◆ B 会場 ＜食と一次産業 (3)＞

13:40-14:00
B2-13

交雑種および乳用種を用いた肉用牛生産の温室効果ガス排出量
◎荻野暁史（農業・食品産業技術総合研究機構），山下恭広（農業・食品産業技術総合研究機構），長田隆（農
業・食品産業技術総合研究機構）

14:00-14:20
B2-14

有機的管理による国産グラスフェッドビーフの環境影響評価
◎堤道生（農業・食品産業技術総合研究機構），小野泰（北里大学），小笠原英毅（北里大学），寳示戸雅之（北
里大学）

14:20-14:40
B2-15

日本の漁業部門の環境生産性分析
◎敷田和哉（九州大学），加河茂美（九州大学）

14:40-15:00
B2-16

大規模料理レシピ解析による「食」に関わる関与物質総量の算定
◎石井裕剛（京都大学），BenjaminMcLellan（京都大学），山末英嗣（立命館大学）

15:00-15:20
B2-17

ビール醸造副産物由来の肥料を活用したゴルフコース管理における農薬削減効果のライフサイクル評価
◎林清忠（農業・食品産業技術総合研究機構），北川隆徳（アサヒグループホールディングス株式会社），御
影佳孝（アサヒグループホールディングス株式会社），高崎智子（アサヒグループホールディングス株式会社）

◆ C 会場 ＜LCT の地域への実装＞

13:40-14:00
C2-13

ライフサイクル思考の社会実装：種子島の例
◎菊池康紀（東京大学），尾下優子（神戸大学），福島康裕（東北大学）

14:00-14:20
C2-14
(P2-001)

植物資源利活用に向けた農工横断型プロセスモデリング
◎大内田弘太朗（東京大学），冨永華子（東京大学），牟田侑樹（東京大学），兼松祐一郎（東京大学），大久
保達也（東京大学），菊池康紀（東京大学）

14:20-14:40
C2-15

砂糖・バイオエタノール逆転生産プロセスの導入によるGHG排出削減効果
◎福島康裕（東北大学），小原聡（アサヒグループホールディングス），大内田弘太朗（東京大学），菊池康
紀（東京大学）

14:40-15:00
C2-16

気象変動を考慮したバイオマス利用システムの製品 LCAのありかた
◎中村遼太郎（東北大学），大内田弘太朗（東京大学），菊池康紀（東京大学），小原聡（アサヒグループホー
ルディングス），大野肇（東北大学），福島康裕（東北大学）

座長：松本真哉（横浜国立大学）

………………………………………………… 　236

……………………… 　238

座長：吉川直樹（立命館大学）

座長：栗島英明（芝浦工業大学）
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15:00-15:20
C2-17

イノベーション支援ツールとしての LCA
◎福島康裕（東北大学）

◆ D 会場 ＜人間健康＞

13:40-14:00
D2-13

内生型構造経路分析を用いたアジア地域における炭素質エアロゾルの排出分析
◎永島史弥（九州大学），加河茂美（九州大学），南斉規介（国立環境研究所）

14:00-14:20
D2-14
(P2-045)

室内空気質汚染と一般大気汚染を対象としたライフサイクル健康影響評価手法の開発
◎枝廣あかり（東京都市大学），湯龍龍（農業環境技術研究所），伊坪徳宏（東京都市大学）

14:20-14:40
D2-15
(P2-048)

地域性を考慮した飛行機騒音の健康影響評価
◎山本遼（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

14:40-15:00
D2-16
(P2-047)

ジャカルタにおける睡眠困難の実態把握とエアコン導入効果の定量化
草間蓮（東京大学），◎井原智彦（東京大学）

15:00-15:20
D2-17
(P2-046)

日常生活における低線量被曝を対象とした健康影響評価
◎寺本麻実（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

◆ E 会場 ＜国際貿易＞

13:40-14:00
E2-13

中国からの輸出に起因する二酸化炭素排出量の多地域産業連関分析
◎劉倩（早稲田大学），近藤康之（早稲田大学）

14:00-14:20
E2-14

低炭素社会シナリオに応じた国際資源フローの将来推計手法の開発
◎森岡涼子（国立環境研究所），津田宏治（東京大学），中島謙一（国立環境研究所），南斉規介（国立環境
研究所）

14:20-14:40
E2-15
(P2-101)

国際貿易を考慮した食料消費に関わる淡水資源需給バランスの将来シナリオ評価
◎山口陽平（立命館大学），田村賢人（立命館大学），吉川直樹（立命館大学），橋本征二（立命館大学），天
野耕二（立命館大学）

14:40-15:00
E2-16

世界経済における二酸化炭素排出貿易のネットワーク分析
◎時任翔平（九州大学），加河茂美（九州大学）

15:00-15:20
E2-17

各国の自動車寿命と自動車市場の変化が世界のライフサイクルCO2 排出量に与える影響
◎中本裕哉（九州大学），加河茂美（九州大学）

……………………………………………… 　276

…………… 　278

座長：南斉規介（国立環境研究所）
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座長：湯龍龍（農業・食品産業技術総合研究機構）
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３日目 （3月3日（金）） ◎は登壇者

9:40 ～ 11:00

◆ A 会場 ＜バイオマス (1)＞

9:40-10:00
A3-01
(P2-049)

低圧バイオメタノール合成システムのインパクト評価
◎石山智之（東京理科大学），布浦鉄兵（東京大学），堂脇清志（東京理科大学）

10:00-10:20
A3-02
(P2-059)

バイオガソリン製造用触媒の設計への LCA の適用
◎奥山泰世（昭和シェル石油），小池充（昭和シェル石油），田村正純（東北大学大学院），中川善直（東北
大学大学院），今井章雄（昭和シェル石油），冨重圭一（東北大学大学院），福島康裕（東北大学大学院）

10:20-10:40
A3-03

バイオマス由来 PET 製造における CO2 排出量の検討
◎仙波壽朗（飯田女子短期大学），稲葉敦（工学院大学）

10:40-11:00
A3-04

日本の環境効率算定に向けて : バイオマス製品の環境影響の評価
◎ DENTESebastien M.R.（立命館大学），加用千裕（東京農工大学），粟生木千佳（地球環境戦略研究機関），
田原聖隆（国立研究開発法人産業技術総合研究所），橋本征二（立命館大学）

◆ B 会場 ＜パリ協定＞

9:40-10:00
B3-01
(P2-081)

2050 年に向けた日本の産業のシナリオ検討
◎玄地裕（産業技術総合研究所），稲葉敦（工学院大学）

10:00-10:20
B3-02

世界の構造変化が CO2 排出に果たす役割
◎白新田佳代子（九州大学），岡本隼輔（尾道市立大学）

10:20-10:40
B3-03

「一億総活躍社会」におけるパリ協定達成への課題
◎重富陽介（長崎大学），南斉規介（国立環境研究所），加河茂美（九州大学），東野達（京都大学）

10:40-11:00
B3-04

世界各国の生産性向上が二酸化炭素排出に与える影響
◎高藪広隆（九州大学）

◆ C 会場 ＜特別セッション：組織の LCA と削減貢献量評価 (1) 素材・部品・プロセスの貢献＞

9:40-10:00
C3-01
(P2-116)

産業連関分析を活用した組織の環境フットプリント評価手法の開発
◎村主さとみ（東京都市大学），一杉佑貴（東京都市大学），田原聖隆（国立研究開発法人 産業技術総合研
究所），近藤康之（早稲田大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

10:00-10:20
C3-02

組織のウォーターフットプリント分析を目的とした新規ツールの開発
◎大橋憲司（株式会社資生堂），ムルンテムールン（株式会社資生堂），高橋透（アサヒグループホールディ
ングス株式会社），木下順次（イオン株式会社），能勢泰祐（積水化学工業株式会社），高橋拓（大日本印刷
株式会社），水谷敦司（株式会社竹中工務店），吉村祐美（東洋製罐株式会社），田村光範（株式会社日立製
作所）

10:20-10:40
C3-03

組織単位の環境パフォーマンス評価による環境側面の抽出事例報告
◎山﨑啓之（TOTO）

10:40-11:00
C3-04

アズビルグループの環境施策におけるマテリアリティ抽出に向けた組織の LCA の活用
◎秦野弘（アズビル），永山綾子（アズビル），木村重夫（アズビル）

◆ D 会場 ＜製品 LCA(2)＞

9:40-10:00
D3-01
(P2-037)

HDD と SSD を対象とした環境影響評価
◎山崎有平（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

10:00-10:20
D3-02

パナソニックにおける製品・サービスによる CO2 削減貢献量算定・開示の取組み
◎佐々木秀樹（パナソニック），東山信幸（パナソニック）

10:20-10:40
D3-03
(P2-019)

カイコによる検査薬を対象とした環境影響評価
◎立原航揮（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学），鈴木健夫（シスメックス株式会社），一口毅（シ
スメックス株式会社），宇佐美昭宏（シスメックス株式会社）

座長：兼松祐一郎（東京大学）

座長：近藤康之（早稲田大学）

座長：本下晶晴（産業技術総合研究所）
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座長：井原智彦（東京大学）
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10:40-11:00
D3-04

未来技術の環境影響評価手法の開発：革新的な炭素繊維の製造手法のケース
◎河尻耕太郎（産業技術総合研究所）

◆ E 会場 ＜ストック・フロー (1)＞

10:00-10:20
E3-02

耐久財の製品寿命分析に関する研究動向
◎西嶋大輔（九州大学， 国立環境研究所），加河茂美（九州大学），小口正弘（国立環境研究所）

10:20-10:40
E3-03
(P2-060)

部品の段階まで考慮したプラスチックのマテリアルフローの分析と寿命関数の推定
◎丸山多聞（東京大学），中谷隼（東京大学），森口祐一（東京大学）

10:40-11:00
E3-04
(P2-083)

水銀排出による世界各国の健康影響評価
◎佐藤祐也（東京都市大学），小野雄也（東京大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

11:20～ 12:40

◆ A 会場 ＜バイオマス (2)＞

11:20-11:40
A3-06
(P2-050)

植物へのCO2 施用を考慮したPSAの LCA評価
◎永石平（東京理科大学），井手啓介（東京理科大学），亀山光男（ジャパンブルーエナジー），堂脇清志（東
京理科大学）

11:40-12:00
A3-07

福井県あわら・坂井地域における木質バイオマス熱供給事業の温室効果ガス削減効果
◎柴原尚希（産業環境管理協会），高城玲奈（アルファフォーラム），大城謙治（マルツ電波），酒井洋美（坂
井森林組合），小林靖尚（アルファフォーラム），西川浩一（坂井森林組合），壁谷武久（産業環境管理協会）

12:00-12:20
A3-08

バイオガス発電事業の温室効果ガス削減効果の事前評価に向けた簡易ツールの作成
◎兵法彩（横浜国立大学， 東京大学），本藤祐樹（横浜国立大学），森泉由恵（横浜国立大学）

12:20-12:40
A3-09 総合討論

◆ B 会場 ＜生物多様性＞

11:20-11:40
B3-06
(P2-020)

土地利用の変化と生物多様性の減少：森林植生による生物多様性の違いを考慮した影響評価
◎植屋純平（立命館大学），橋本征二（立命館大学）

11:40-12:00
B3-07

空間的環境フットプリント分析
◎金本圭一朗（信州大学），MoranDaniel（Norwegian University of Science and Technology）

12:00-12:20
B3-08

生態系サービスの LCAへの導入可能性：農業生産システムの総合的評価枠組みの構築を意図した批判的再
検討
◎湯龍龍（国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構），神山和則（国立研究開発法人農業・食品
産業技術総合研究機構），林清忠（国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構）

12:20-12:40
B3-09

企業の意思決定のための自然資本プロトコルとライフサイクルアセスメントの活用
◎山岸健（産業環境管理協会）

◆ C 会場 ＜特別セッション：組織の LCA と削減貢献量評価 (2) 製品・サービスの貢献＞

11:20-11:40
C3-06

用紙数量を活動量とする印刷物及び印刷会社の LCA手法の開発
◎中村洋之（大日本印刷株式会社）

11:40-12:00
C3-07

持続可能な森林から作られる認証紙と非認証紙の違いによる社会的なインパクト評価
◎佐々木弘道（サンメッセ株式会社）
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座長：小口正弘（国立環境研究所）

座長：稗貫峻一（横浜国立大学）

座長：林清忠（農業・食品産業技術総合研究機構）

座長：稲葉敦（工学院大学）
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12:00-12:20
C3-08

ビジネスにおける LCA情報の意思決定への適用
組織の LCAとウォーターフットプリントを応用したビジネスリスク評価
◎大橋憲司（株式会社資生堂）

12:20-12:40
C3-09 総合討論

◆ D 会場 ＜廃棄物 (3)＞

11:20-11:40
D3-06

廃棄物マネジメントと統合した都市共生システムの低炭素評価及び費用便益分析
◎孫露（Department of Environment Systems， Graduate School of Frontier Sciences， The University of 
Tokyo， National Institute for Environmental Studies （NIES））， 田 崎 智 宏（Department of Environment 
Systems， Graduate School of Frontier Sciences， The University of Tokyo， National Institute for 
Environmental Studies （NIES）），藤井実（National Institute for Environmental Studies （NIES）），大西悟

（Tokyo University of Science）

11:40-12:00
D3-07
(P2-092)

東南アジアにおける家電製品の素材リサイクルによる TMR削減ポテンシャル評価
◎山末英嗣（立命館大学），安永玲華（京都大学），JordiCravioto（立命館大学）

12:00-12:20
D3-08

紙おむつのクローズドリサイクルの LCAと業界内カーボンオフセット方法論の考察
◎田口直（北九州市立大学），本田雄暉（北九州市立大学），松本亨（北九州市立大学），長武志（トータル
ケア・システム株式会社）

12:20-12:40
D3-09 総合討論

◆ E 会場 ＜ストック・フロー (2)＞

11:20-11:40
E3-06

人為的炭素滞留・循環構造の体系的検討
◎大野肇（東北大学），佐藤博一（東北大学），福島康裕（東北大学）

11:40-12:00
E3-07
(P2-065)

主要国における二次亜鉛資源の類型
◎ MaungKyaw Nyunt（Ritsumeikan University），LwinCherry Myo（Ritsumeikan University），橋本征二

（Ritsumeikan University）

12:00-12:20
E3-08
(P2-111)

提供サービスに基づいた物質ストック変遷の分析
◎河村洋佑（東京大学大学院），醍醐市朗（東京大学大学院），後藤芳一（東京大学大学院）

12:20-12:40
E3-09 総合討論
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２日目 （3月2日（木））15:40-17:40 （コアタイムA：15:40-16:40、コアタイムB：16:40-17:40）

P 会場

A P2-001
(C2-14)

植物資源利活用に向けた農工横断型プロセスモデリング
◎大内田弘太朗（東京大学），冨永華子（東京大学），牟田侑樹（東京大学），兼松祐一郎（東京大学），大
久保達也（東京大学），菊池康紀（東京大学）

B P2-002
(B2-06)

導入シナリオ分析のための植物工場モデリング
◎冨永華子（東京大学），兼松祐一郎（東京大学），大久保達也（東京大学），菊池康紀（東京大学）

A P2-003
(B2-09)

機能の分析による食品容器包装のライフサイクル設計
◎横川直毅（東京大学），杉山弘和（東京大学），平尾雅彦（東京大学）

B P2-004
(E1-25)

農産物の新たな複合的環境指標の提案
◎渡辺泰子（東京理科大学），堂脇清志（東京理科大学）

A P2-005
(E1-23)

リンの施肥による増収効果に着目したリン資源の環境効率評価
◎野木茜（立命館大学大学院），村上進亮（東京大学），粟生木千佳（立命館大学大学院， 地球環境戦略研
究機関），橋本征二（立命館大学）

B P2-006
(E1-24)

低炭素農法を目的としたカーボンフリーCO2 を用いた野菜の生産性向上及び LCA解析
◎井手啓介（東京理科大学），堂脇清志（東京理科大学），北畑信隆（東京理科大学）

A P2-007 農業系バイオマスの物質フローと循環利用率
◎谷畑佑典（立命館大学）

B P2-008 タイにおける食品残渣を原料としたバイオガスプラントのライフサイクルコスト分析
◎小井土賢二（福島大学），竹内一佐枝（名古屋大学），長谷川達也（名古屋大学）

A P2-009

温州ミカン栽培の環境影響評価
慣行法と周年マルチ点滴灌水同時施肥法の比較
◎志村もと子（農研機構西日本農業研究センター），高橋英博（農研機構西日本農業研究センター），渡邊
修一（農研機構西日本農業研究センター），松森堅治（農研機構西日本農業研究センター），笠原賢明（農
研機構西日本農業研究センター），清水裕太（農研機構西日本農業研究センター）

B P2-010
(C1-07)

外食産業を対象にした食品ロスと廃棄物の環境影響評価
◎小川俊治（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

A P2-011
(B2-07)

適切化技術によるトマトの食品損失削減シナリオに関する環境インパクト評価
◎吉沢慎（東京理科大学）

B P2-012 環境保全型農業による水稲栽培のインパクト評価
◎青芳樹（茨城大学），内田晋（茨城大学）

A P2-013 寿司チェーン店におけるサプライチェーンを通じた環境配慮
◎有見亜佐土（横浜国立大学），種田あずさ（横浜国立大学），松田裕之（横浜国立大学）

B P2-014 宇都宮市内の小・中学校を対象とした食育の取り組みの実態調査
◎菱沼竜男（宇都宮大学），大森玲子（宇都宮大学）

A P2-015 フードロス削減有効策におけるフードバンクの有用性の検証
◎塚原直樹（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-016
(B2-08)

新冷媒を用いた野菜のコールドチェーンにおける品質維持方法の提案
◎大野彰之（東京理科大学），堂脇清志（東京理科大学）

A P2-017

途上国における食生活変化に伴う温室効果ガス・フットプリント変化量の定量評価ーパラオ共和国を対象
としてー
◎清水喬文（名古屋大学），中村晋一郎（名古屋大学），飯田晶子（東京大学），中谷隼（東京大学），小野
雄也（東京大学），加藤博和（名古屋大学）

B P2-018 有機薄膜太陽電池による日本のトマト施設栽培からの LC-CO2 排出量の削減
◎レオン愛（京都大学），FarzanehHooman （京都大学），山末英嗣（立命館大学），石原慶一（京都大学）

A P2-019
(D3-03)

カイコによる検査薬を対象とした環境影響評価
◎立原航揮（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学），鈴木健夫（シスメックス株式会社），一口毅（シ
スメックス株式会社），宇佐美昭宏（シスメックス株式会社）

ポスターセッション プログラム
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B P2-020
(B3-06)

土地利用の変化と生物多様性の減少：森林植生による生物多様性の違いを考慮した影響評価
◎植屋純平（立命館大学），橋本征二（立命館大学）

A P2-021
(C1-25)

PRTR 対象物質に着目したケミカルフットプリントデータベースの開発
◎小藤直（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-022
(D2-07)

アパレル産業における消費者嗜好を考慮した環境影響評価
◎酒匂郁輔（東京理科大学）

A P2-023 家庭洗濯における超濃縮液体洗剤の環境負荷低減効果の評価
◎山口庸子（共立女子短期大学），中村弥生（共立女子短期大学）

B P2-024
(D1-03)

UV 印刷を対象とした環境影響評価
◎川島雄介（東京都市大学），内田弘美（東洋インキSCホールディングス），富川恵子（東洋インキSCホー
ルディングス），伊坪徳宏（東京都市大学）

A P2-025 印刷物のカーボンフットプリント
◎牛久深雪（工学院大学），稲葉敦（工学院大学）

B P2-026 旅行商品のタイプⅠラベル認証基準の作成
◎末吉普（工学院大学），稲葉敦（工学院大学）

A P2-027
(D2-08)

レガシーと持続可能性を考慮したイベント評価手法の開発と活用
◎池田雄貴（東京都市大学），越川延明（セレスポ），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-028 イベントにおける CO2 排出量の算定方法の検討
◎阿部由夏子（工学院大学），稲葉敦（工学院大学）

A P2-029 国際基準による内子町のグリーンツーリズムの評価 
◎西口光（芝浦工業大学），中口毅博（芝浦工業大学）

B P2-030
(C1-01)

消費者の環境配慮製品選択を促す情報表示の設計
◎石川奈那（東京大学），文多美（東京大学），平尾雅彦（東京大学）

A P2-031 消費と水銀排出量との関係
◎市川拓也（立命館大学）

B P2-032
(D2-04)

消費者の生活価値観と環境配慮行動の関係
◎木村大（千葉工業大学），柴田清（千葉工業大学）

A P2-033
(D2-01)

産業連関表と家計支出統計の接続表を用いたカーボンフットプリントの GHG 排出削減効果の推計
◎環野真紀（東京大学），浅野康仁（京都大学），井原智彦（東京大学）

B P2-034
(A2-07)

ライフサイクル思考と環境配慮行動の関係性を探る
ライフサイクル思考の測定尺度の開発
◎森健太朗（横浜国立大学），本藤祐樹（横浜国立大学）

A P2-035
(A2-06)

ライフサイクル思考の学びが環境配慮行動の意思決定過程に与える影響 -2-
◎田髙初奈（横浜国立大学），平山世志衣（特定非営利活動法人横浜LCA環境教育研究会），高岡由紀子（グ
リーン購入ネットワーク），津田祥子（日本LCA学会），水野建樹（特定非営利活動法人横浜LCA環境
教育研究会），松本安生（神奈川大学），松本真哉（横浜国立大学）

B P2-036
(A2-17)

ライフサイクル思考に基づく環境教育実施による体系的な思考力に対する影響
◎森正敬之（東京都市大学），北村祐介（elsa），伊坪徳宏（東京都市大学）

A P2-037
(D3-01)

HDD と SSD を対象とした環境影響評価
◎山崎有平（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-038
クラウドシステムの CO2 削減効果の研究
◎近藤優貴（工学院大学），稲葉敦（工学院大学），並河治（日立製作所），前川均（日立製作所），諸星勝
（日立製作所）

A P2-039 ICT の社会的価値の評価方法の開発
◎武田明日花（工学院大学），稲葉敦（工学院大学），並河治（日立製作所），前川均（日立製作所）

B P2-040
(D1-02)

電子書籍端末による読書習慣と満足度の変化を考慮した、読書における環境影響評価
◎天沢逸里（東京大学），井原智彦（東京大学），花木啓祐（東京大学）

A P2-041
(D1-01)

森林保全を考慮したピアノの環境影響評価
◎渡邊杜人（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-042
(E2-03)

パルプ紙とストーンペーパーの環境影響評価
◎阪西達矢（工学院大学），本下晶晴（国立研究開発法人産業技術総合研究所），田原聖隆（国立研究開発
法人産業技術総合研究所），稲葉敦（工学院大学）
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A P2-043
(A2-01)

労働に注目したソーシャル LCA用データベース開発
◎唐戸将大（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-044
(A2-02)

SLCAを用いた綿製衣料品の製造過程における労働問題のホットスポット分析
◎土屋潔浩（東京大学），井原智彦（東京大学）

A P2-045
(D2-14)

室内空気質汚染と一般大気汚染を対象としたライフサイクル健康影響評価手法の開発
◎枝廣あかり（東京都市大学），湯龍龍（農業環境技術研究所），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-046
(D2-17)

日常生活における低線量被曝を対象とした健康影響評価
◎寺本麻実（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

A P2-047
(D2-16)

地域性を考慮した飛行機騒音の健康影響評価
◎山本遼（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）B P2-048

(D2-15)

ジャカルタにおける睡眠困難の実態把握とエアコン導入効果の定量化
草間蓮（東京大学），◎井原智彦（東京大学）

A P2-049
(A3-01)

低圧バイオメタノール合成システムのインパクト評価
◎石山智之（東京理科大学），布浦鉄兵（東京大学），堂脇清志（東京理科大学）

B P2-050
(A3-06)

植物へのCO2 施用を考慮したPSAの LCA評価
◎永石平（東京理科大学），井手啓介（東京理科大学），亀山光男（ジャパンブルーエナジー），堂脇清志（東
京理科大学）

A P2-051 三重県南伊勢町のバイオマス利活用について
◎甲斐穂高（鈴鹿工業高等専門学校），中道隆広（長崎総合科学大学），石橋康弘（熊本県立大学）

B P2-052 水素利用システムのCO2 排出削減量の検討
◎樋口尚輝（工学院大学），稲葉敦（工学院大学）

A P2-053
(B1-03)

地域単位での地中熱ヒートポンプのライフサイクルCO2 削減効果
◎早乙女裕紀（横浜国立大学），本藤祐樹（横浜国立大学），森泉由恵（横浜国立大学）

B P2-054
(B1-08)

LCA分析を考慮した家庭用SOFC-CGSにおける環境的統合化指標の提案
◎佐藤聖史（東京理科大学）

A P2-055
(B1-07)

2 段 PSAと酸化金属を用いた複数段でのバイオ水素の低温脱硫システムの環境評価
◎黒田祥平（東京理科大学），堂脇清志（東京理科大学）

B P2-056 色素増感太陽電池の導入ポテンシャルおよび環境・経済性評価
◎関谷知治（立命館大学），吉川直樹（立命館大学），天野耕二（立命館大学）

A P2-057

産業連関表を用いた技術導入の社会経済性分析
―種子島を例に―
◎兵法彩（東京大学），尾下優子（神戸大学），大野肇（東北大学），中井美和（東京大学），福島康裕（東
北大学），菊池康紀（東京大学）

B P2-058
(C1-17)

藻類バイオマスを用いた航空機の環境影響評価
◎根本知亜記（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

A P2-059
(A3-02)

バイオガソリン製造用触媒の設計への LCAの適用
◎奥山泰世（昭和シェル石油），小池充（昭和シェル石油），田村正純（東北大学大学院），中川善直（東
北大学大学院），今井章雄（昭和シェル石油），冨重圭一（東北大学大学院），福島康裕（東北大学大学院）

B P2-060
(E3-03)

部品の段階まで考慮したプラスチックのマテリアルフローの分析と寿命関数の推定
◎丸山多聞（東京大学），中谷隼（東京大学），森口祐一（東京大学）

A P2-061 触媒開発・設計に向けたライフサイクルアセスメント
◎川音侑輝（東北大学），福島康裕（東北大学），大野肇（東北大学）

B P2-062
(C1-24)

産業連関分析を用いた日本におけるマテリアルフットプリントの評価基盤の構築と活用
◎永野健太（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

A P2-063 産業連関マテリアルフロー解析を用いた製品由来炭素固定量の時系列定量分析
◎佐藤博一（東北大学），大野肇（東北大学），福島康裕（東北大学）

B P2-064
(A1-25)

関与物質総量を用いた日本の鋼材生産に関わる採掘活動量の定量化
◎小栁津顕（立命館大学），CraviotoJordi（立命館大学），中島謙一（国立環境研究所），松八重一代（東
北大学），村上進亮（東京大学），山末英嗣（立命館大学）

A P2-065
(E3-07)

主要国における二次亜鉛資源の類型
◎ MaungKyaw Nyunt（Ritsumeikan University），LwinCherry Myo（Ritsumeikan University），橋本征二

（Ritsumeikan University）
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B P2-066
(A1-03)

インジウムの需給バランスから見た太陽光パネルリサイクルの意義
◎高柳達（立命館大学），中島謙一（国立環境研究所），村上進亮（東京大学），橋本征二（立命館大学）

A P2-067
(A1-17)

包括的なリスク要因抽出に基づいた銅のサプライチェーンリスク解析
◎山﨑裕貴（東北大学），松八重一代（東北大学），中島謙一（国立環境研究所），村上進亮（東京大学），
長坂徹也（東北大学）

B P2-068
非金属鉱物を対象とした日本の環境効率の評価
◎田中大介（立命館大学），DENTESebastien M. R.（立命館大学），粟生木千佳（立命館大学大学院， 地
球環境戦略研究機関），橋本征二（立命館大学）

A P2-069 日本における白金族金属類二次埋蔵量評価
◎福谷大樹（立命館大学），橋本征二（立命館大学）

B P2-070 低炭素発電技術に使用される金属のクリティカリティ評価
◎宮本渉（立命館大学），橋本征二（立命館大学）

A P2-071
(A1-24)

動的MFAを用いた鉄鋼循環に伴うNi およびCr の散逸削減可能性の推算
◎武山健太郎（東北大学），大野肇（東北大学），松八重一代（東北大学），中島謙一（国立環境研究所），
近藤康之（早稲田大学），長坂徹也（東北大学）

B P2-072
(A1-22)

日本における鉄鋼材中の不純物元素濃度の決定要因の解明
◎太田暁（東京大学大学院），醍醐市朗（東京大学大学院），後藤芳一（東京大学大学院）

A P2-073
(A1-23)

日本とオランダにおける鉄スクラップへの不純物元素混入源の比較
◎纐纈将太（東京大学），醍醐市朗（東京大学大学院），後藤芳一（東京大学大学院）

B P2-074
(A1-16)

責任あるニッケル資源利用に向けたサプライチェーンリスク要因解析
◎佐々木翔（東北大学），松八重一代（東北大学），中島謙一（国立環境研究所），村上進亮（東京大学），
長坂徹也（東北大学）

A P2-075 社会における物質の滞留時間を考慮した蓄積物質使用効率指標の提案
◎八柳有紗（立命館大学），谷川寛樹（名古屋大学），橋本征二（名古屋大学）

B P2-076
(A1-04)

半導体産業に着目した窒素のマテリアルフロー分析
◎片桐究（東北大学），松八重一代（東北大学），竹田修（東北大学），朱鴻民（東北大学），長坂徹也（東
北大学）

A P2-077
(B2-02)

金属材料の耐腐食性機能の定量評価手法の構築
◎吾妻優美（東京大学），醍醐市朗（東京大学），後藤芳一（東京大学）

B P2-078 発表キャンセル

A P2-079
(A2-03)

OECD加盟国内における都市品質と住民の生活満足度の関係
◎藤田省一郎（慶應義塾大学），伊香賀俊治（慶應義塾大学），村上周三（建築環境・省エネルギー機構），
川久保俊（法政大学），山崎潤也（慶應義塾大学），鈴木健太郎（慶應義塾大学）

B P2-080

地区別の人口動向を考慮した新築および既存住宅数と自治体による二酸化炭素排出量割合の違いの将来推
計
◎堀星至（東京大学大学院），石河正寛（国立環境研究所），松橋啓介（国立環境研究所），田崎智宏（国
立環境研究所）

A P2-081
(B3-01)

2050 年に向けた日本の産業のシナリオ検討
◎玄地裕（産業技術総合研究所），稲葉敦（工学院大学）

B P2-082
(A2-04)

持続可能な開発目標の理念に基づく新興国を対象とした都市品質格差の時系列評価
◎邉見隼人（慶應義塾大学），伊香賀俊治（慶應義塾大学），村上周三（建築環境・省エネルギー機構），
川久保俊（法政大学），山崎潤也（慶應義塾大学），藤田省一郎（慶應義塾大学）

A P2-083
(E3-04)

水銀排出による世界各国の健康影響評価
◎佐藤祐也（東京都市大学），小野雄也（東京大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-084
超高齢社会の進展が自治体のごみ処理システムにおよぼす環境的影響の評価
神戸市でのケーススタディ
◎小田実紀（神戸大学），蔡佩宜（神戸大学），田畑智博（神戸大学），片桐恵子（神戸大学）

A P2-085
(E1-04)

高断熱住宅の普及に影響する地域特性を考慮した自治体の評価手法の提案
◎石戸拓朗（慶應義塾大学），伊香賀俊治（慶應義塾大学），川久保俊（法政大学），鈴木健太郎（慶應義
塾大学），山崎潤也（慶應義塾大学），大束開智（慶應義塾大学）

…………………………………… 　6

……………………………… 　68

………………………………………………………… 　400

……………………………………………………………… 　402

…………………………………………… 　404

………………………… 　116

…………………………………………… 　112

……………………………… 　114

……………………………… 　66

……………………………… 　406

……………………………………………………… 　8

………………………………………………………… 　164

………………………………………… 　158

………………………………………………………………………………………………………………… 　408

……………………………………………………………… 　290

……………… 　160

………………………………………………………………… 　318

……………………… 　410

………………………… 　40



(28)

Journal of Life Cycle Assessment, Japan

(24) Vol.13  No.1  January 2017

B P2-086 低炭素型家庭ごみ処理システムの研究
◎出口明日香（工学院大学），稲葉敦（工学院大学），田中浩二（e.s.feed 株式会社）

A P2-087
都市規模やインフラ条件に応じて適用可能なエネルギー回収型廃棄物処理システムの評価フレームの構築
◎田代颯馬（和歌山大学），松田雄太郎（和歌山大学），中尾彰文（和歌山大学），山本祐吾（和歌山大学），
吉田登（和歌山大学），靏巻峰夫（和歌山工業高等専門学校）

B P2-088
(E2-08)

マイクログリッドによる CO2 削減効果から見た街区構成と生活スケジュールの評価
◎佐藤惇（東京大学大学院），栗栖聖（東京大学大学院），花木啓祐（東京大学大学院）

A P2-089
Scenarios of phosphorus flow from agriculture and domestic wastewater in Myanmar
◎ LwinCherry Myo（Ritsumeikan University），村上真理（Ritsumeikan University），MaungKyaw Nyunt 

（Ritsumeikan University），橋本征二（Ritsumeikan University）

B P2-090 南海トラフ巨大地震における災害廃棄物仮置場の検討
◎水谷一平（立命館大学），立尾浩一（日本環境衛生センター），橋本征二（立命館大学）

A P2-091
(D1-18)

人口減少社会における一般廃棄物処理施設のマネジメント
◎渡辺梓（立命館大学），橋本征二（立命館大学）

B P2-092
(D3-07)

東南アジアにおける家電製品の素材リサイクルによる TMR 削減ポテンシャル評価
◎山末英嗣（立命館大学），安永玲華（京都大学），JordiCravioto（立命館大学）

A P2-093
(D1-24)

災害廃棄物処理システムの環境的、経済的評価方法の開発
◎若林陽平（神戸大学）

B P2-094
(D1-19)

中国広東省における建築廃棄物の持続可能な管理に着目した廃棄物産業連関表の構築
◎董岩（東北大学），松八重一代（東北大学）

A P2-095
(D1-16)

Development of municipal solid waste collection system in Jalalabad city， Afghanistan
◎ BawarMohammad Jamal（立命館大学），橋本征二（立命館大学）

B P2-096
(E1-20)

全日本学生フォーミュラ大会参加車両の環境影響評価
◎越田悠揮（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

A P2-097
(E1-18)

電気自動車用リチウムイオン電池のリユース及びリサイクルにおける技術選択支援
◎阿部将宜（東京大学），杉山弘和（東京大学），平尾雅彦（東京大学）

B P2-098
(A1-06)

資源消費と大気汚染を考慮した鉄道車両の環境フットプリント
◎岩倉湧也（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

A P2-099
(E1-17)

自動車の技術変化と素材に着目した資源需要分析
◎松井健裕（東北大学），松八重一代（東北大学），山末英嗣（立命館大学），長坂徹也（東北大学）

B P2-100
トラックの車両重量別の LCA 研究
大井康寛（関東学院大学），冨岡佳祐（関東学院大学），◎佐野慶一郎（関東学院大学），八木田浩史（日
本工業大学），小杉信明（いすゞ自動車）

A P2-101
(E2-15)

国際貿易を考慮した食料消費に関わる淡水資源需給バランスの将来シナリオ評価
◎山口陽平（立命館大学），田村賢人（立命館大学），吉川直樹（立命館大学），橋本征二（立命館大学），
天野耕二（立命館大学）

B P2-102
(D2-03)

家計消費とプラネタリー・バウンダリー：淡水利用について
◎佐々木貴央（立命館大学），本下晶晴（産業技術総合研究所），南斉規介（国立環境研究所），橋本征二（立
命館大学）

A P2-103
(B1-22)

気候変動の適応策を思考した節水トイレの環境影響評価
◎岡崎真優子（東京都市大学），佐々木秀樹（パナソニック株式会社），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-104
(B1-23)

逆浸透法を用いた海水淡水化施設の環境影響評価
◎黒川賢治（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学），小関康雄（東京都市大学），大熊那夫紀（一般
財団法人造水促進センター），杉本和明（一般財団法人造水促進センター）

A P2-105
(C2-08)

環境・社会側面を対象とした日本版ホットスポット分析手法の開発と活用
◎一杉佑貴（東京都市大学），村主さとみ（東京都市大学），鈴木春生（東京都市大学），藤井千陽（国立
研究開発法人 産業技術総合研究所），田原聖隆（国立研究開発法人 産業技術総合研究所），近藤康之（早
稲田大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-106 地方自治体の森林管理方法の評価
◎鶴田将貴（工学院大学），稲葉敦（工学院大学）
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A P2-107
(A1-18)

生産資源の安定的供給に向けたクリティカリティ評価手法の構築
◎中駄将人（東京大学），醍醐市朗（東京大学），後藤芳一（東京大学），畑山博樹（国立研究開発法人 産
業技術総合研究所）

B P2-108

海外インベントリデータの簡易推計手法の構築
IDEA への反映
◎小林謙介（県立広島大学），中野裕貴（県立広島大学），中井健士郎（県立広島大学），藤井千陽（産業
技術総合研究所），横田真輝（産業技術総合研究所），田原聖隆（産業技術総合研究所）

A P2-109
(E2-02)

樹種別を考慮した木材のインベントリデータベースの開発
◎土屋成（東京都市大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

B P2-110

広島県内市町村における森林資源の利用状況と将来資源量の検討
県北部自治体におけるケーススタディー
◎若林國久（県立広島大学），坂神槙一（県立広島大学），山本綾香（県立広島大学），小林謙介（県立広
島大学）

A P2-111
(E3-08)

提供サービスに基づいた物質ストック変遷の分析
◎河村洋佑（東京大学大学院），醍醐市朗（東京大学大学院），後藤芳一（東京大学大学院）

B P2-112
将来の木材需要を考慮した森林資源量の試算
◎山本綾香（県立広島大学），坂神槙一（県立広島大学），若林國久（県立広島大学），小林謙介（県立広
島大学）

A P2-113
インベントリ分析における評価精度向上に関する検討
IDEA Ver.2 を用いた住宅における多様な環境負荷物質の誤差分析試算
◎恒川智美（県立広島大学），小林謙介（県立広島大学），田原聖隆（産業技術総合研究所）

B P2-114 近年の木材パルプ平均使用回数の推計
◎肖瀚（立命館大学），橋本征二（立命館大学）

A P2-115 京都産材を用いた木製治山ダムによる環境保全・地域活性化の効果検証
◎長井翔太朗（立命館大学），橋本征二（立命館大学）

B P2-116
(C3-01)

産業連関分析を活用した組織の環境フットプリント評価手法の開発
◎村主さとみ（東京都市大学），一杉佑貴（東京都市大学），田原聖隆（国立研究開発法人 産業技術総合
研究所），近藤康之（早稲田大学），伊坪徳宏（東京都市大学）

A P2-117
工学院大学生協の Scope3
◎松本奈々（工学院大学），高野須悠人（工学院大学， e.s.feed 株式会社），稲葉敦（工学院大学），田中浩
二（e.s.feed 株式会社）

B P2-118
Scope3 から組織の LCA への展開ツールの開発
◎山田要（工学院大学），稲葉敦（工学院大学），本下晶晴（国立研究開発法人産業技術総合研究所），田
原聖隆（国立研究開発法人産業技術総合研究所）

A P2-119
工学院大学の SCOPE3
◎高野須悠人（工学院大学），松本奈々（工学院大学），田中浩二（e.s.feed 株式会社），稲葉敦（工学院大
学）

AB P2-SCN
日本 LCA 学会学生交流ネットワーク 2016 年度活動報告
◎江口昌伍（九州大学），横井崚佑（東京大学），田髙初奈（横浜国立大学），伊藤亮太（横浜国立大学），
一杉佑貴（東京都市大学），高柳達（立命館大学）
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プラチナ社会から見たライフサイクル思考への提言

Proposal for lifecycle thinking from the perspective of a Platinum Society
○小宮山 宏*1)

Hiroshi Komiyama
1) 三菱総合研究所

* komiyama@mri.co.jp

1. 人類史の転換期

現在、私達人類は転換期を生きている。産業革命の

飽和、人工物の飽和、長寿化の三点の指標により転換

期の状況を示した上で、新たな将来ビジョンとしての

プラチナ社会について述べる。

1.1 産業革命の飽和

世界の一人当たりGDP、CO2濃度の変化を図1に示す。

約 200年前の産業革命がこの状況を一変させ、生産性

を飛躍的に増大させた。産業革命が普及した国は先進

国になり CO2を大量に排出し、一人当たり GDPが増加

した。有限の地球の中で産業革命とそれに伴う豊かさ

が飽和しつつあることが、現在を歴史的転換期と位置

づける第一の背景である。

1.2 人工物の飽和

一人当たりの自動車台数を図 2に示す。日本は 0.45

～0.48台であるが、他の先進国もほぼ同じ値の約 0.5

台であることに気づく。すなわち、先進国は 2 人に 1

台の自動車を持った時点で保有台数が飽和している。

現在、日本には 6,000万台の自動車がある。これが定

常状態であるから、廃車台数だけ新車が売れる。自動

車は約 12 年で廃車になることから、6,000 万台を 12

で割った値の 500万台が新車の需要となるはずであり、

現在、日本の平均的な内需はこの値で推移している。

途上国も飽和に向かっている。中国に 10年遅れてイン

ドが飽和し、アフリカ諸国もそれに続くであろう。こ

の人工物の飽和が、歴史的転換期の第二の背景である。

1.3 長寿化

前掲の図 1に人類の長寿化の様子も示した。20世紀

初頭からの 1世紀あまりの間に、世界の平均寿命が 31

歳から 70歳にまで延びたことが分かる。食料確保に不

安を持たず、長寿が常識化した時代を人類が史上初め

て経験していることが、転換期である第三の背景であ

る。

1.4 21 世紀のビジョン「プラチナ社会」

社会が食や自動車に代表される物質的豊かさを求め

る時代には、豊かさに直結する GDPは社会の目標とし

て適切であった。しかし、先進国ではすでに GDPで多

くの人の充足感を得ることはできない。人類史的転換

期における先進国では、クオリティー・オブ・ライフ

（QOL）の向上を社会目標とすべきだと考える。量的な

豊かさをほぼ達成した先進国に加えて、あと数年で量

的豊かさを獲得するだろう中国などの途上国が求める

ものも、やはりクオリティである。GDP を直接目標と

せず、QOLを求めることが新しいビジネスを生み出し、

結果的に GDPも増大させる。このためには、ビジョン

が必要である。

量的に豊かで、高い QOLを享受できる社会、そうし

た来るべき社会をプラチナ社会と定義する。ただ長生

きするのではなく、自立した長生き、健康な長生き、

社会に参加できる長生きという、広い意味でいう誇り

ある人生を個人が送ることが可能な社会が求められて

いる。誇りを持って輝くという意味で、そのような社

会をプラチナ社会と呼ぶ。

プラチナ社会の必要条件を図 3に示す。エコロジー、

資源の心配がないこと、だれでも参加できること、雇

用があること、自由な選択などが挙げられる。

2. プラチナ社会とラフサイクル思考

プラチナ社会において新たな需要を生み出す分野、

つまり創造型需要として、省エネルギー、再生可能エ

ネルギー、都市鉱山が挙げられる。ここでは都市鉱山

を取り上げ、ライフサイクル思考との関係を延べる。

2.1 都市鉱山

日本には地下資源が少ない。しかし、リサイクルに

よって金属資源の自給が可能だと考えられる（図 4参

照）。

2015 年、世界全体の鉄鋼生産量は 16 億トンであっ

た。鉄鉱石を還元して高炉で作った量は 12億トン、ス

クラップから作った量は 4億トン、つまりリサイクル

鉄はすでに鉄鋼生産量の四分の一に達している。スク

ラップからの鉄鋼生産のエネルギー消費は、鉄鉱石か

らの生産と比べ、理論的には 27分の 1、実際の生産で

も 3分の１にすぎない。アルミは理論値８３分の１、
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実際の生産で３０分の１である。スクラップは鉱石よ

りエネルギー的に優れた資源なのである。

人工物の飽和とは、廃棄量と新たに必要な製造量が

等しいこと、すなわち都市鉱山に必要十分な蓄積があ

ることを意味する。必要十分量があること、省エネル

ギーになること、この二点が金属リサイクルの合理性

の根拠である。

1.2 で人工物の飽和という概念を述べたが、自動車

の数もビルの数も飽和しているので、新しいものを作

るときは同じ量を壊すことになる。自動車であれば

500 万台壊して 500万台を作る。ただし、この 500万

台は回収されており、捨ててはいない。自動車会社に

よれば、鉄の回収に加えて、磁石は小さいものまで全

て回収している。自動車 500万台を壊して 500万台を

新しく造ることは、都市鉱山に必要十分な資源がある

ことを意味する。これが、人工物が飽和した先進国の

特徴である。すなわち、鉱物資源は新たに買う必要は

なくなるのである。

2.2 ライフサイクル思考への提言

2.1 に示したように、プラチナ社会において資源の

自給を考える場合は、ライフサイクル思考を前提とし

て考えている。一方、LCA の場合、部分最適化の観点

から個別の製品やシステムの分析は行われているもの

の、日本全体を俯瞰した持続可能性への取組みは十分

ではないと見受けられる。

今後は、日本全体を俯瞰した LCAを実現していくこ

とで、戦略的観点からみた日本全体の持続性社会の構

築に LCAを活かすべきである。

日本は、少なくとも 70％の自給率を目指し、優れた

技術力によって世界を牽引すべきなのである。この実

現に向けて、LCAの取組みを進めていただきたい。

図 1 人類の発展

図 2 四輪自動車保有台数

図 3 プラチナ社会の必要条件

図 4 都市鉱山は必要十分
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Integrated Indicator Analysis of Environmental Impacts and Cost of Wind Energy in 
Isthmus of Tehuantepec, Mexico through LCA
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                                    * niimak22@gmail.com
1. Introduction

Isthmus of Tehuantepec is located in Southern 
Mexico in the State of Oaxaca. The region`s wind 
resource is expected to be enough to supply the entire 
electricity demand of Mexico. A national project 
“Mareña Renovable” started in 2004 got stopped by 
the resistance from local community due to the 
environmental concerns. Mexican government pledged 
to reduce 22% of its greenhouse gas emission by 2030.
Therefore, developing suggestions for how to deal 
with environmental problems for wind energy projects 
in Isthmus of Tehuantepec is in urgent need. These 
recommendations may be useful to assist future 
projects of wind energy in other regions with similar 
environmental contexts as well as contribute to meet 
the Paris agreement.
 
2. Research Objective
   The first objective of this research is to 
quantitatively assess which type of wind power is most 
suited within Isthmus of Tehuantepec through 
integrated (energy-environment-economy) assessment 
under the same condition. Then we identify how each 
and every engineering material contributes to overall 
life cycle impact of wind turbine and offer 
environmentally-friendly alternatives for the materials
used in the turbine.
 
3. Methods and Assumptions 

50MW onshore/offshore Horizontal Axis Wind 
Turbine (HAWT) and 50MW Vertical Axis Wind
Turbine (VAWT) are chosen for the integrated 
assessment. Offshore wind power is presumed to be 
installed 30 m deep sea water located around 30 km 
from the shore. In terms of environmental aspect, life 
cycle assessment (LCA) using SimaPro 8 software is 
implemented to provide embodied energy and CO2 as 
well as environmental impact factors of EcoIndicator 
99 methodology. The boundary of environmental 

assessment covers extraction/manufacturing of raw 
material, construction and operation/maintenance. Life 
time of the three wind powers is assumed to be 20
years. Economic simulations are run with system 
Advisor Model program funded by the United States 
Department of Energy to provide data related with the 
cost and energy production of the wind power. 
Merging the data of two simulations allows to 
calculate energy payback time and CO2 emitted per 
kWh. Finally, single score is obtained by transforming 
several indicators to monetary unit in order to evaluate 
overall performance between the three wind powers. 
 
4. Results
4.1 Integrated Assessment 

The result of environmental, economic and 
energy assessment are illustrated within supporting 
information (Figures S1-S4 and Tables S1-S2). 

With an assumption that feed in tariff in Mexico 
is 20 euro/kWh and decommissioning cost of wind 
power is 5% of total installation cost1), following 
equation is used to determine the single score 
expressed as monetary unit for integrated assessment:

 (1)
Here, environmental impact was converted to external 
cost and uncertainty in external cost for Eco-Indicator 
99 ranged from 2.83 to 6.71 euro/point2).

Figure 1 indicates that VAWT onshore is less 
profitable compared to the two HAWTs. Overlap in 
scores between HAWT onshore and offshore is due to 
the large uncertainty in external cost. Overall, HAWT 
is more profitable than VAWT within Isthmus of 
Tehuantepec.

 Single score(M$/year)
(Life time retribution)-(External cost+Decommisionig cost)

Life time
�
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�

Figure 1: Results of integrated assessment 
expressed as single score of monetary unit

4.5 Proposal of New Materials 
This phase suggests new materials and process 

routes that will eventually diminish life cycle impact 
values (Eco-Indicator 99 single score) with assuring
the structural needs and functional requirements.
Reducing the environmental burden benefits the local 
community and allows more smooth installation of the 
wind farm within Isthmus of Tehuantepec. For the 
government, it contributes to accomplish their goal of 
having 35% of country’s power from renewable 
energy source by 2024. For the investors, reductions of 
environmental impact calculated by Eco-Indicator 99 
mean increase in monetary unit single score (Eq. (1))
and further attract the investment towards wind farm.

Extraction and manufacturing stage contributes 
approximately all of energy flow (see Figure S5
illustrating 99.2% contribution of this stage in total 
impact of 50MW HAWT offshore from SimaPro 8 
software). The main contributors of the stage are
extraction and manufacturing of foundation, nacelle,
tower, ancillary and rotor. Therefore, it is essential to 
look at the individual materials within above 5 parts to 
determine which material causes most environmental 
burden.

Rashedi et al. conducted life cycle impact
assessment of foundation, nacelle, tower ancillary and 
rotor. They showed copper exposes most adverse 
effect on the environment with distinct difference 
amongst all the materials. In order to reduce total wind 
farm impact, it is significant to replace copper material 
with other alternative materials. HAWT onshore and 
offshore farms use copper in cable, and winding 
material of generator and transformer3). Substitute of 
copper should satisfy the requirements of high 
electrical conductivity and low price which copper has.
Better substitute can be explored from database of
Cambridge Engineering Selector (CES) as shown in 

Figure 2. Based on CES, two requirements above are 
suggested as:

  ���� � 3 � 10�� �m                    (2) 

  C� � 5 � USD kg�                        (3) 

���� indicates electrical resistivity and Cm represents
material cost per kg. Based on eqs. (2) and (3),
"aluminum commercial purity, 1-0, wrought" appears 
as a substitute material. Its electrical resistivity is 
2.7�10-8 ��m and price is 1.65 USD/kg. Density is one 
third of copper alloys. Mass, cost and LCA impact can 
be evaluated by using the data of aluminum alloy but 
more in depth assessment is necessary since there are 
other materials that may need to be replaced.

Figure 2: Material selection chart in terms of 
electrical resistivity versus unit price3)

References:
1) NEDO 2

<http://www.nedo.go.jp/content/100544818.pdf>, 
2016-7-15

2) Teixeira, R, & Section, E.: Developing a 
Methodology to Integrate Private and External 
Costs and Application to Beef Production 
Method/Approach, Conf. on LCA in the Agri-
Food Sector, Zurich 1990210. (2008).

3) Rashedi, A., Sridhar, I. & Tseng, K.J.: Renew. 
Susutain. Energy Rev. 21, (2013), pp.89-101
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1) Environmental Assessment

Figure S1: Eco-Indicator 99 points of 3 wind farms     Figure S2: Embodied CO2 of 3 wind farms

Figure S3: Embodied Energy of 3 wind farms

2) Economic Assessment

Figure S4: Total installation cost and size of debt of 3 wind farms

Table S1: Levelized cost of electricity of 3 wind farms

Type of Wind Farm Levelized Cost of Electricity 
($/kWh)

50MW HAWT (onshore) 0.067

50MW HAWT (offshore) 0.18

50MW VAWT (onshore) 0.13
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Type of Wind Farm Levelized Cost of Electricity 
($/kWh)
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3) Energy Assessment 

Table S2: Results of energy assessment

4) Network Representation of Overview of Life Cycle of Wind Power

Figure S5: Flow representation of life cycle of 50MW HAWT offshore using single score of Eco-Indicator 99. 

Operation and maintenance stage is cut off due to negligible contribution.

Extraction and
manufatcuring
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C1-04

Effect of Pro-environmental Intention and Consciousness Regarding Diet on Consumers' 
Evaluation of Life Cycle Environmental Information 
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Environmental impact assessment of piano considering forest conservation 
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Environmental impact assessment for UV printing 
 

*1) 2) 2) 1)  
Yusuke Kawashima, Hiromi Uchida, Keiko Tomikawa, Norihiro Itubo

1)  2) SC  
* 1362039@tcu.ac.jp 

 
1.  

 
 
2.  

 
 

 
 

3.  

 

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 31 －

Environmental impact assessment for UV printing 
 

*1) 2) 2) 1)  
Yusuke Kawashima, Hiromi Uchida, Keiko Tomikawa, Norihiro Itubo

1)  2) SC  
* 1362039@tcu.ac.jp 

 
1.  

 
 
2.  

 
 

 
 

3.  

 

 

4.  

 
5.  

( )

 
 

 

  

 

  

 
 

 
VOC VOC

 
 
6.  

LC-CO
WF

2-
VOC VOC

VOC  
 
7.  
1) “UV ’’   
http://www.toyoink.jp/ja/products/uvcure/index.html 
2) “LED-UV ’’  
http://www.jfpi.or.jp/JBFA/seminar/0901_16_01/Panas
onic.pdf



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 32 －

D1-04

 
Life cycle assessment investigation of  Tokyo somekomon necktie. 

Kensuke TAMURA, Shigekuni SASAKI, Masaru TOMURA and Yasuo KITAHARA 
1) ,2)  

*kensuke.tamura@ntt-at.co.jp 
 

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 33 －

 
Life cycle assessment investigation of  Tokyo somekomon necktie. 

Kensuke TAMURA, Shigekuni SASAKI, Masaru TOMURA and Yasuo KITAHARA 
1) ,2)  

*kensuke.tamura@ntt-at.co.jp 
 

 

 
 

 

 

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 34 －

E1-01

��� �
��������������������������������������������������

�


�� �� �� �� 
��
	�������	����������	�������������������������������������������������������

��� �� � 
�� �

��������������������� �� ­��

�

���



���

���

���

 �

���


���

��� �� � ��� �� ����

����
���


�� �

�

�



�
�

���

��


�

��

���

���

���

���

���

���

������������
 ��


��
���
���
���
���
���
���
���
���

������������
 ��


�

�

�

�

�

��

��

��

���� ���� ���� ���� ���� ���� ����

������������
 ��




第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 35 －

�

� � ���
���� �����
���

���
�� �

����
� �

�
�����

�

���

��� ���

�

���� ���
����

�
����

�

����
��� ����

��� ����

����� ����
�

���� ��

����

��
���

�

���

���
�

� �� �� �� �� ���

����� �






第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 36 －

E1-02

2011 ������������������
��
	��	����
�������������������
��
	�

Development of emissions and energy consumption intensity database 
for building designer using Input/Output Table in 2011 
CO2 emissions and unit energy consumption intensities 
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A1-07
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B1-07, P2-055

2 PSA  
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*gr0258xr@ed.ritsumei.ac.jp 

  

1. INTRODUCTION 
Jalalabad city, the capital of Nangarhar province, 

Afghanistan, is the second largest city in the eastern part of the 
country, with more than 500,000 residents [1]. Since 2001, the 
city has accommodated a continuous stream of migrants from 
neighboring Pakistan. This migration led to increase the 
generation of municipal solid wastes in the city, which has 
become the city’s worst problem. The absence of a proper 
municipal solid waste management (MSWM) has brought 
about human health threats, surface and underground water 
contamination, air and soil pollution, and other difficulties. 
Moreover, the city aesthetics have been adversely affected 
because waste is apparently dumped everywhere. The 
municipality, which is responsible for MSWM, seems to have 
failed in tackling the problem because of technical, financial, 
and resource constraints. The root cause of the problems is 
improper waste storage and collection. Therefore, it is crucially 
important to model a proper solid waste storage and collection 
system that can be expected to benefit the people’s social, 
environmental, and economic circumstances. Principally, this 
research is aimed at developing a suitable storage and collection 
system for Jalalabad city, Afghanistan. 
2. METHODOLOGY 
2.1 Evaluation of the Current System 

The questionnaire survey was administered in September, 
2016 to 25 residences in each of the city’s 6 districts (150 
households in total). Target respondents were mainly women 
because they are responsible for managing residential wastes. 
The questionnaire was designed to acquire information related 
to waste management practices of households, perceptions and 
satisfaction levels of the city’s MSWM system, and people’s 
difficulties and needs. 

The interviews with the government officials and Wakeel 
Guzar (a community representative and intermediary between 
local people and government) were conducted in September, 
2016. The officer in charge of sanitation in the municipality 
were asked regarding city’s current MSWM cycle, service 
coverage, inventory of collection bins and vehicles, current 
landfill location and capacity, operation and maintenance cost, 
and their problems and recent achievements. Likewise, 
information such as city’s population and land availability for 
landfill disposal was retrieved from Ministry of Urban 
Development Affairs (MUDA). Wakeel Guzar provided 

unbiased information and opinions regarding the MSWM 
problems in the community, the fault of residents, and 
mismanagement of the government. By and large, the Wakeel 
Guzar’s information verified the information provided by the 
people and the government.  

Residential waste composition analysis was also conducted 
in September, 2016. From 60 households from all the districts of 
the city, a total of 210 kg of waste was collected. Plastic waste 
bags were distributed to these households, which used them to 
collect one day’s waste (24 hr). After the waste was mixed and 
compacted thoroughly, a 9 kg sample was taken from the total 
waste. The sample was then separated into six categories: 
organic, plastic, paper, metal, glass, and other. Waste of each 
category was then weighed. 
2.2 Planning and Evaluation of a New Collection System 

Based on the evaluation above, suitable storage and 
collection was proposed. For storage, the size of each container 
was calculated based on the people’s attitudes, government 
capabilities, climatic conditions, locations, and collection 
frequency. Then, the total number of communal containers 
required by the city and each district was estimated. District 4, 
the most densely populated area, was selected as a sample area 
for detailed analysis. Road network data were digitized in GIS. 
Then roads were categorized as major, minor, or other. The 
communal containers were then placed properly at road 
intersections. Then, assisted by GIS optimal routing model, the 
minimum cost/ distance efficient collection paths were found for 
transporting waste to the landfill site. Vehicle types were 
selected based on the types of proposed containers. 
3. RESULTS AND DISCUSSION 
3.1 Evaluation of the Current System 
(1) Questionnaire Survey Results 

Regarding collection, people recognized that the 
municipality did not have a specific schedule to collect waste 
from the collection points. Figure 1 presents the perceived 
frequency of solid waste collection from the collection points. 
Waste at 32% of collection points is collected once a week, 
followed by frequency of less than once a week at 22%. 
However, less than 1% of the waste is collected on a daily basis. 
Overall, city waste collection practices could be called very 
poor. 

Figure 2 presents people’s satisfaction levels of MSWM 
service of the city. People in the lower income category are 
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poorly served, which explains their high dissatisfaction. People 
reporting higher incomes are somewhat satisfied because of 
their residential location at the city center, where the MSWM 
service is good. Overall, most people are unsatisfied with the 
service. Furthermore, although the government claims to have 
provided community waste containers to people, the survey 
revealed that 29% of the people did not have, leaving them no 
alternative but to dump waste openly in streets. 
(2) Interview Results 
   As per municipality, the current MSWM cycle involves 
storage, collection and disposal, which is being managed by a 
total of 321 labors using a total of 26 cleaning vehicles, 2 loaders, 
2 water tanker and 1 ambulance. The waste is stored in 
communal containers and a total of 100 of these are distributed 
in the city. There is no sanitary landfill, instead, the waste is 
dumped in an agricultural land, resulting in the pollution of the 
river water. Operation and maintenance cost are 66.5 million 
Afghanis/year. According to MUDA, the city has a total 
population of 540,000 which have been disseminated in 6 urban 
districts. Due to land availability limitations and less attention to 
MSWM service, the government has failed to provide 
permanent land for dumping. The Wakeel Guzars confessed 
that the communal containers are of poor material, insufficient 
capacity, and less in numbers. The vehicles used for collection 
are mostly old and are less in numbers. They claimed that the 
municipality does not have a 100% service coverage.  
(3) Waste Composition Analysis Results 

Figure 3 shows that organic waste had the highest share of 
62% in the total waste sample, followed by plastics and paper. 
This composition agrees with those found for cities in other 
economically low-income countries worldwide [2]. A waste 
generation rate was estimated about 0.37 kg/capita/day, which 
produces 950 m³ of waste per day in the city. 
3.2 Planning and Evaluation of a New Collection System 

Considering problems found in above, a set of 
recommendations can be provided for waste storage and 
collection. To curb scattering of wastes and pollution from 
collection points, exchanged community containers were 
recommended. Containers of these types can accommodate up 
to 5 m³ of waste, which can accommodate the waste of four 
streets (22 houses/street) for three days. Numbers of containers 
required for the city were estimated as shown in Table 1. The 
collection activities and related information will be discussed in 
detail at the time of the presentation. 
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Figure 1: Communal container collection frequency 

        
Figure 2: MSWM service satisfaction level. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

              Figure 3: Waste composition. 
 

Table 1: Number of communal containers required. 
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D1-19, P2-094

 

 
Development of WIO table focused on Sustainable management of Construction waste in 

Guangdong province, China  
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E1-16

Evaluation of the Corporate CAFE standards and CO2 emission in Japan 
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E1-17, P2-099

Resource demand caused by automotive technological change. 
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E1-18, P2-097

 
 

Support for technology selection in reusing and recycling lithium ion batteries of 
electric vehicles 
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E1-19

HV EV
Comprehensive techno-economic comparison of hybrid vehicles and electric vehicles  

using multi-dimensional technology assessment diagram 
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E1-20, P2-096
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A1-22, P2-072

Identifying factors influencing the content of impurity elements in steel in Japan 
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A1-23, P2-073

 
 

Comparison of the origin of steel-contamination elements in Japan and Netherlands 
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A1-24, P2-071

MFA Ni Cr  
Estimation of the possibility to reduce the dissipation of Ni and Cr associated with steel 

recycling using dynamic MFA 
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environmental impact in Vietnam in the period from 2000 and 2011 

Nguyen Thi Hoa*,1) and Akihiro Tokai1) 
1) Osaka University, Japan 

* hoa@em.see.eng.osaka-u.ac.jp 
 

1. Introduction 
In Vietnam, rapid industrialization and urbanization 
accompany with a poor management result in the drastic 
degradation of living environment. Water pollution is 
considered as the most urgent concern for Vietnamese 
people. The Vietnamese government has implemented 
various strategies to mitigate the pollution situation, but it 
has not been effective. The reason is that the inter-
relationship between economy and environment has not 
been understood well.  
This paper is going to apply the methodology of Le et al 
(2013)1) to develop water pollution input output (EEIO) 
table from IO tables for analyzing the relationship 
between economic sectors and water pollution emissions. 
The vertical integrated method is then utilized to indicate 
the characteristics of economic sectors in Vietnam in 
relation to water pollution and help in identifying the 
prioritization of sectors for focusing on the proper policies 
to mitigate the emissions. 
 
2. Methodology 
The study’s overall framework is shown in Fig. 1.  
Pollution load is the total of emission emitted from certain 
sector to satisfy its intermediate demand and final demand. 
According to Millar and Blair (2009)2), pollution load of a 
sector = Activity x Pollution intensity (PI) of a unit of 
activity. In which, PI of manufacturing sectors are 
estimated from IPPS data3), while PI of remaining sectors 
are obtained from Trinh’s study3). 
 The vertical integration coefficient proposed by 
Sanchez-Choliz and Duarte (2003)4) is used to   
disaggregate the emission of pollutants of each  sector 
into five components of pollution related to the flows of 
goods (Fig. 2). The indices of components are then 
computed to indicate sectoral characterization in relation 
to pollution emission. It can be seen that sectors can be 
classified as key sectors or polluted pullers or polluted 
pushers. These sectors are considered generating much 
higher pollution and having more important linkages to 
other sectors. Thus, the pollution mitigation methods need 
focusing on these sectors first 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 1. Overall framework of study 

 

Fig. 2. Emission components regarding product flows 
 

3. Results 
The trends of TSS and BOD pollution load of main sectors 
in the period 2000-2011 are shown in Fig.3. and Fig.4. The 
classification of sectors follows the classification of 
International Standard Industrial Classification version 2 
(ISIC 2) The results show that TSS and BOD emission 
increase sharply from 2000 to 2011, in which TSS 
accounts for 83% total amount of water pollution. For TSS, 
Basic metal industry emits hightest amount, accounting 
for 75% total TSS emission. Meanwhile, Food, beverage 
and tobacco and Agriculture, fishery and forestry are 
main dischargers of BOD emissions. 
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Original IO table  Pollution intensity 

Validation  Aggregated IO table 
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Fig. 3. TSS pollution load 

 

 
Fig. 4. BOD pollution load 

 
The results for assessing sectoral characteristics using 
vertical integration method give that for TSS, Agriculture, 
fishery and forestry; Manufacture of Industrial 
Chemicals and Other Manufacturing Industries are key 
sectors which has high backward pollution and forward 
pollution linkages. In addition, Basic metal industry is true 
forward pollution linkage which sells 88% its pollution to 
other sectors. Fabricated metal products, machinery and 

equipment and Construction sectors are the extreme cases 
of TSS purchasing sectors. For BOD, Agriculture, fishery 
and forestry; Food, beverage and tobacco and Other 
manufacturing sectors are key sectors. Furthermore, high 
purchasing sectors of BOD are Fabricated metal products, 
machinery and equipment and Construction, purchasing 
27% and 24%, respectively, BOD emissions from other 
sectors. Meanwhile, Industrial chemicals and Basic metal 
industry sells high BOD amount to other sectors. 
 
4. Conclusion 
The approach of environmentally extended input output 
model are used to account for TSS and BOD components 
in water waste emissions. This helps to indicate the trend 
of water pollution load during the period from 2000 to 
2011. In addition, the approach of the vertical integrated 
coefficient methods to give the characteristics of sectors 
aids to analyze the relationship between water pollution 
and economic activities. The method also assists in 
identifying the prioritization of sectors which generates 
high water pollution and/or high purchasing and/or sales 
emissions. 
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IDEA JLCA

Improvement in JLCA Database Usability by Upstream Aggregation Using IDEA Datasets:
A Case Study in the Electric Cable Industry
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Impact analysis of Nankai megathrust earthquakes on regional economic chains and 
carbon management 
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Life cycle assessment of cultivation activities utilizing composted food residue 
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Productivity improvement of vegetables and LCA analysis  
using carbon-free CO  for the purpose of low carbon farming 
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タイムテーブル　

Journal of Life Cycle Assessment, Japan

(4) Vol.13  No.1  January 2017

2日目　3月2日（木）
A会場 B会場 C会場 D会場 E会場

9:40-10:00

SDGs 素材の利用効率
特別セッション：
ホットスポット分析

(1)
消費者(1) 木材

10:00-10:20
10:20-10:40
10:40-11:00
11:00-11:20 休憩
11:20-11:40

特別セッション：
環境教育(1)
環境配慮行動

食と一次産業(2)
特別セッション：
ホットスポット分析

(2)
消費者(2) エネルギーシステム

11:40-12:00
12:00-12:20
12:20-12:40
12:40-13:40 昼休み
13:40-14:00

特別セッション：
環境教育(2)
学校

食と一次産業(3) LCTの地域への実装 人間健康 国際貿易
14:00-14:20
14:20-14:40
14:40-15:00
15:00-15:20
15:20-15:40 休憩

P会場

15:40-16:40 ポスターセッション1　*コアタイムA:奇数番号
16:40-17:40 ポスターセッション2　*コアタイムB:偶数番号
17:40-18:00 移動
18:00- 交流会（厚生棟1F　厚生センター食堂）

3日目　3月3日（金）
A会場 B会場 C会場 D会場 E会場

9:40-10:00

バイオマス(1) パリ協定

特別セッション：
組織のLCAと削減
貢献量評価(1)
素材・部品・
プロセスの貢献

製品LCA(2)
10:00-10:20

ストック・フロー
(1)10:20-10:40

10:40-11:00
11:00-11:20 休憩
11:20-11:40

バイオマス(2) 生物多様性

特別セッション：
組織のLCAと削減
貢献量評価(2)
製品・サービスの

貢献

廃棄物(3) ストック・フロー
(2)

11:40-12:00
12:00-12:20
12:20-12:40
12:40-13:40 昼休み

A会場

13:40-15:05 学会各賞受賞記念講演
15:05-16:00 クロージング
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A2-01, P2-043

 
Development of Social Life Cycle Assessment Database Focusing on Labor 

*1) 1) 
Masahiro karato,Norihiro itsubo 

1)  
* g1362036@tcu.ac.jp 

 
1.  
2015 SDGs
17 169 SDGs

LCA

LCA UNEP/SETAC

 
2.  
Social Hotspot Database (Norris ) LCA

 

 
2011 2)

 

 
3.  
3.1  

 
1 LCA

e  
e d (I A)-1 (1) 

d I A 
2011 2)
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/100 /100

( 1) 

 
1  

3.2  
(2011 ) 1

 
1  

 

4.  
2 

3  
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Development of Social Life Cycle Assessment Database Focusing on Labor 

*1) 1) 
Masahiro karato,Norihiro itsubo 

1)  
* g1362036@tcu.ac.jp 

 
1.  
2015 SDGs
17 169 SDGs

LCA

LCA UNEP/SETAC

 
2.  
Social Hotspot Database (Norris ) LCA

 

 
2011 2)

 

 
3.  
3.1  

 
1 LCA

e  
e d (I A)-1 (1) 

d I A 
2011 2)

/100

/100 /100

( 1) 

 
1  

3.2  
(2011 ) 1

 
1  

 

4.  
2 

3  
 

 

 
 

0.22 /
0.20 / 0.21 /

0.21 /

1 2
3  

7

LCCO2

 

 
3  

 
 

 
2  

   

 1.98.E-01 /  

 1.32.E+02 /  

 4.18.E+02 /  

 
6.  

2011 2)

 
 

1) CSO  
http://sus-cso.com/aboutsdgs 
 

2)  
http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/i
o/index.html

 

 
2  
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A2-02, P2-044

SLCA  

 
Application of social life cycle assessment to the labor issue 

of the manufacturing process of cotton clothes 
*1) 1) 

Kiyohiro Tsuchiya, Tomohiko Ihara 
1)  

* 2044461499tk@g.ecc.u-tokyo.ac.jp 
 

1.  
SLCA

UNEP 2009

1)

2)

SLCA SLCA
Social Hotspots Database

SHDB

3)  

CSR

SLCA

 

 
 
2.  
2.1  

 

1. 
2. 
T

100%  
 
2.2  

1 3
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SLCA  

 
Application of social life cycle assessment to the labor issue 

of the manufacturing process of cotton clothes 
*1) 1) 

Kiyohiro Tsuchiya, Tomohiko Ihara 
1)  

* 2044461499tk@g.ecc.u-tokyo.ac.jp 
 

1.  
SLCA

UNEP 2009

1)

2)

SLCA SLCA
Social Hotspots Database

SHDB

3)  

CSR

SLCA

 

 
 
2.  
2.1  

 

1. 
2. 
T

100%  
 
2.2  

1 3

 
 

 
 

2.3  

 
2 4

1 2 3

3

5

 
 

 
 

1 4 20
2017 1  

 
2.4  

Catherine B. SHDB 3)

SHDB

Plant based fibers
Wearing apparel  

 
 

2.5  

1  

 

1  
 

3.  

 
 
4.  

S-14-4(3)
25740052  

 
 

1) Carlos B., Durval J., Jefferson de O.G.: Procedia CIRP, 
29, (2015), pp150-155 

2) Yosef M., Jessica L., Anthony H.: Int J Life Cycle 
Assess  18 (2013) pp 1386-1392 

3) Catherine B.N., Deana A.C., Gregory N. : 
Sustainability, 4, (2012), pp1946-1965 

4) Catherine B.N.: “social hotspots database”, The Social 
Hotspots Database, , < 
http://socialhotspot.org/>, 2017-1-1  
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A2-03, P2-079

OECD������������������
���
	
Relationship between the Urban Quality Level and Inhabitants’ Life Satisfaction  

in OECD member countries  
������*1)������ 1)����� 2)���
� 3)���
	 1)������ 1)

Shoichiro Fujita, Toshiharu Ikaga, Shuzo Murakami, Shun Kawakubo, Junya Yamasaki, Kentaro Suzuki 
1) ������, 2) ���� �­������, 3) ����

* shoichiro@ z6.keio.jp 

1. ����
����������������������¡

¢£¤��OECD ¥¦���§¨©ª«¬�

®Well-being¯°±ª²³�´µ�¶·¸¹º�»¡¸
¼¤ 11ª�½¾¿ 14ªÀÁÂ¸®Better Life Index·
¿Ã��¢£¤Ä®Better Life Index·¥¦ÅÆÀÁ�Ç
È¢�®Life Satisfaction¯°±ªÉÊËÌÍ¶·¿£Î
ÏÆÀÁÐÑÃ�¡¢£¤Ò 1¶ÄÓÔªÉÊËÌÍ¸Õ

��Ö¤�¦»¡¸×Ãµ¤ØÙ¸Ú¤ÛØ�Ü¤��

ÓÔ�°Ý��ªÞß�àá���ª���âãä 1¶

¦�°±ªÉÊËÌÍ�åæç¸èÈ¢£¤éêë�

Ü¤Ä»ì¥�íîï¥¦OECDÇð�ñª TL2¿ò
ó¡¤ôõö÷øùúûª 391 ôõä 2¶¸üý���

�ªâã¸þÿµ¤«¬ªö÷~}¿�×|{[\�

]�^_¢`³¡«°±ªÉÊËÌÍª@?�>£¢

ø=�«Äø=<;^:�°±ªÉÊËÌÍ¸Õ��

Ö¤ÅÆÀÁ¸/.µ¤ì¿¸¾�¿µ¤Ä

2. �������
2.1 ���� �­�
ÀÁ-�,ª+*�)£¢�OECD.Stat Ò2¶(³'�

ö÷~}¸&%�OECDÇð�ñ391ôõª$ÀÁ-
�,¸+*�«¯# 1¶Ä��ªâã¸¼¤ÀÁÂ¦�
��"!ª01µ¤ Sustainable Development Goals Ò3¶

´��Á2���ªÃ¬« ISO371210 Ò 4¶¿£_«�

���34¸56ÈÀÁ¸ÑÃ�¢£¤ CASBEE-�
�¯789¶ª��ªâã Q¯Quality¶ªþÿÀÁÂ
¸&%�«Äí}¥¦»ªA(³�OECDÇð�ñª
ôõ�)£¢BC�DEFª-�,ª+*GHë�I

J�KLëªÜ¤ÀÁ¸ÑÃ�«Ò 5¶Ä6«�°±ªÉ

ÊËÌÍ�>£¢¦ Gallup àÒ6¶�{[\�]MN¿

�¢����OECD.Stat�)£¢ Life Satisfaction¿�
¢'��¡¢£¤-�,¸O£«̄ L 1¶ÄúP*÷ª
<;�°±ªÉÊËÌÍªQRøS¦TUV×øS¿

�_«¯# 2¶Ä
2.2 �
����
+*�«��ªâã¸¼¤ÀÁ-�,¿°±ªÉÊ

ËÌÍ�>£¢W@ø=¸���«¯L 2, # S.1¶Ä
L 2ªW@?Rª�X��Y¾µ¤¿�®Zab·®GDP
�üµ¤îï��cªd!·¿£_«eO´fg�@

h¤ÞßÀÁ¿�ÃªW@�Ü¤ì¿�h(¤Ä�i�

®jklmnã¯PM2.5¶ªoÔpqrÍ·¿£Îs
tã�@µ¤��ÀÁ¿¦uªW@�Ü:�vüw¦

xÀÁAyÐ�X£Ä6«��£���W@Ð�¬¤

¿ä 3¶�®Ó��Ó�«:ª�÷�`·´®pq�`ª

50%��ªÓ�ªd!·�®�­�����c���¬
¤�Ééê­����ªd!·�@µ¤Þß��
¥

�J�®��A
	�¸���«Ó�ªd!·�®�[,

� 1 ��
������������7�

MNi�
11��
�[,������MN�

üýÓR� $�� 1,000Ó�4,000Ó�

ã�½¾

¯�Ò¶�

�øª ÈÎ¤y­�ÉÊ¸ 0�yI�É
Ê¸10¿µ¤¿���øªÉÊ¦�ª�
³£¥Ü¤(

ã�½¾

¯�Ò¶

Imagine an eleven-rung ladder where the 
bottom (0) represents the worst possible life 
for you and the top (10) represents the best 
possible life for you. On which step of the 
ladder do you feel you personally stand at the 
present time? 

� 1��������

� 2��
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����������������������
��

�
�	��������������������

������ ­����������������

���OECD������������������
����������������������¡�

���¢��£���������¤��¥���¡

¦���§�¨©ª«�¬®�����¯�¥��°

S.1 ����������±��¡�������

��¢��£��²����� ����������

�¥� 1���¡¦�¨©�³­
	§����¡¦
�¨©´�������¢��µ§�¨©ª«�¶·

¸����¹��º�����»¼��½¾����

��¹�¢��µ�¿��®À����������

���������������

3. ���
OECD�����TL2��Á�Â »� 391�Â�
ÃÄ�´������������������£�

¢�»¼�Åµ��ÆÇ´��¹�Åµ���­��

�²��
�������¡�¢���­���ÈÉ

�����Ê�¢������� ����

��

ËÌÍ�Î���Ï��Ë�����ÐÑÒ���

����ª¥��CASBEE��ÓÔÕÖ×�����
��Ó����Ø©ÙÚ×��������Û����

Ü���¡ªÝ��Þ��¢£¤�³��½¥´��

���¦´�§¨�©��°��

��

1) ����������������������¸
·�ßà��á�������§ª��
������

�«���°��2) ���â�¡¦�ãä��á�TL

ÓTerritorial Level×��Á�Âåæ»çèé����
TL2��Á�ê�Ð��Â »���Â��´���
��3) ¢�£ë�Þ¤ª���0.2¬© 0.4®���¯
�¢������0.4¬©��¢������´��°
2�¢�£ë�°���¯�¢��£��£ë�±��
²�³´���¢�����£ë�±��ì�³´�´

µ�´��

����

1)OECD:¶How’s Life in Your Region? Measuring Regional 
and Local Well-being for Policy Making·, (2014),¸¹�
<http://www.keepeek.com/Digital-Asset-Manage-ment/oec
d/urban-rural-and-regional-development/how-s-life-in-your-
region_9789264217416-en#.WE8K6LKLRpg>,Ó2015-10 
-26×2)OECD. Stat : ¶Regions and Cities·, ¸¹�<http: 
//stats.oecd.org/>Ó2016-10-24×3)�á¿�íîºÜï��
¶2030	»¼Ü½·(2016), ¸¹�< http://www.unic.or. 
jp/activities/economic_social_developmdev/sustainable_de
velopment/2030agenda/>(2016-12-25) 4)ISO�” Sustainable 
development of communities – Indicators for city services 
and quality of life”,<http://www.iso.org/iso/catalogue_detail 
?csnumber=62436¾,Óãä 2016-12-15×5)Î�¿�Ï�
ÑÒ���ð
�Ðñ�òó: ¶CASBEE for Cities - 
Pilot version for worldwide use (2015)·, p.p.12-15 6) 
Gallup World Poll: ¶What the Whole World Is Thinking·,
¸¹�<http://www.gallup.com/services/170945/world-poll 
.aspx>Ó2015-10-26×7) OECD�¶Society at a Glance 2016 
OECD Social Indicators”, ¸¹�< http://www.keepeek.co 
m/Digital -Asset-Management/oecd/social-issues-migration 
-health/society-at-a-glance-2016_9789264261488-en#.WE8
OB7KLRpg#page128>Ó2016-10-24×

� 2 �������
���
	�������� **:p<0.01, *:p<0.05

»ç ���������¡À ¢�£ë R 

�
�

Q1.1   ôõö÷ø�ÓPM2.5×�ùúûüì�[�g/m3] -0.496** 

Q1.2   ��
�	���[%] 0.304** 

�
�

Q2.10  �� 10Á���­�Â�ýÃÄë[�] -0.047 

Q2.27  5Å®�ÆÇÈþ[‰] -0.003 

Q2.40  ûüÉÊ[ù] 0.021 

Q2.42  �� 10Á���­�ËÌë[�]Í 0.166** 

Q2.53  �Îÿ�ÏÐ�ÑÒ´������[%] 0.201** 

Q2.100 ÓÜï��������������[%] 0.381** 

�
�

Q3.18  Ô
�Ðñ�Õ~Ö�×º�Ø�¶·
�Ðñ����[%]Í 0.237** 

Q3.20  �� 1���­�GDPÓPPP×[$/�] 0.083 

Q3.24  }Ûþ[%] -0.431** 

Q3.28  ��Î���­�ÙæÚ| 0.315** 

Q3.29  ûüÚ|� 50%¬�������[%] -0.313** 

Q3.30Í GDP�Ã��ÌÍ{[~���[%] 0.447** 



Supporting Information 

�
�
�
�
��

[

�]

�
�
�
�
��

[

�]

�
�
�
�
��

[

�]

�
�
�
�
��

[

�]

�
�
�
�
��

[

�]

� S.1� ����������������

���������������������
�����������

���
�

���
�

���
�

���
�

���



� � � �

���������������������
����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���




� �� �� �� ��

��������������������
�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���




� �� ���

������������������

�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���




� �� ��� ��� ���

���������
����������
����������


�
���

�
���

�
���

�
���

�
���




� � ��

�������������������
�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���




�� �� �� �� ��

Q1.1 �
��
	�PM2.5��
������[�g/m3] 

Q1.2 ��������[%] 

Q2.27  5�������[�] Q2.10�� 10��� ­�
������[�] 

Q2.40���
[�] Q2.42�� 10��� ­����[�] 

�
�
�
�
��

[

�]



�
�
�
�
��

[

�]

�
�
�
�
��

[

�]

�
�
�
�
��

[

�]

�
�
�
�
��

[

�]

�
�
�
�
��

[

�]

� S.1� ����������������

��������������������
�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���

�

�� �� �� �� ���

��������������������
�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���

�

� �� ���

��������������������
�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���

�

� �� �� �� ��

����
���������������
�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���

�

� �� �� ��

������
������������
�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���

�

� ����� ����� �����

������
������������
�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���

�

� ������� �������

�
�
�
�
��

[

�]
Q2.53������
����


��	�[%] 

Q3.10�������������
����������	�[%] 

Q3.24 �� [%] Q3.28 
��
��­�
��
�(PPP)[$/
] 

Q3.20 
� 1
��­� GDP�PPP�[$/
]

Q2.100�������

���

��	�[%] 



Q1.1 Q1.2 Q2.10 Q2.27 Q2.40 Q2.42 Q2.53 Q2.100 Q3.18 Q3.20 Q3.24 Q3.28 Q3.29 Q3.30 

Q1.1 1.00 -0.30** 0.00 -0.03 0.09 -0.04 -0.00 -0.04 -0.07 0.16** 0.05 -0.22** -0.13 -0.11 

Q1.2 1.00 -0.12* -0.26** 0.14* 0.19** 0.13* 0.05 0.23** -0.02 -0.18** 0.14* -0.17 0.25**

Q2.10 1.00 0.71** -0.72** -0.52** -0.04 -0.36** -0.31** 0.06 0.06 -0.15** 0.27** -0.02 

Q2.27 1.00 -0.70** -0.59** -0.19** -0.45** -0.32** -0.03 0.02 -0.12* 0.40** -0.21**

Q2.40 1.00 0.53** -0.09 0.47** 0.46** 0.22** -0.06 0.37** -0.03 0.32**

Q2.42 1.00 0.24** 0.42** 0.32** 0.13* 0.12* 0.40** -0.31** 0.41**

Q2.53 1.00 0.34** 0.18* 0.32** 0.03 0.40** -0.37** 0.16* 

Q2.100 1.00 0.47** 0.31** -0.13* 0.51** -0.40** 0.65**

Q3.18 1.00 0.58** -0.18** 0.42** -0.06 0.60**

Q3.20 1.00 0.00 0.51** -0.13 0.58**

Q3.24 1.00 -0.03 0.45** -0.19**

Q3.28 1.00 -0.26** 0.52**

Q3.29 1.00 -0.41**

Q3.30 1.000 

�
�
�
�
��

[

�]

�
�
�
�
��

[

�]
� S.1� ����������������

��������������������
�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���

�

� � � � �

����
����������������
�����������

�
���

�
���

�
���

�
���

�
���

�

� ��� ��� ���
Q3.30 GDP�
��
	������[%] Q3.29 ����� 50%��������[%] 

� S.1� �������������



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 160 －

A2-04, P2-082
 

A Time-Series Assessment of Regional Disparity on Urban Quality  
in Developing Country based on SDGs 

*1) 1) 2) 3) 1) 1) 
Hayato Hemmi, Toshiharu Ikaga, Shuzo Murakami, Shun Kawakubo, Junya Yamasaki, Shoichiro Fujita 

1) , 2) , 3)  
* h-hemmi.e2mi48@keio.jp
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1. Introduction 
Efficient production of high quality steel is essential for 

the development of other industries, but as a major energy 
and material consumer it is also a source of environmental 
damage1). Ore-mining activities for steel production are 
highly intensive in terms of overburden and waste rock2), 
while the direct, indirect and hidden energy-material flows 
to obtain the metal during manufacturing is equally 
damaging, given its pollution and greenhouse gases2). 

Yet, steel production is crucial for the economy and the 
Japanese industry is among the most efficient ones. 
Research has corroborated this fact3), but recent studies 
have assessed through a rather unexplored method: Total 
Material Requirement (TMR). This literature has found that 
certain types of steel have higher material intensity when 
mining and manufacturing inputs are aggregated together4), 
but more comprehensive analyses are yet to be done in the 
light of the actual achievements in the quality of products 
by the industry. 

Provided an objective method for such an analysis, the 
assessment could further clarify which type of steel might 
need more efficiency improvements, and how could policy 
initiatives target its more sustainable performance without 
compromising quality. Lined in that direction, this study 
presents a comparative performance analysis of 40 steels in 
terms of environmental burden and the quality of its 
products expressed by mechanical properties obtained. 

 
2. Methods 

In order to determine which steels have higher efficiency 
under the state-of-the-art production, a reliable database is 
needed. A trustworthy database of TMR of different types 
of steel of the Japanese industry is available5). Based on the 
information available, the following stainless steel types 
were considered for evaluation: corrosion-resistant, 
heat-resistant, non-magnetic and spring stainless steels. Full 
details on the 40 types under analysis are provided in the 
supporting information section. 

 
2.1 TMR values and mechanical properties 

The TMR value of the selected steels is the 
environmental damage proxy, which includes the phases of 

mining and smelting. Quality of the product is measured by 
four mechanical properties: stress, tensile strength, 
elongation and hardness (Vickers). All information is taken 
from the same database, surveyed and updated through 
tests and product specification sheets. 

 
2.2 Data Envelopment Analysis 

The comparative evaluation is carried out using Data 
Envelopment Analysis (DEA), an operations research 
method for comparative evaluation of processes using 
several indicators aggregated as inputs and outputs6,7). 

The preferred model is a CCR assuming that any 
production of the selected steel types can achieve the same 
level of efficiency8). TMR is used as the input in the model 
and the four mechanical properties as the outputs. 

 
2.3 Statistical analyses 

Once the DEA results are obtained, statistical analyses 
on the efficiency scores are applied for generalisations. 
These comprise ANOVA of the 40 types of steels grouped 
into 5 categories: Spring, Heat-resistant and three types of 
Corrosion-resistant (Stainless, Duplex and Nickel-based). 

 
3. Results and discussion 
3.1 Most efficient types of Steel 

Considering all the mechanical properties and TMR, four 
types of steel are the most efficient: Corrosion-resistant 
duplex NSSMC-NAR-DP12 and SUS316L, 
corrosion-resistant SN-3 and Non-magnetic stainless steel 
305 (Std.). Interestingly, when hardness and elongation are 
taken away from the DEA model, only Corrosion-resistant 
duplex NSSMC-NAR-DP12 and Non-magnetic 305 (Std) 
remained being the most efficient types. This suggests that 
Corrosion-resistant duplex SUS316L and 
Corrosion-resistant SN-3 have a high score given their 
properties achieved in terms of elongation and hardness. 
Hence, considering all the four dimensions would yield a 
slight different outcome in the most efficient types under 
comparison. It is noteworthy that table 1 also shows that 
outcomes of a DEA model composed of TMR with stress 
and tensile strength (column 1) highly correlated with 
models comprising more mechanical properties (column 2 
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and 3), but the most complex model (row 3) seemed the 
least similar. Yet, the high correlations with simpler models 
in this row also suggests that good approximation of the 
efficiency could be obtained by using a smaller amount of 
mechanical properties. Thus, when lack of data is an issue, 
a simpler model might yield rather accurate outcomes. 

Table 1 Correlations between DEA models 
 DEA model 1 2 3 
1. TMR – Stress, Strenght 1   
2. TMR – Stress, Strenght, Elongation0.92** 1  

3.
TMR – Stress, Strenght,  
Elongation, Hardness

0.86** 0.94** 1 

**Correlation is significant at the 0.01 level (2-tailed). 

 

3.2 Least efficient types 
Contrastingly to the highest efficiency, mostly 

nickel-based alloys scored the lowest in the comparison. 
Considering all the mechanical properties and TMR, two 
corrosion-resistant nickel based alloys (20-25MTi and 
66NEL), the heat resistant nickel based alloy 600 and the 
pure nickel N201 were the worst performers. These results 
did not change much in downscaled versions of the DEA 
model (considering three and two mechanical properties). 

 
3.3 Efficiency by groups 

As previously mentioned in section 2.5, a grouping of 
steels based on their composition into 5 categories yielded 
the results shown in figure 1. 

 

Fig 1 ANOVA plots of DEA efficiency of TMR 
 
It can be observed that the mean score was higher for 

two groups: Spring and Corrosion resistant duplex steels. 
Contrastingly, Heat resistant steels and Corrosion-resistant 
nickel based alloys showed the lowest outcomes. 
Furthermore, according to the ANOVA results, there is a 

significant difference in some efficiency ranks from the 
DEA, supporting the information displayed in the figure. 
Post-Hoc testing should provide precise information of 
which type of steel is significantly different in the 
efficiency rank. Provided this, the graphs show that Spring 
Stainless Steel and the Corrosion Resistant Duplex 
Stainless Steel series seem the most efficient ones, and 
probably significantly different to others. 

Table 2 Robust measures of ANOVA 
Measure  Statistica df1 df2 Sig. 
Welch 12.948 4 10.212 .001 
Brown-Forsythe 4.009 4 10.117 .034 
a. Asymptotically F distributed. 

 
4. Conclusions 

A comparative efficiency assessment in terms of 
mechanical properties achieved by steel making in Japan 
with respect to the environmental burden in terms of TMR 
could be assessed using a DEA model. It was found that 
Spring and Corrosion-resistant stainless steels were the 
most efficient, whereas Corrosion-resistant nickel based 
alloys the least. Detailed by type, corrosion-resistant duplex 
NSSMC-NAR-DP12 and SUS316L, corrosion-resistant 
SN-3 and Non-magnetic stainless steel 305 (Std.) showed 
the highest efficiency. In contrast, nickel based alloys 
(20-25MTi and 66NEL), heat resistant nickel based alloy 
600 and the pure nickel N201 were the worst performers. 
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mining and manufacturing inputs are aggregated together4), 
but more comprehensive analyses are yet to be done in the 
light of the actual achievements in the quality of products 
by the industry. 

Provided an objective method for such an analysis, the 
assessment could further clarify which type of steel might 
need more efficiency improvements, and how could policy 
initiatives target its more sustainable performance without 
compromising quality. Lined in that direction, this study 
presents a comparative performance analysis of 40 steels in 
terms of environmental burden and the quality of its 
products expressed by mechanical properties obtained. 

 
2. Methods 

In order to determine which steels have higher efficiency 
under the state-of-the-art production, a reliable database is 
needed. A trustworthy database of TMR of different types 
of steel of the Japanese industry is available5). Based on the 
information available, the following stainless steel types 
were considered for evaluation: corrosion-resistant, 
heat-resistant, non-magnetic and spring stainless steels. Full 
details on the 40 types under analysis are provided in the 
supporting information section. 

 
2.1 TMR values and mechanical properties 

The TMR value of the selected steels is the 
environmental damage proxy, which includes the phases of 

mining and smelting. Quality of the product is measured by 
four mechanical properties: stress, tensile strength, 
elongation and hardness (Vickers). All information is taken 
from the same database, surveyed and updated through 
tests and product specification sheets. 

 
2.2 Data Envelopment Analysis 

The comparative evaluation is carried out using Data 
Envelopment Analysis (DEA), an operations research 
method for comparative evaluation of processes using 
several indicators aggregated as inputs and outputs6,7). 

The preferred model is a CCR assuming that any 
production of the selected steel types can achieve the same 
level of efficiency8). TMR is used as the input in the model 
and the four mechanical properties as the outputs. 

 
2.3 Statistical analyses 

Once the DEA results are obtained, statistical analyses 
on the efficiency scores are applied for generalisations. 
These comprise ANOVA of the 40 types of steels grouped 
into 5 categories: Spring, Heat-resistant and three types of 
Corrosion-resistant (Stainless, Duplex and Nickel-based). 

 
3. Results and discussion 
3.1 Most efficient types of Steel 

Considering all the mechanical properties and TMR, four 
types of steel are the most efficient: Corrosion-resistant 
duplex NSSMC-NAR-DP12 and SUS316L, 
corrosion-resistant SN-3 and Non-magnetic stainless steel 
305 (Std.). Interestingly, when hardness and elongation are 
taken away from the DEA model, only Corrosion-resistant 
duplex NSSMC-NAR-DP12 and Non-magnetic 305 (Std) 
remained being the most efficient types. This suggests that 
Corrosion-resistant duplex SUS316L and 
Corrosion-resistant SN-3 have a high score given their 
properties achieved in terms of elongation and hardness. 
Hence, considering all the four dimensions would yield a 
slight different outcome in the most efficient types under 
comparison. It is noteworthy that table 1 also shows that 
outcomes of a DEA model composed of TMR with stress 
and tensile strength (column 1) highly correlated with 
models comprising more mechanical properties (column 2 



7. Supporting Information 
 

Table S1 - Types of stainless steel, TMR, stress, tensile strength, elongation and hardness values. 
 

Name TMR Stress Strenght Elongation Hardness 
Corrosion-resistant 20-25LMCu 113.3884 298 559 50 150 
Corrosion-resistant 20-25MTi 114.66 315 589 50 173 
Corrosion-resistant 20-3 143.0644 327 625 44 166 
Corrosion-resistant 303 41.424 215 540 45 196 
Corrosion-resistant 304 32.085 278 626 58 164 
Corrosion-resistant 305B SUS304 32.085 278 626 58 164 
Corrosion-resistant 305B SUS310S 61.3768 224 563 52 130 
Corrosion-resistant 305B SUS890L 45.108 305 665 61 161 
Corrosion-resistant 315N - SUS310S 61.3768 224 563 52 130 
Corrosion-resistant 315SN - SUS315J1 47.3372 319 676 58 167 
Corrosion-resistant AC-3 124.2024 325 673 58 166 
Corrosion-resistant duplex DP-3 NSSMC-NAR-DP-3 54.424 608 813 31 260 
Corrosion-resistant duplex DP-3 NSSMC-NAR-F 39.064 571 769 32 250 
Corrosion-resistant duplex DP-3W 58.5844 669 894 36 270 
Corrosion-resistant duplex NSSMC-NAR-DP12 8 610 822 42 251 
Corrosion-resistant duplex NSSMC-NAR-DP-28 33.2 647 937 42 281 
Corrosion-resistant duplex SUS316L 8 234 518 52 144 
Corrosion-resistant HCR-18 91.0416 295 539 44 160 
Corrosion-resistant nickel based alloy 20-25MTi 186.8976 326 688 55 95 
Corrosion-resistant nickel based alloy 66NEL 287.19 282 549 43 95 
Corrosion-resistant SN-1 47.518 328 718 57 200 
Corrosion-resistant SN-3 53.162 329 738 57 200 
Corrosion-resistant SN-5 34.244 560 751 33 230 
Heat resistant 310S 68.618 245 570 40 160 
Heat resistant 310S 68.618 245 570 40 160 
Heat resistant AH-1 76.7916 279 583 48 139 
Heat resistant AH-4 41.7452 440 767 42 201 
Heat resistant nickel based alloy 600 199.54 364 666 35 180 
Pure Nickel N201 258.81 177 401 54 140 
Spring 301 SP 1/2H 27.71728 759 1138 29 330 
Spring 301 SP 3/4H 27.71728 986 1269 22 386 
Spring 301 SP EH 27.71728 1872 1918 2 536 
Spring 301 SP H 27.71728 1281 1430 15 451 
Spring 301L HS1 28.0432 1280 1350 15 450 
Spring 301L SE1 3/4H 28.0612 1144 1183 13 397 
Spring 304-CSP 1/2H 31.82064 703 863 32 274 
Spring 304-CSP 3/4H 31.82064 941 1011 20 340 
Spring 304-CSP H 31.82064 1152 1185 6 383 
Spring 403 2D-Q 10.32428 972 1113 10 378 
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D2-04, P2-032

 
How consumers value standard of affects their pro-environmental behavior 
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E2-02, P2-109

 
Development of a database of wood materials considering the type of tree 
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E2-04

LCA  

 
Impact of background database selection on LCA result: case study of particle board 
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The environmental impact evaluation of tomato food loss reduction scenario using 
appropriate technology 

Shin Yoshizawa*1), Kiyoshi Dowaki1) 
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* 7412133@ed.tus.ac.jp  
 

1. Introduction 
Today, the examination of product sustainability by way of 

renewable energy is being considered in Asia. However, it has not 
been utilized very well in developing countries. So this shows the 
reason for the need to construct a system with added value. From 
another point of view, food losses are known to have impacts on 
food security, quality, safety, economic development, and also the 
environment. For this reason, cold storage systems have been 
recognized as playing an important role in maintaining the quality 
of agricultural products.  

In our previous study , a feasibility study in Indonesia was 
executed because this country has plenty of geothermal resources. 
Also, most of the land mass of this country is in a tropical area. 
Therefore, this implies that it is difficult to maintain the quality of 
agricultural products in warm atmospheric conditions, leading to 
the significant promotion of cold storage in the product supply 
chain. Here, the tomato was selected as the target product due to its 
high consumption rate in our study. However, in the previous 
study the potential for food loss reduction using cold storage 
systems was not accounted for, and there was also a lack of 
information on the environmental effects. That is, a 22.4% increase 
in waste occurred in the conventional tomato supply chain, which 
in turn had a negative impact on the environment. For the 
protection of food loss and the improvement of environmental 
conditions, we proposed the use of a eco-friendly, geothermal cold 
chain in Indonesia. However, the environmental impacts of this 
system have not yet been estimated by means of LCA 
methodology. Thus, our goal is to find the hot spot in the entire 
system and show the countermeasure for the abatement of food 
loss in consideration of environmental aspects on the basis of the 
LCA concept. 

  
2. Methodology 
2.1 Case study and system boundary 

In this study, at the farming and packaging phase, all input data 
is from Ecoinvent 3 1) because access to accurate information for 
this data is insufficient. Furthermore, it enhances the effectiveness 
of investing in data collection by performing sensitivity analysis 
using ecoinvent data to identify the most relevant flows and 
processes. The data collection of cold storage was from a storage 

facility, located close to a geothermal power plant 2) (See Table S1). 
The functional unit is 1 kg of raw edible tomato cultivated in the 
West Java region of Indonesia and purchased by consumers in a 
Jakarta supermarket. In this study, we referred to the dynamic 
quality change of tomatoes. In the following figure (S1) you can 
see the transportation distance. The operational speed of the truck is 
assumed to be 60km/h. The warm atmosphere is the most 
important factor in the deterioration of the product. 
The outline of this research is shown in Figure 1, and the methods 
are explained below. 

 
Figure 1 System boundary 

 
2.2 Measurement of food loss rate over time 

We set the food loss standards by quantity loss: if the weight loss 
of tomatoes from shipment to sale is more than 5% , those are 
discarded to a landfill 3) . Also, it is possible to estimate the quality 
retention time of sample through an examination of the time to 
reach a reduction of 5%. Thus, we observed the deterioration time 
to measure their loss rates, taking into account all different 
forseeable scenarios. After cold storage, each sample was stored at 
room temperature for twenty days. Considering the site conditions, 
the ambient temperature of 28  and the cooling temperature of 
10  were set, which are corresponding to the annual average 
temperature in Indonesia and the best temperature for the chilled 
storage of tomatoes. Based on these conditions, 4 scenarios were 
discussed (see Table S3).  
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2.3 Proposal of integrated index  
We propose the integrated index, which has the evaluation 

criteria so that people can know both aspects of quality and eco-
friendliness. The details is expressed in SI. In this analysis, we used 
ReCiPe as the impact analysis method and software used SimaPro 
ver 8.2.0.0. 

 
3. Result and Discussion 
3.1 Dynamic change of food loss ratio 

The result is as shown in Figure S2. The necessity for cold chain 
is proven because storage duration has a profoundly negative 
impact on the quality loss. However, please note that an extended 
storage duration (more than a couple days) may occur if you take 
the site conditions into account. 

 
3.2 LCA results of conventional and cold chains  

Figures 2 and 3 show the hot spots of environmental burden in 
each scenario.  

 

Figure 2 Hot spot in the case of 1 day storage 
 

 
Figure 3 Hot spot in the case of 2days storage 

 
It became clear that the environmental impacts are reduced by 

10% in 1day storage, and 30% in 2 days storage, respectively. 
These results imply that a cold chain storage contributes greatly to 
the environmental impacts. Longer storage at an atmospheric 

temperature causes greater loss in comparison to initial conditions. 
That is, cold chain has an extremely low environmental impact. 
However, the energy input for cold storage operations which 
causes bad effects should be optimized. 
 
3.3 Calculation of integrated index    

Figure 4 shows the integrated index by scenario. According to 
this index, it was found that the intensity of scenario4 was 1.5 times 
greater in comparison to scenario3. However, there is a possibility 
that the difference in influence widens considerably when the other 
items are taken into consideration resulting in an underestimation in 
this integrated index. Thus, in our future study, we think it 
necessary to include a comprehensive evaluation of the tomato's 
nutritional value and appearance. 

 

Figure 4 Combined evaluation result 
 
4. Conclusion 

In our study, we proposed the integrated index so as to find the 
hot spot of the tomato supply chain in Indonesia. Especially, in the 
tropical area in which the quality of agricultural products would 
easily deteriorate, such as in Indonesia, the abatement of food loss 
and environmental impact is absolutely necessary. Based on the 
quality change by altering the storage temperature, we measured 
dynamic changes and evaluated the impacts. Here, the promotion 
of cold chain can offer the advantage of maintaining quality, and 
the effects, including the environmental aspects, which would be 
measured from our integrated index. 
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Supporting Information 
 

 
Figure S1 Geographical context  

 
Table S1 Inventory data of cold storage 

Cold Storage-Structure 
Effective volume (L)  884 
Weight (kg) 99 
Temperature -inside ( ) 2-20 
Number of container (-) 8 
Cold Storage-Energy 
Heat form light fuel oil (Wh) 19 
Electricity-Geothermal (Wh-60Hz) 320 
 

 
Figure S2 Dynamic change of food loss ratio 

 
LCA was performed taking into consideration the food loos 

for each Scenario by converting the above graph to the 

following formula. 
 

 

 

(1) 
 

y : Food loss rate 
x : time (hour) 
 
For calucurating the integrated index we utilized the method 

of calculation as follows: 
The standards of ranking were split into two types, A and B. 

If there was a greater than 50% loss of quality 5 days after the 
purchase,  it would ranked as A; others were ranked B.  

The evaluation criteria allows people to have an image of 
both the quality and eco-friendliness in comparison to other 
scenarios. 

 

Cij=
Ij

Si
 (2) 

 
C : Integrated evaluation index 
S : Environmental assessment of scenario 
I : Equivalent weight 
j : rank (1 ≤ i ≤ 2) 
i : Each scenario (1≤j ≤ 4) 
 

Table S2 Equivalent mass by rank 
j Rank Loss 50% Equivalent  mass 
1 A More 100 
2 B Less 70 

 
Table S3 LCA of each scenario 

i Scenario (days in storage) 
1 The system without cold storage (1day) 
2 The system with cold storage (1day) 
3 The system without cold storage (2days) 
4 The system with cold storage (2days) 
 
 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

FO
O

D
 L

O
SS

 [%
]

DAYS

Scenario1 and 3 Scenario2 Scenario4 Loss 50%



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 206 －

B2-08, P2-016

Proposal on maintaining quality of cold chain of vegetables using new refrigerant 
○ *1) 1) 

Akiyuki Ohno, Kiyoshi Dowaki 
1)  

* 7415607@ed.tus.ac.jp 
 
1. 

1)

2)

 

15%
3)

(COP: 
Coefficient Of Performance)

1920

HFC
(GWP)
 

GF-08 GF-
08

( S1)4)

GF-08

COP

2. 
2.1 

S1

T1 P1 h1

T2 P2 h2
(

) T4
P4 h4

T1 P1 h1  
 
2.2 

p-h ( S2)  

COP

h2
h1

 

h1 h4

COP SI  

 

COP

SI  



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 207 －

Proposal on maintaining quality of cold chain of vegetables using new refrigerant 
○ *1) 1) 

Akiyuki Ohno, Kiyoshi Dowaki 
1)  

* 7415607@ed.tus.ac.jp 
 
1. 

1)

2)

 

15%
3)

(COP: 
Coefficient Of Performance)

1920

HFC
(GWP)
 

GF-08 GF-
08

( S1)4)

GF-08

COP

2. 
2.1 

S1

T1 P1 h1

T2 P2 h2
(

) T4
P4 h4

T1 P1 h1  
 
2.2 

p-h ( S2)  

COP

h2
h1

 

h1 h4

COP SI  

 

COP

SI  

3.  
3.1  

COP 1 (
T1=0℃, T3=20℃~40℃) GF-

08 COP  
COP GF-08 COP COP

100% GF-08
 

20℃~40℃ R134a COP
GF-08 R404A

27℃ GF-08 COP R404A
 

 
1 COP  

 
3.2  

COP  
S3 S4
R134a COP

( L=2[m] T3 42℃
( L=4[m]) T3 29℃

GF-08 COP R134a COP  
 
4. GF-08  

R134a
GF-08

R404A
GF-08

S5 S2
L 3[m]  

S6 2015
COP (GF-08/R404A)

4/20~10/30 COP 100%
COP 100%

 
2

4 ~10
GF-08

8 61.5[MJ/mon] 7.1%
11 ~3 GF-08

2 1.4[MJ/mon]

GF-08
3.7%

 
2 ( ) 

 
5.  

(p-h )
(COP) GF-08

R134a R404A
 

R134a GF-08 10%
R134a

R404A GF-08
GF-08  

GF-08

 
R404A

GF-08
GF-08 3.7%

GF-08
 

 
 

1) 78(906)  
(2003),pp.272-281. 

2) <https: 
//www.naro.affrc.go.jp/index.html>( 20016-12-28) 

3) S.J.James, C.James Food Research International,43, 
(2010),pp.1944-1956 

4) “ GF-08 - -”
<http://www2.tbb.t-com.ne.jp/maruhati-a-

s/>( 2016-12-28) 

85%

95%

105%

115%

20 25 30 35 40

C
O

P

T3[ ]



Supporting Information 
S1 GF-08  

 R134a R404A GF-08 
 0 0 0 
 1430 3920 3 

 14 11 1 
 

 
S1  

 
S2 p-h  

 
COP  

 (1) 
 (2) 
 (3) 

 (4) 

 
(5) 

 (6) 
 (7) 

 (8) 

P1 [kPa]  
T1 [ ]  
h1 [kJ/kg]  

P3 [kPa]  
T3 [ ]  
P2 [kPa]  
h2 [kJ/kg]  
V [m3/kg]  

  
h3 [kJ/kg]  
h4 [kJ/kg]  
COP  
 

 

 (9) 

 (10) 

 (11) 

 (12) 

 (13) 

v [m/s]  
Q[kJ/s]  

[m3/kg]  
A [m2]  
Pcool [kJ/kg]  
k [kJ/s/ ]  
Tat[ ]   
Tset [ ]  
h1 [kJ/kg]  
h4 [kJ/kg]  
Re  
d [m]  

[ Pa*s]  
  
P [kPa]  

L [m]  
 



Supporting Information 
S1 GF-08  

 R134a R404A GF-08 
 0 0 0 
 1430 3920 3 

 14 11 1 
 

 
S1  

 
S2 p-h  

 
COP  

 (1) 
 (2) 
 (3) 

 (4) 

 
(5) 

 (6) 
 (7) 

 (8) 

P1 [kPa]  
T1 [ ]  
h1 [kJ/kg]  

P3 [kPa]  
T3 [ ]  
P2 [kPa]  
h2 [kJ/kg]  
V [m3/kg]  

  
h3 [kJ/kg]  
h4 [kJ/kg]  
COP  
 

 

 (9) 

 (10) 

 (11) 

 (12) 

 (13) 

v [m/s]  
Q[kJ/s]  

[m3/kg]  
A [m2]  
Pcool [kJ/kg]  
k [kJ/s/ ]  
Tat[ ]   
Tset [ ]  
h1 [kJ/kg]  
h4 [kJ/kg]  
Re  
d [m]  

[ Pa*s]  
  
P [kPa]  

L [m]  
 

 

S3 COP (L=2[m]) 
 

 
S4 COP (L=4[m]) 

 

 

 

 

 GF-08/ /R404A 

 
1 [W/mk] 

1.6 

 
2 [W/mk] 

0.024 

 Tat [ ] 
(2015/1/1~2015/12/31) 

 T3 [ ] T3= Tat + 15 
 Tset [ ] 0 
 T1 [ ] T1=Tset=0 

 d [mm] 25.4 
 L [m] 3 

 

85%
90%
95%

100%
105%
110%

20 25 30 35 40

C
O

P

T3[℃]

GF-08/R404A GF-08/R134a

85%

95%

105%

115%

125%

20 25 30 35 40

C
O

P

T3[℃]

GF-08/R404A GF-08/R134a



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 208 －

B2-09, P2-003

 
Life Cycle Design of Food Packaging based on the Analysis of Product Functions 

*1) 1) 1) 
Naoki Yokokawa, Hirokazu Sugiyama, Masahiko Hirao 

1)  
* n-yokokawa@pse.t.u-tokyo.ac.jp 

 
1.  

1

 
1)

2)

 

 
1  

 
2.  
2.1  

4 1 4
4

 
1  

  

  
  
  
  

 
2.2  

2.1

2
S1

3)

 

 
2  



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 209 －

 
Life Cycle Design of Food Packaging based on the Analysis of Product Functions 

*1) 1) 1) 
Naoki Yokokawa, Hirokazu Sugiyama, Masahiko Hirao 

1)  
* n-yokokawa@pse.t.u-tokyo.ac.jp 

 
1.  

1

 
1)

2)

 

 
1  

 
2.  
2.1  

4 1 4
4

 
1  

  

  
  
  
  

 
2.2  

2.1

2
S1

3)

 

 
2  

 
 
3.  
3.1  

 

2.2

3

1
1

 

 
3  

 
3.2  

3
(1) ( )

SI  

   (1) 
(1)

4 GWP

GWP  
 
3.3  

4

 

 

4 GWP  
4

1

2

3

 

 
 
4.  

 
 

 
(S-16)

 
 

 
1) Williams H., Wikström F.: J. Clean Prod., 19 (1), (2011), 

pp. 43-48 
2) , , , : 11

LCA , , (2016), pp. 284-
285 

3) LCA : 26 27  
(2016)

[–
]

[–]

0.5

1.0

0.5 1.0

1.0

0.9

1.1
1.2 1.3

1

2
3

GWP [–]



Supporting Information 
 

S1.  
S1

LCA
3)

 
 

 
S1  

  



Supporting Information 
 

S1.  
S1

LCA
3)

 
 

 
S1  

  

S2.  
(S1)-(S5) (S4)

(S5)  
 

   (S1) 

    (S2) 

     (S3) 

    (S4) 

     (S5) 
 

 :  [kg-CO2eq./product] 

 :  [kg-CO2eq./product] 

 :  [kg-CO2eq./kg] 

 :  [kg/product] 

 :  [m2/product] 

 :  [kg/m2] 

 :  [kg/s] 

 :  [kg-CO2eq./s] 
 

(S1)-(S5)
 

 

 

 
(1)  



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 210 －

C2-06

 

 
Study on Introduction of hotspot analysis as a screening method in Eco Mark programme 

*1) 2) 2) 3) 4) 
Hirotaka Sano, Haruo Suzuki, Norihiro Itsubo, Kiyotaka Tahara, Yasushi Kondo 

1) , 2) , 3) , 4)  
* hirotaka.sano@ ecomark.jp 

 
1.  

ISO14024

(1)
(2)

1

 

UNEP

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.  
2.1  

 
 
2.2  

ISO14020 ISO14024

 
 

(1)  
(2)  
(3)  

 
(4)  
(5)

 
 

(3)

 
 
2.3  

2.2.(3)

 
1)

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 211 －

 

 
Study on Introduction of hotspot analysis as a screening method in Eco Mark programme 

*1) 2) 2) 3) 4) 
Hirotaka Sano, Haruo Suzuki, Norihiro Itsubo, Kiyotaka Tahara, Yasushi Kondo 

1) , 2) , 3) , 4)  
* hirotaka.sano@ ecomark.jp 

 
1.  

ISO14024

(1)
(2)

1

 

UNEP

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.  
2.1  

 
 
2.2  

ISO14020 ISO14024

 
 

(1)  
(2)  
(3)  

 
(4)  
(5)

 
 

(3)

 
 
2.3  

2.2.(3)

 
1)

 

1  

 
2005

 
3EID2005

12

LIME2  
 
3.  

2

 

3

 

 
 
4.  

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1) , , , , 

, , , 11
LCA , , (2016), pp 

308-309 

 

 

 

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 212 －

C2-07

 
Consideration of mutual utilization between Environmental Product Declarations 

and Environmental Hot Spots Analysis 
*1) 1) 1) 1) 1) 2) 3) 

Masayuki Kanzaki, Akira Kataoka, Hanako Negishi, Satoko Itoh,  
Akiyoshi Ishizuka, Norihiro Itsubo, Kiyotaka Tahara 

1) , 2) , 3)  
* kanzaki@jeami.or.jp 

 
1.  

LCA
LCA

UNEP
UNEP

1) 

/ /

LCA

Environmental 
Products Declaration EPD

 

EPD

EPD

EPD  
 
2. EPD  

EPD
EPD ISO14025

 
 
2.1 EPD  

EPD
LCA

EPD
6 EPD 18

1

 
 

1 EPD LCA  
  

 
 

/
/

/
  

 
2.2 EPD  

EPD
EPD

2  
EPD

PCR Construction Product Regulation 
(EU305/2011) EN15804

2) LCA
ISO21930

3) 3
EPD

EN15804 
ISO21930

 
EPD 1

EPD

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 213 －

 
Consideration of mutual utilization between Environmental Product Declarations 

and Environmental Hot Spots Analysis 
*1) 1) 1) 1) 1) 2) 3) 

Masayuki Kanzaki, Akira Kataoka, Hanako Negishi, Satoko Itoh,  
Akiyoshi Ishizuka, Norihiro Itsubo, Kiyotaka Tahara 

1) , 2) , 3)  
* kanzaki@jeami.or.jp 

 
1.  

LCA
LCA

UNEP
UNEP

1) 

/ /

LCA

Environmental 
Products Declaration EPD

 

EPD

EPD

EPD  
 
2. EPD  

EPD
EPD ISO14025

 
 
2.1 EPD  

EPD
LCA

EPD
6 EPD 18

1

 
 

1 EPD LCA  
  

 
 

/
/

/
  

 
2.2 EPD  

EPD
EPD

2  
EPD

PCR Construction Product Regulation 
(EU305/2011) EN15804

2) LCA
ISO21930

3) 3
EPD

EN15804 
ISO21930

 
EPD 1

EPD

 

2 EPD (2016 12 ) 
   

 Environdec 339 
 PEP 1642 

 IBU 1698 

 
IERE 21 
NSF 80 
UL 594 

 
3 LCA EPD

EPD
( 1) 

EN15804  
ISO21930 

( 2) 
ISO21930 

 
(n=5) 80% 80% 
(n=8) 60% 10% 

2  
1  

 
3. EPD  

The Sustainability 
Consortium ( TSC) WRAP Product sustainabiltiy 
forum EPD

Environdec EPD
4 TSC WRAP

(KPI)
EPD

 
 
4.  

EPD

EPD

 
 
5.  
1) UNEP/SETAC Life Cycle Initiative Hotspots 

Analysis: mapping of existing methodologies, tools and 
guidance and initial recommendations for the 
development of global guidance (2014) 

2) BRE BRE Global Category Rules for Type III 
environmental product declaration of construction 
products to EN15804:2012+A1:2013 (2013) 

3) ISO ISO21930:2007 Sustainability in building 
construction - Environmental declaration of building 
products” (2007) 

4) TSC Beer Sustainability Insights
< https://www.sustainabilityconsortium.org/ >,

(2016-12-31) 
5) WRAP Hotspots,oppotunities & initiatives Beer

Ver.1  
< http://www.wrap.org.uk/ >, (2016-12-31) 

6) Environdec EPD TUBPRG Beer (S-P-00311 / 
2014)    
< http://www.environdec.com/ >, (2016-12-31) 

 
 

4 EPD

 

 
    

TSC 4  
 

 

 
KPI  

WRAP
PSF 5  

  
- 

Environd
ec-EPD 6)  

- 

5

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 214 －

C2-08, P2-105
 

 
Development and Application of Hotspots Analysis Method  

Considering Environmental Aspects and Social Aspects 
*1) 1) 1) 2) 2) 3) 1)  

 
Yuki Ichisugi, Satomi Suguri, Haruo Suzuki, Chiharu Fuji, Kiyotaka Tahara, Yasushi Kondo, Norihiro Itsubo, 

1) 2)  3)  
* g1583102@ tcu.ac.jp 
 
1.  

2015 9
2030

SDGs Sustainable Development Goals
SDGs 17
169

 
LCA

 

 

LCA  

2014 UNEP/SETAC Life Cycle Initiative
HSA Hotspots Analysis

HSA LCA

WRAP

HSA
HSA  

 
2.  

HSA
SDGs

 
HSA

 
 
3.  
3.1  

 
 

 
1 SDGs  

 
3.2  

IDEA2 144

2011  

 
 
3.3  

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 215 －

 

 
Development and Application of Hotspots Analysis Method  

Considering Environmental Aspects and Social Aspects 
*1) 1) 1) 2) 2) 3) 1)  

 
Yuki Ichisugi, Satomi Suguri, Haruo Suzuki, Chiharu Fuji, Kiyotaka Tahara, Yasushi Kondo, Norihiro Itsubo, 

1) 2)  3)  
* g1583102@ tcu.ac.jp 
 
1.  

2015 9
2030

SDGs Sustainable Development Goals
SDGs 17
169

 
LCA

 

 

LCA  

2014 UNEP/SETAC Life Cycle Initiative
HSA Hotspots Analysis

HSA LCA

WRAP

HSA
HSA  

 
2.  

HSA
SDGs

 
HSA

 
 
3.  
3.1  

 
 

 
1 SDGs  

 
3.2  

IDEA2 144

2011  

 
 
3.3  

 

 
 

 

d e
 

 
LIME2 17

4

HSA  
 
4.  
4.1  

10
4

1 9
240

 
 
4.2  

1 HSA

 
 

1 HSA  

 

4.3  
2

 
 

2  

 

 

5.  

HSA

 
 

2030 , United 
Nations Information Centre,( ),
http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_devel
opment/sustainable_development/2030agenda/  
UNEP/SETAC Life Cycle Initiative Guidance for 
Social Life Cycle Assessment of Products , 
(2013),pp33-75 

23 2011
, 3

,  
pp290-pp292 

23 2011
, e-stat, 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001
060671&cycode=0  

23 2011
, 

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/tok/anst00_h23
.htm

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 216 －

D2-06

CO2  
The Impact of Consumption Behavior of Foreign Travelers of Japan on CO2 emissions 

                       *1) 1) 1) 

Mutsumi Shibata, Shigemi Kagawa, Kayoko Shironitta 
1)  

* yasuaouw88@gmail.com 
 
1.  
 

 
2015 1974

2016
2000

3
2016  

1637
82.9 2016

1420 71 9 1
499 2 400 3

368 4 152 5
103

2016  

 

CO2

 
 
2.  
 

2016

2015
4993689

(3EID) CO2 (t-CO2/ )

CO2  

CO2

 
 

1

n
c c c

i i
i

Q e x P
�

��              (1) 

 
cQ : c
CO2  

ie : 3EID i CO2  

c
ix : c i

 

cP : c  

 
 

 
3.  

 
 

(http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityous
a.html) 
   2015  
(http://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/) 

100 CO2 (t-CO2/100 ) 
(http://www.cger.nies.go.jp/publications/report/d031/jpn/dat
afile/embodied/2005/403.htm) 
   
(http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityous
a.html) 

 
 
4.  
 

1 4539
41 8 25 8



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 217 －

18 5 2015 1
17 6168 16 5%

 

4 7819 1
8% 3%

12% 9% 51%
17% 1  

3% 3%
15% 17% 62%

2
CO2

CO2

2528 CO2

 
 
 

1.  

 
 

 

 

1  

 

 
2 CO2

 
 

2016
http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityousa.
html 

2016 2015
http://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/ 

2016
(3EID)  

http://www.cger.nies.go.jp/publications/report/d031/jpn/data
file/embodied/2005/403.htm 

2016  
http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityousa.
html 
 
 
 

 
 

 
 
 
 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 218 －

D2-07, P2-022
 

Life cycle assessment considering consumers taste in apparel industry 
*1) 1) 

Ikusuke Sako, Kiyoshi Dowaki 
1)  

*7413046@ed.tus.ac.jp 
 
1.  

2016
2030 15

kl 1)

 

2)

 

 
 
2.  
2.1  

100%

2,3)  

1
10

10
 

 
2.2  

LCA
Milca(ver.1.2.0.0)

LCA 3)

CO 4)

( ) ( )
 

 

 
2.3  

 
< > 

40~59  
( ) 200  

 
2016/12/21 26  

 
(1) (2)

 

][
][]/[][

�

��
   (1) 

 
 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 219 －

 

Life cycle assessment considering consumers taste in apparel industry 
*1) 1) 

Ikusuke Sako, Kiyoshi Dowaki 
1)  

*7413046@ed.tus.ac.jp 
 
1.  

2016
2030 15

kl 1)

 

2)

 

 
 
2.  
2.1  

100%

2,3)  

1
10

10
 

 
2.2  

LCA
Milca(ver.1.2.0.0)

LCA 3)

CO 4)

( ) ( )
 

 

 
2.3  

 
< > 

40~59  
( ) 200  

 
2016/12/21 26  

 
(1) (2)

 

][
][]/[][

�

��
   (1) 

 
 

 

]/[1
][]/[

][

�

��    (2) 

 
3.  
3.1  

0.5
/ 10 6

6 / 1
2 /  

 
3.2  
 2  

 

 
2 20%

1  
1  

 
 
3.3  

3.1 1

3  

 

3

30%  

10%
20%

 
 
4.  

 

 

 
 

1) :SAVE THE ENERGY PROJECT, 
<https://amazonfashionweektokyo.com/jp/the22th/event/sav
etheenergyproject.html>, ( 2016-12-20) 
2) , :

, , 
vol21, No3, pp148-156, (2010) 
3) : ( ) LCA , 
(2003) 
4) 2 : CO

, LCA , 6 (3), (2010), pp209-216,  



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 220 －

D2-08, P2-027

 
Development and Application of Event Assessment Method  

Considering Legacy and Sustainability 
*1), 2), *1) 

Yuki Ikeda, Nobuaki Koshikawa, Norihiro Itsubo  
1) , 2)  

* g1362010@ tcu.ac.jp 
 

1.  
ISO20121

ISO20121 JOC

MICE

2.  
1)

3.  
IOC

, 
 2)

. , 
, , 

.  3)

, 
. 1,2  

 

 
 

 

, , 

. 1  

 

 

4 . 
, 

, 
. , 

, , 
. 

, 
, , 

.  
 
4.  

, . 2
, , 

, , , , 
. , 

.  



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 221 －

 
Development and Application of Event Assessment Method  

Considering Legacy and Sustainability 
*1), 2), *1) 

Yuki Ikeda, Nobuaki Koshikawa, Norihiro Itsubo  
1) , 2)  

* g1362010@ tcu.ac.jp 
 

1.  
ISO20121

ISO20121 JOC

MICE

2.  
1)

3.  
IOC

, 
 2)

. , 
, , 

.  3)

, 
. 1,2  

 

 
 

 

, , 

. 1  

 

 

4 . 
, 

, 
. , 

, , 
. 

, 
, , 

.  
 
4.  

, . 2
, , 

, , , , 
. , 

.  

 

 
, 

, , 
. .  

 
n= CO2 , ,  

P= , I=  
 

, 3EID
, CO2 . , 

. 
, GRI

, .  
, 

. , , 

, 
. 

.  
, 

. 
.  

 

n=  
Er= , F=  

Ee= , Tee=  
Ce CO2 ton , Tce CO2 ton  

 
5.  

, 

3 .  
 

 
, , 

. 4 . 

, 
.  

 

 
, 7.5 . 

4
.  

, , 
, 

. , 
, , 

, .  
, 

, 
.  

 
6.  

, , 
.   

MICE , 
4 . 

, 

.  
 

1)  ,   “
”(2011) 

2)   “  2020
”, , (2013),P.54 

3)   “ 30
”(2013)



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 222 －

E2-06

ICT  

 
The Effects of Introducing ICT Services on the Reduction of Energy Demand  

and CO2 Emissions in Japan 
*1) 1) 1) 2) 2) 2) 

Yosuke Munesue, Sho Ueno, Masako Tsurumi, Xiaoxi Zhang, Takeshi Origuchi, Shinsuke Hannoe 
1) , 2) NTT  

* munesue.y.aa@m.titech.ac.jp 
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E2-07

Assessing the potential of introducing energy management technologies 
with a renewal of old new-town areas

*1) 2)

Kazuya Nagao, Hirokazu Kato
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E2-08, P2-088

CO2  
 

Evaluation of daily activity schedules and neighborhood composition  
from the viewpoint of CO2 reduction by applying Micro-Grid 

*1) 1) 1) 
Atsushi Sato, Kiyo Kurisu, Keisuke Hanaki 
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* a_sato@env.t.u-tokyo.ac.jp 
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E2-09

CO2

Cost and CO2 emissions from residential energy system under various usage conditions
*1) 1) 1)

Akito Ozawa, Yuki Kudoh, Kiyotaka Tahara
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Case of development and practice of the life cycle Sugoroku content intended for printing.�  
� In addition to the choice of carbon offset � 
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Environmental Education Program Based on Life Cycle Thinking in an Elementary and Junior 
High School  - Practice Record for 7 Years with Green Wall Cultivation Using Rainwater - 
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A2-16

 
( 2) 

Effect of active learning of high school students to local sustainability 
- The Human social life cycle analysis in Uchiko town (Part 2) - 

*1) 
Takahiro Nakaguchi 
1)  

* nakaguti@sic.shibaura-it.ac.jp 
 

 

HLCA(
 

HLCA 2
A

 
 

HLCA
1 2  

 

 

A

S4

 

1 A
2 3

2

B
ESD C

S 2
2013  

6 4
100

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 237 －

 
( 2) 

Effect of active learning of high school students to local sustainability 
- The Human social life cycle analysis in Uchiko town (Part 2) - 

*1) 
Takahiro Nakaguchi 
1)  

* nakaguti@sic.shibaura-it.ac.jp 
 

 

HLCA(
 

HLCA 2
A

 
 

HLCA
1 2  

 

 

A

S4

 

1 A
2 3

2

B
ESD C

S 2
2013  

6 4
100

 

 
ESD

A 2
 

4.1  ESD  
3

 
3 B

C

 
4.2   

3

S 2

S
 

3 4.1

 
4.3  A  

2 3
1 2 ESD

2 1 2
3 3
3

3

 
 

HLCA 2
A

ESD
C

A 2

 

(2016) 11
. 

(2016)

50

60

70

80

90

Q1-1 

Q1-2 

Q1-3 

Q1-4 Q1-5 

Q1-6 

Q1-7 

A B C

 ESD

50

60

70

80

90

Q2-1 

Q2-2 

Q2-3 

Q2-4 

Q2-5 

Q2-6 

Q2-7 

Q2-8 

Q2-9 

Q2-10 

Q2-11 

Q2-12 

A B C

 

50

60

70

80

90

2-1 2(2 ) 2-3(2 )
2-3(3 )

ESD  



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 238 －

A2-17, P2-036

 

Impact on systematic thinking caused by Environmental Education Based on Life Cycle Thinking 
*1) 2) 1) 

Takayuki Morimasa, Yusuke Kitamura, Norihiro Itsubo 
1) , 2) elsa 

* g1362127@tcu.ac.jp 
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B2-13

Life cycle greenhouse gas emissions from beef production systems using crossbred or dairy-breed 
cattle in Japan

*  
Akifumi Ogino, Takahiro Yamashita, Takashi Osada

*aogino@affrc.go.jp
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B2-14

Life Cycle Impact Assessment of Organic Grass-fed Beef Production in Japan
*1) 2) 2) 2)

Michio Tsutsumi, Yutaka Ono, Hideki Ogasawara, Masayuki Hojito
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B2-15

 
Environmental Efficiency Analysis of Fishery Sector in Japan 

*1) 1) 
Kazuya Shikita, Shigemi Kagawa 

1)  
* kztgtng@gmail.com 

 
1.  

1984
2014

2014

 

2010 Johansen

 

8 38
Decision Making Units: DMU

2010

DMU

 
 
2.  

Data Envelopment Analysis: DEA

5

DMU

CO
 

DEA

CCR Charnes-Cooper

-Rhodes (1)
 

 

 

J� DMU 1J� �
0 1J�� � )

DMU 38 1 J

38 j� DMU

ijx j DMU

i rjy j DMU

r
3

1 i 3
5

1 r 5 DMU

(2) (1)
 

 

 
 
3.  

2013 38



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 245 －

 
Environmental Efficiency Analysis of Fishery Sector in Japan 

*1) 1) 
Kazuya Shikita, Shigemi Kagawa 

1)  
* kztgtng@gmail.com 

 
1.  

1984
2014

2014

 

2010 Johansen

 

8 38
Decision Making Units: DMU

2010

DMU

 
 
2.  

Data Envelopment Analysis: DEA

5

DMU

CO
 

DEA

CCR Charnes-Cooper

-Rhodes (1)
 

 

 

J� DMU 1J� �
0 1J�� � )

DMU 38 1 J

38 j� DMU

ijx j DMU

i rjy j DMU

r
3

1 i 3
5

1 r 5 DMU

(2) (1)
 

 

 
 
3.  

2013 38

2013

2013

5 3
5 DEA  

 
4.  

1 2013 38
1

13

=0.781  

=0.622  
1

 

 

1.  
  

1 DMU  

 DMU   DMU  

1  1 20  0.545 
1  1 21  0.433 
1  1 22  0.428 
1  1 23  0.414 
1  1 24  0.413 
1  1 25  0.402 
1  1 26  0.400 
1  1 27  0.399 
1  1 28  0.365 
1  1 29  0.358 
1  1 30  0.342 
1  1 31  0.333 
1  1 32  0.327 
14  0.929 33  0.316 
15  0.781 34  0.307 
16  0.729 35  0.259 
17  0.613 36  0.247 
18  0.593 37  0.203 
19  0.564 38  0.164 

 
 
5.  
1) , , “

”, 
, , 2010 , pp. 79-94 

2) William W. Cooper et al., “DATA ENVELOPMENT 
ANALYSIS Second Edition”, Springer 
Science+Business Media, NY, (2007), pp. 21-34 

3) , “
DEA ”, , , 1993 , 
pp. 31-56 

 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 246 －

B2-16

�
�����������������������������������������
�������������
�	������������������
������������

�� ������������������� ����
���
�����
	������������������������������������	���

��� ����� �
������	���������	�����������

�
��� �

�

�

�

�� ���
�

�
�

��� �
���� �

�
 ­�

����� ���
�

�

�

�����
� ������� ����� 	������
������������

�����

�� �� ��

���

� �
���

����� ���
�

���� �



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 247 －

�����
�

����

�
��� �
���� �

�

�� �
�

���� �

�

���������� ��
�����������
 ����������

�
��




���
� 
�	����� �

	� ����
�

��� �
�

	�
�

����

�

�

�
�

�
�
����������������� �­���� ����� ������� ��������������
� 	
�������

���

	
�
���

�
 ���
�	
��
���	�
���

�
� �� 	
����
��	
���� �

�
� �� 	 ��
��	
���� �



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 248 －

B2-17

������������������
����
	����� 
������������ �­� 

Life Cycle Assessment of Reduced Chemical Golf Course Management 
Using a Fertilizer Derived from Brewing By-products 
����*1)����� 2) ����� 2) ����� 2) 

Kiyotada Hayashi, Takanori Kitagawa, Yoshitaka Mikage, Satoko Takasaki 
1) ���������
���
�, 2) 	������������������ 

* hayashi@affrc.go.jp 
 
1. ���� 
�����������������������

��
�� 1)��
	����
����
�	��

������������������������

���������
��������������

	����������� �� ������­�

	�­���
������	��������
�

������������������� 2)����

������	�� �������������


��������������������� ��

����������������� ������

� LCA���
�������­�������� 
 

2. �� 
2.1 ���������  
����	������������������

���������������¡���������

�¢����£¤��­��������
�� �

�������¥��������	���¦���

��£¤�¢§�¦��­���
�����¨��

©�£¤ LCA3,4)���
	�¦���������¦

����¡��¢ª£«¦¬�£¤��������

�����������¡¡��¤���®¯��¥

��¦§�°±��	¨��������²����

³��¢���³�	��������¡©� ��

����¢§¬��ª����	«������¬´

�µ��¦�����������£¤��� 
²����³�����­����®¯����	

°±²�����©�����
�����
³´µ

±¶�¶��­���������	��
����

·¸�·�������¸��¸���������

¹���� 
 

2.2 �������������������� 
���������������������	�

�º�����������»¼�¬´�
���½

¹�������������¾¿º��»À��¸

�������¼��¨��©�»À��¡Á�½¥

��¼��¢�������»¼�
³��¾��¿

�����	ÂÃ��������Ä����
	�

Å¹À�Á´��¬��ÅÆÇÈ�Â�������

É´��� 
 

2.3 
����
	�������� 
������¡�¢��¸��������	��

���	����	�������
�2016� 6Ã�
� 10 Ã�� 
���
������������
��
�¼�������	�ª�Ê²����Ë�

����� ²����Ä�����ÅÌ��ÆÇ�

����ÍÎ�

�����������
³�Ï

��	�Ð�¡ÑÒ���ÓÔ����
�����

Õ���
���
	±¶��� 1.5L����Ö��
�
	 1L�¬´�
É×��� 
²����³	�	����	���������

��
 2016 �����������È���¢��
��ÉÊ¹
�­�����¼�����¿Ø���

��� �����������
��������

ª�����
	�¢����Ù���­���Ú�

ËÛ���²������������
	��¢�

����Ì±�����­��¬´�
����Ì�

��������Í�ÎÜ��
ÝÞ��� 
 

2.4 ������ ��������
 
²���������ÏÃ������
	�NPK
¼Î�����
ß´�� GHG Á���É×���
¼Îà��Á�½¥	�ecoinvent 2�	á���¨â
����Ð���¸�������¼��¬� 5)�ã


�����������Ñº���­����
Â

���� ���
�Ì���°±²�°ä²à��

Â��Á�½¥����� 6)����ÑÒ�����


	�åæçè��é�ÉÒ����³ê�¢ë��

 �Á�½¥�ìí����
	�ìî®�ïÌÁ�

½¥¡«¼ 26���ð��� �Á�½¥�����
�ñ�Óò��®¯Á�	�Å�ãçó��Ñ�¸�

����ÔÕô¡2016������
×¹��� 
 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 249 －

2.5 ������ 
���������������������IPCC 

2013 GWP 100a�����������������
��������������������
���

��
���
��������
�������


�
	��
�������������
����

�������	����������� 
 

3. ���� 
3.1 �������GHG��
��
 
�
	�����������	 ­����	�

���������	�����������
��

��GHG���	����������������
����� m2��� 3.2�10–2 kg CO2-eq.	����
������������� 

 

 
(1) �����
���� 
(2) �����
���� 
(3) �����
������	�� 

	 1 ���������������������
GHG��
��
 

 
3.2 �� ­�������� 
������������	������� ��

���­��������������������

�	����
����������(3)�	����
������������������������

����� GHG ����������������
� m2��� 1.8�10–2 kg CO2-eq.���������
�������� 

 
4. ����� 
4.1 ��
��� 
�
���������������������

�������������� GHG �������
����������������������	�

�
���	������������������

� ��
���������������
���

��	 ­�	��
��������	�����

¡�����¢
��£�¤����¥¦�����

������§����GHG���	�������
	�¨�����©���¡	����������

¢£��������	 IPM�ª��«¬®����
��¯­��¡¤ ¥¥��	��
����¦§	

����°¨���� 
 

4.2 ���� 
�
������©ª��«±²¬�®�²¬��

�������������
����������

�� �	�¯������������	¦§��

���°�����³	´µ¶¢·¸¶	�	���

¹º�¢£�±²����� 
 

4.3 ��������������� 
�������	��
��³»��´
��	¼

µ¨�¶±��������
����·¸	���

���¹��	��½��¾¨�������³»�

��´
��	¦§��
������������

®��º»�¿¼�À��
�����°�����

�	��
��³»��«±Á´
���¦§���

��¢£�°����±²���� 
 
�� 
ÂÃ½¾·�
¶¢·¿�	���
����Ä�

Å����� Æ�ÇÈÉ�����
������

����¶
Ê	���ËÌ����ÂÃ½¾�
Í

ÎÏÉ�����ÐÑ����Ò��¶
Ê	Ó³»

��À������Á���Â� 	Ô����¼Ã

��Õ¨��ÄÅ�®��¿Ö�×�ØÆª����

Ç��
�Ù���Ú�Ê
�·´Û�	
ÈÜ
	

¶¢���ÂÃ½¾��­���Éª���� 
 
���¡ 
1) Witteveen G., Bavier M.: Practical Golf Course 

Maintenance, 3rd edn, Wiley, (2013) 
2) Narusaka M., Minami T., Iwabuchi C. et al.: PLOS 

ONE, 10(1), (2015), e0115864 
3) Hayashi K.: Int. J. LCA, 18, (2013), pp.331–339 
4) Hayashi K., Nagumo Y., Domoto A.: Sci. Total 

Environ., 571, (2016), pp.134–141 
5) Hayashi K., Makino N., Shobatake K., Hokazono S.: J. 

Clean. Prod., 73, (2014), pp.109–115 
6) �ËÝ, ÊÞß�, àÍáâ, Ëãä: Ì 7å��
æçè�½��ÅÔ½éê�ë¥ , (2012), 
pp.156–157 

 

kg CO2-eq./m2 



第12回日本ＬＣＡ学会研究発表会講演要旨集（2017年３月）

－ 250 －

C2-13

Implementation of Life Cycle Thinking: A Case Study in Tanegashima
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C2-15

砂糖・バイオエタノール逆転生産プロセスの導入による GHG排出削減効果
Reduction of GHG emission by introducing Inversion process into existing sugarmill 

○福島康裕*1)、小原聡 2) 、大内田弘太朗 3) 、菊池康紀 3)

Yasuhiro Fukushima, Satoshi Ohara, Kotaro Ouchida, Yasunori Kikuchi 
1) 東北大学,  2) アサヒグループホールディングス,  3) 東京大学

* fuku@sis.che.tohoku.ac.jp 

1. はじめに
世界的な人口増加に伴い，食料・エネルギー不足が
予測される中、バイオマス（植物資源）を用いた食料
とバイオ燃料の増産が望まれている。サトウキビは単
位収量が高く、主に砂糖原料となるショ糖と、エタノ
ール原料となる還元糖（ブドウ糖，果糖）を蓄積する
ため、小面積で砂糖（食料）とエタノール（バイオ燃
料）を多く生産できる作物として注目されてきた。世
界的に優良農地が減少するなか、世界の研究機関が多
収性サトウキビ品種を開発してきたが、多収性サトウ
キビには、砂糖の晶析を阻害する還元糖が多いという
世界共通の課題があった。土地あたりの糖生産量は増
加するものの、還元糖比率の高さから砂糖回収率が低
下するため、エタノールのみの増産は可能だが、砂糖
を同時に増産できないことから、結果として産業上利
用されてこなかった。
近年，還元糖のみを選択的にエタノールに変換する
特殊な酵母（ショ糖非資化性酵母）を用いて、第一段
階で砂糖製造の阻害因子である還元糖のみを選択的に
エタノール変換し、第二段階で砂糖を高効率に生産す
る画期的な生産プロセスが開発された１）。砂糖とエタ
ノールの生産順序が従来と逆転（従来は砂糖製造後の
糖蜜をエタノールに変換）したプロセスであるため，
「逆転生産プロセス」と呼ばれている２）。
逆転生産プロセスは，還元糖の選択的変換・除去に
より、砂糖製造効率（ショ糖の晶析効率）を飛躍的に
向上させる２）。最近では，砂糖（食品）工場で利用可
能な Saccharomyces cerevisiae属のNon-GMOショ糖非
資化性酵母も開発され３），さらにエタノールも製糖工
場の濃縮工程を利用して回収可能であるため，既存の
製糖工場への導入が容易である。以上の特徴から，還
元糖を多く含む多収性サトウキビとの組み合わせによ
り，砂糖とエタノールの同時増産が可能となる。
このような技術を用いて生産されるバイオ燃料は、
食料との直接競合を起こす第 1世代バイオ燃料（食料
から製造するバイオ燃料）、これを回避する第 2世代
（未利用繊維分や廃棄物など食料以外からのバイオ燃
料製造）、第 3世代（藻類からのバイオ燃料製造）とは
一線を画した、新たな世代のバイオ燃料と考えること
ができる。そのため，従来型のバイオ燃料生産による

GHG排出削減効果とは異なる考え方が必要になる。
 本報告では、既存の製糖工場に逆転生産システム（多
収性サトウキビ＋逆転生産プロセス）を導入した際の
GHG排出削減効果を算出し，食料とバイオエタノール
を併産する場合の LCAの課題を議論する。

2. 評価方法
2.1 評価対象とする地域
バイオマスの生産，バイオエネルギーの利用等は地
域によって条件が大きく異なる。今回は，様々なサト
ウキビ原料生産データを有する九州沖縄農業研究セン
ター・さとうきび試験地が立地し，逆転生産プロセス
のプラント実証試験を実施している国内唯一の製糖工
場である新光糖業（圧搾能力：1,500 [t-sugarcane/d]）が
立地している，種子島（鹿児島県）をモデル対象地域
とする。しかしながら，地域特有の事情／影響をでき
るだけ排除することによって，システムの導入効果に
焦点を当てることとする。

2.2 方針
既往の研究４）では，多収性サトウキビ品種を導入し，
逆転生産プロセスを用いずに従来と同量の砂糖生産を
した場合に，余剰バイオマス発電とバイオエタノール
生産の増加分によって回避される排出量を，製糖プロ
セス及びエタノール製造に係る排出量変化に加えるこ
とで，単位面積の畑あたりのGHG排出削減効果を定
量化している。すなわち，農地の利用面積と砂糖生産
量を一定に揃えた仮定を採用している。
一方，本研究では，以下の 2ケースを比較すること
により，逆転生産システム導入に伴うGHG排出削減
効果を算出する。
Case1: 従来の製糖用サトウキビを原料とし，製糖工場

に従来のエタノール生産プロセス（糖蜜から
のエタノール生産）のみを導入

Case2: 多収性サトウキビに変更し，製糖工場に逆転生
産プロセスを導入（逆転生産システムを導入）

本研究では，食料とエネルギーの同時増産が起こっ
た場合の農地あたりのGHG排出削減量の変化を算定
した後，砂糖，エタノール，電力の機能単位あたりの
GHG排出削減効果の貢献度を算定することとする。シ
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ステム拡張の考え方は採用せず，一定のポリシーのも
とに，各製品（砂糖，エタノール，電力）へGHG排
出量をAllocationする。

2.3 評価範囲および機能単位
評価範囲は，サトウキビ生産から砂糖・エタノール・
電力の生産までを考える。サトウキビ生産に関しては，
品種のみを変更することとし，農地への肥料・水等の
投入量は同じ条件とする。バガスボイラーおよび発電
設備の更新はしない。地域におけるバガス需要（畜産
敷料等）はある程度考慮するが，Case1と 2では同じ
条件とし，最終的にはバガスはすべて CO2になると仮
定し，GHG排出量としてカウントする。
機能単位は，以下の 2つの観点から算出し議論する。

1) 農地 1 haあたりから生産される原料およびそこか
ら派生する製品製造に伴うGHG排出量
[kg-CO2.eq./ha] 

2) 各製品の機能単位（砂糖 1 kg，エタノール 1 L，電
力 1 kWh）毎のGHG排出量

2.4 逆転生産システム
従来システムと逆転生産システムの比較概要を図１
に示す。原料変更とプロセス変更（製糖工程に熱交換
器（発酵前後）と選択的発酵槽を挿入）が従来システ
ムと異なる点である。逆転生産システムでは，砂糖製
造効率が向上するが（砂糖回収率向上と晶析エネルギ
ーの減少），一方で新たに熱交換によるエネルギーロス
が発生する。熱交換器についてはエネルギーロスが最
小になるように設計した５）。

図１．逆転生産システムの概要
 
2.5 計算方法
システム全体の物質／エネルギー収支，GHG排出量
については，プロセスモデルを作成し算出した６）。ケ

ーススタディに用いた主なパラメータを表 1に示す。

表 1  計算に用いた主なパラメータ
パラメータ データ 
収穫面積（種子島） 2,500 ha 
収穫方法 ハーベスタ 
バガス含水率 45 % 

砂糖品質（1,2番糖純糖率） 98 % 
砂糖品質（3番糖純糖率） 88 % 
最終エタノール濃度 99.5 % 

発電タービン効率 9.9 % 
還元糖除去率(逆転プロセス) 85 % 
発酵温度（従来＆逆転プロセス） 35℃

3. おわりに
従来の研究では，食料競合の回避を前提として，食
料増産に繋がらないバイオ燃料生産の技術開発，議論
が多くなされてきた。この場合のGHG排出削減効果
については，食料生産と切り離して考えられ，さらに
原料（食品残渣含む）からは燃料のみが生産されるた
め，分かり易かった。しかしながら，実際は，経済性
や土地競合の観点から食料生産とバイオ燃料生産は切
り離して考えられないケースが多い。
今後は，本研究のように，食料とエネルギーの同時
増産のために，システム上流の原料生産や食品製造プ
ロセスの変更などを行った場合に，下流のバイオ燃料
製造のGHG排出削減効果をどのように算定するのが
良いのかについて更なる研究・議論が必要であろう。
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14:00-14:20
14:20-14:40
14:40-15:00
15:00-15:20
15:20-15:40 休憩

P会場

15:40-16:40 ポスターセッション1　*コアタイムA:奇数番号
16:40-17:40 ポスターセッション2　*コアタイムB:偶数番号
17:40-18:00 移動
18:00- 交流会（厚生棟1F　厚生センター食堂）

3日目　3月3日（金）
A会場 B会場 C会場 D会場 E会場

9:40-10:00

バイオマス(1) パリ協定

特別セッション：
組織のLCAと削減
貢献量評価(1)
素材・部品・
プロセスの貢献

製品LCA(2)
10:00-10:20

ストック・フロー
(1)10:20-10:40

10:40-11:00
11:00-11:20 休憩
11:20-11:40

バイオマス(2) 生物多様性

特別セッション：
組織のLCAと削減
貢献量評価(2)
製品・サービスの

貢献

廃棄物(3) ストック・フロー
(2)

11:40-12:00
12:00-12:20
12:20-12:40
12:40-13:40 昼休み

A会場

13:40-15:05 学会各賞受賞記念講演
15:05-16:00 クロージング
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A3-01, P2-049

 
Life cycle impact assessment of low pressure bio-methanol production system 

*1) 2) 1) 
Tomoyuki Ishiyama, Teppei Nunoura, Kiyoshi Dowaki 

1) , 2)  
* 7413701@ed.tus.ac.jp 
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Table 1 Plant specification 

Case 1 Case 2
Plant Scale [dry-t/day] 12 12
Auxiliary Power
Compressor [kW] 176 75
Others [kW] 112 112
Produced Methanol [MJ/h] 2,640 2,706
Exhaust CO2 [kg/h] 691 691
Waste Water [kg/h] 267 254
Eeff (Exergy efficiency) 36% 39%

 
Table 1 Case 2

Case 1 2)  
2.4  
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2 Case

Case

 
 
3.  
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Fig.2
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Figure 2 Imapct assessment results 

 

Climate change( )
Water depletion( )
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4.  

 
 

 
1) , , , , 

: LCA , 9(1), (2013), pp 20-36 
2) Ishiyama T, Koido K, Nunoura T, Douwaki K; “4th 

Asian Conference on Biomass Science”, Penang, 
(2016), pp 63-66 



Supporting Information 
 

EcoInvent 3

LCA

SI 1)  
 

3  
3 ReCiPe Middpoint

18
Case 1

1 Fig. S1
 

 
 

SI 1) LCA  LCA/DB : “LCA 

” (2013) 

 

 
 

Figure S1 Impact assessment results 
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A3-02, P2-059
 

LCA  
Application of LCA to catalyst design for biogasoline production 

*1) 1) 2) 2) 1) 2) 2) 
Yasuyo Okuyama, Mitsuru Koike, Masazumi Tamura, Yoshinao Nakagawa, Akio Imai, Keiichi Tomishige, Yasuhiro 

Fukushima 
1) , 2)  

* Yasuyo.okuyama@showa-shell.co.jp 
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1) : “

242 ”, (2010). 
2) Liu, S., Okuyama, Y., Tamura, M., Nakagawa, Y., Imai, 

A., Tomishige, K., Catalysis Today, 269, (2016), 
pp.122-131. 

3) National Renewable Energy Laboratory (NREL): 
“Process Design and Economics for the Conversion of 
Lignocellulosic Biomass to Hydrocarbons”, (2015). 

4) JEC: “Well-to-Tank Report Version 4.a”, (2014). 
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A3-03

������� PET������ CO2�����


A study of CO2 emissions in biomass-derived PET manufacturing 
�����*1)���� 2)

Toshiro Semba, Atsushi Inaba 
1) ��������, 2) ��
��

* senba@iidawjc.ac.jp 
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A3-04
 

Towards measurement of eco-efficiency of Japan:  
Assessment of the environmental impacts of biomass products 

Sébastien M.R. Dente *1), Chihiro Kayo 2), Chika Aoki-Suzuki 1)3), Kiyotaka Tahara4), Seiji Hashimoto1) 
1) Ritsumeikan University, 2) Tokyo University of Agriculture and Technology, 3) Institute for Global Environmental strategies, 

4) National Institute of Advanced Industrial Science and Technology 
*15v01062@gst.ritsumei.ac.jp 

 
1. Introduction 

Eco-efficiency is an indicator used in environmental 
management policy and defined, in case of national level, as the 
ratio between the value of Gross Domestic Production (GDP) 
and the total environmental impact. Disaggregation of this 
indicator at the level of materials leads to several issues. First, as 
underlined in van der Voet et.al 1), a proper management of 
double counting is necessary, because resources/materials 
supply chain in the upstream side are intertwined. Second, as 
selected resources/materials being not necessarily final products, 
allocation of value added and environmental impact in the 
downstream side must be managed carefully. In this study, we 
determine the eco-efficiencies of biomass resources/materials as 
reported in the Japanese 2011 Input-Output (IO) table2), using 
greenhouse gas emissions as a proxy for environmental impacts. 
 
2. Methodology  
2.1 Estimation of upstream unitary environmental impacts 
and value added of targeted resources/materials  

We adjusted the 2011 IO table by removing the imports in 
order to get a domestic IO table. We then calculated the 
upstream unitary environmental impact (I) and value added (D) 
of targeted biomass resources/materials by multiplying the 
process emissions (S) and value added (V) with the Leontief 
inverse matrix (L). In all following equations, * refers to matrix 
type multiplication. 

� � � ∗ � ; � � � ∗ � ���. 1� 
2.2 Estimation of upstream environmental impacts and 
value added of targeted resources/materials  

The upstream environmental impact (Eup) and value added 
(Vup) of targeted resources/materials are calculated by 
multiplying the previous unitary coefficients by the total 
production of resources/materials (X) adjusted from double 
counting by a coefficient (k). 

��� � ��� ; ��� � ��� ���. 2� 
The coefficient k is calculated as shown in eq.3 by 

decomposing the intermediate matrix (A) of the IO table into 
four block matrices Att, Ato, Aot and Aoo in which t is the 
index representing targeted resources/materials and o is the 
index representing non–targeted resources/materials. Loo is then 

the Leontief inverse of the matrix Aoo. Id is a vector of which 
all components are equal to one.  

��� � ��� � ���� � ���������� ∗ � ���. 3� 
The core idea to manage double counting is to keep intact the 
integrity of the supply chain of targeted resources/materials. For 
example, feed and forage crops, a targeted resource/material, is 
used as input to beef and dairy cattle which are also targeted 
resource/materials. In this case, the input amount is allocated to 
beef and dairy cattle and not to feed and forage crops for which 
it constitutes a double count. 
2.3 Estimation of downstream environmental impacts and 
value added of targeted resources/materials 

The calculation of downstream environmental impacts (Ed) 
and value added (Vd) of targeted resources/materials requires 
the allocation of process environmental impact (So) and value 
added (Vo) of non-targeted resources/materials to targeted ones. 
Our allocation (αto) is based on the intermediate coefficient 
matrix (A) as shown in eq.4.  

��� � ��� ∗ ��� ���. 4� 
For example, the value added and environmental impact of meat, 
a non-targeted resource/material, is allocated to its inputs 
following the intermediate matrix coefficients, i.e. 29% to hogs, 
29% to beef cattle, 16% to chickens and 5% to wholesale trade. 
Hogs, beef cattle and chickens are targeted resource/materials 
which is not the case of wholesale trade. In addition, we 
considered that the share value added represents in the input 
coefficients should not be allocated to targeted 
resources/materials. For the case of meat, this represents for 
example 10%. 

An iterative process is thus used to calculate the final 
allocation coefficient to targeted resources/materials as shown in 
eq.5 and eq.6, in which Yoo corresponding to the final demand 
of non-targeted resources/materials.  

�� � ��� ∗ �������� ∗ ��� ∗ �� ���. 5� 
�� � ��� ∗ �������� ∗ ��� ∗ �� ���. 6� 

 
3. Results and Discussion 
3.1 Life cycle environmental impacts and value added of 
targeted materials 

Figure 1 shows the estimated results of environmental impact 
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downstream side must be managed carefully. In this study, we 
determine the eco-efficiencies of biomass resources/materials as 
reported in the Japanese 2011 Input-Output (IO) table2), using 
greenhouse gas emissions as a proxy for environmental impacts. 
 
2. Methodology  
2.1 Estimation of upstream unitary environmental impacts 
and value added of targeted resources/materials  

We adjusted the 2011 IO table by removing the imports in 
order to get a domestic IO table. We then calculated the 
upstream unitary environmental impact (I) and value added (D) 
of targeted biomass resources/materials by multiplying the 
process emissions (S) and value added (V) with the Leontief 
inverse matrix (L). In all following equations, * refers to matrix 
type multiplication. 

� � � ∗ � ; � � � ∗ � ���. 1� 
2.2 Estimation of upstream environmental impacts and 
value added of targeted resources/materials  

The upstream environmental impact (Eup) and value added 
(Vup) of targeted resources/materials are calculated by 
multiplying the previous unitary coefficients by the total 
production of resources/materials (X) adjusted from double 
counting by a coefficient (k). 

��� � ��� ; ��� � ��� ���. 2� 
The coefficient k is calculated as shown in eq.3 by 

decomposing the intermediate matrix (A) of the IO table into 
four block matrices Att, Ato, Aot and Aoo in which t is the 
index representing targeted resources/materials and o is the 
index representing non–targeted resources/materials. Loo is then 

the Leontief inverse of the matrix Aoo. Id is a vector of which 
all components are equal to one.  

��� � ��� � ���� � ���������� ∗ � ���. 3� 
The core idea to manage double counting is to keep intact the 
integrity of the supply chain of targeted resources/materials. For 
example, feed and forage crops, a targeted resource/material, is 
used as input to beef and dairy cattle which are also targeted 
resource/materials. In this case, the input amount is allocated to 
beef and dairy cattle and not to feed and forage crops for which 
it constitutes a double count. 
2.3 Estimation of downstream environmental impacts and 
value added of targeted resources/materials 

The calculation of downstream environmental impacts (Ed) 
and value added (Vd) of targeted resources/materials requires 
the allocation of process environmental impact (So) and value 
added (Vo) of non-targeted resources/materials to targeted ones. 
Our allocation (αto) is based on the intermediate coefficient 
matrix (A) as shown in eq.4.  

��� � ��� ∗ ��� ���. 4� 
For example, the value added and environmental impact of meat, 
a non-targeted resource/material, is allocated to its inputs 
following the intermediate matrix coefficients, i.e. 29% to hogs, 
29% to beef cattle, 16% to chickens and 5% to wholesale trade. 
Hogs, beef cattle and chickens are targeted resource/materials 
which is not the case of wholesale trade. In addition, we 
considered that the share value added represents in the input 
coefficients should not be allocated to targeted 
resources/materials. For the case of meat, this represents for 
example 10%. 

An iterative process is thus used to calculate the final 
allocation coefficient to targeted resources/materials as shown in 
eq.5 and eq.6, in which Yoo corresponding to the final demand 
of non-targeted resources/materials.  

�� � ��� ∗ �������� ∗ ��� ∗ �� ���. 5� 
�� � ��� ∗ �������� ∗ ��� ∗ �� ���. 6� 

 
3. Results and Discussion 
3.1 Life cycle environmental impacts and value added of 
targeted materials 

Figure 1 shows the estimated results of environmental impact 

 

and value added of target biomass resources/materials. The top 
highest five environmental impact sectors are rice (17%), 
marine fishery (14%), dairy cattle farming (14%), vegetables 
(13%) and beef cattle (10%). The top five highest value added 
sectors are vegetables (21%), rice (19%), marine fishery (10%), 
dairy cattle farming (8%) and fruits (8%). Reasons of these 
results differ between resources/materials. Vegetables, rice, 
marine fishery, dairy cattle farming and fruits represent 
respectively 20%, 18%, 9%, 8% and 7% of the 11 billion 
associated with the production of targeted resources/materials. 
In terms specific impact, dairy cattle farming and marine fishery 
are the most impactful resource/material, respectively 9 
gCO2e/yen and 9.32 gCO2e/yen, whereas for specific value 
added, vegetable and rice are the one with high value, 
respectively added 0.89 yen/yen and 0.86 yen/yen. Except for 
sugar crops (56%), more than 90% of the environmental impact 
of targeted resource/materials occurs in the upstream phase. For 
value-added, though upstream still represents the main share for 
all sectors except sugar crops (50%), feed and forage crops 
(49%) and wheat (47%), the downstream covers as much as 
20-50% of value added for 16 sectors and 0-20% for 6 sectors.  
3.2 Eco-efficiency of target biomass resources/materials 

Figure 1 also shows the respective eco-efficiencies of target 
biomass resources/materials. The average eco-efficiency is 0.18 
yen/gCO2e. The top five worst eco-efficiencies are encountered 
for wheat, beef cattle, crops for beverages, dairy cattle farming, 

and marine fishery sectors which should therefore be managed 
carefully. 

  
4. Conclusion 

This study estimated carbon efficiencies of biomass 
resources/materials. Environmental impact and value added 
showed different patterns leading to consider wheat, beef cattle, 
crops for beverages, dairy cattle farming and marine fishery as 
the lowest eco-efficient sectors and therefore priority sectors to 
manage.  
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Figure 1 Upstream and downstream environmental impacts, value added of targeted biomass resources/materials. 
Eco-efficiency is shown in brackets and expressed in yen/gCO2e. 
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The Effect of Productivity Improvement on Carbon Footprint in the World 
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Application of Organizational Life Cycle Assessment to define materiality  
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D3-03, P2-019

 

Environmental impact assessment of Reagent using silkworm 
*1) 2)  

Koki Tachihara, Akihiro Usami, Norihiro Itsubo 
1) , 2)  

* g1362083@tcu.ac.jp  
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D3-04
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Development of LCA on Future Technology Considering Scale Effect:  
A Case Study on the Novel Process Manufacturing Carbon Fibers 
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Kotaro Kawajiri 
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E3-02

 
A Review of Product Lifetime Analysis of Durable Goods 

*1) 2) 1) 2) 
Daisuke Nishijima, Shigemi Kagawa, Masahiro Oguchi 

1) , 2)  
* nishijindaiko@gmail.com 
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E3-03, P2-060
 

 
 

Analysis of Material Flow of Plastic Considering Parts and Estimation of Life Function 
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Health impact assessment by mercury emissions in the world 
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A3-06, P2-050

Life Cycle Assessment of hydrogen purification by pressure swing adsorption in 
consideration of CO2 fertilization 

*1) 1) 2) 1) 
Taira Nagaishi, Keisuke Ide Mistuo Kameyama Kiyoshi Dowaki 

1) , 2)  
* 74115614@ ed.tus.ac.jp 

 
1.  

(  LCA)

H2

(  BT )
 

(Pressure Swing Adsorption  PSA) 

1)

PSA
CO2

(  2-step PSA)
 

2-step PSA CO2

CO2 ZeoliteA-5

CO2
2)  

CO2

3)

CO2

CO2

CO2
4)

CO2

 

CO2

2 PSA
CO2  
 
2.  

CO2 2-step PSA
LCA Fig.1

Gate to Gate

 
 

 
Figure1 LCA system boundary 
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Table1 Result of gasification experiment 
Pressure[MPa] 0.1013
PyrolysisTemperature[K] 550
Reforming temperature[K] 950
gasifying agent(steam)[ml/min] 0.04
Gas component[%]
H2 55.7
CO 18.9
CH4 17.0
CO2 8.4
C2H4 0.0
C2H6 0.0
Char[g/g-biomass] 0.214
Tar[g/g-biomass] 0.036
Cold gas efficiency[%] 68.2
Syngas volume[NL/g-biomass] 1.098
Hydrogen yield[Nm3/g-biomass] 10.9 10-5  
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Table1 Result of gasification experiment 
Pressure[MPa] 0.1013
PyrolysisTemperature[K] 550
Reforming temperature[K] 950
gasifying agent(steam)[ml/min] 0.04
Gas component[%]
H2 55.7
CO 18.9
CH4 17.0
CO2 8.4
C2H4 0.0
C2H6 0.0
Char[g/g-biomass] 0.214
Tar[g/g-biomass] 0.036
Cold gas efficiency[%] 68.2
Syngas volume[NL/g-biomass] 1.098
Hydrogen yield[Nm3/g-biomass] 10.9 10-5  
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Table2 Physical property of adsorbents 

HAS-Clay Zeolite A-5
Surface area [m2/g] 399 327
Pore size [nm] 1.64 0.5
Particle size [mm] 3.4 3.35
Bulk density[kg/m3] 290 750  

 
Table3 2-step PSA performance 

Adsorbent volume[ml] 200
Temperature[K] 303.15
Adsorption pressure [MPa] 0.5
Purge pressure [MPa] 0.1
H2 recovery efficient [%.LHV] 55
CO2 recovery efficient [%.LHV] 62.6  
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A3-07

GHG Emission Reduction Effect Created by the Heat Supply Project Utilizing Woody Biomass
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Abstract: 
Resources efficient utilization is an important way to promote the decoupling of economic growth 

and environmental impact A cyclic economy will be achieved by coupling maximum waste to energy 
with material recycling. As a waste to energy way, the overall energy recovery efficiency improvement 
of waste incineration became hot issue in the past ten years. Since 73% of municipal solid waste (MSW) 
in Japan is treated by incineration, however, the average power generation efficiency is 12%, which has 
big room for improvement. Recycling is among the highest preferences of waste treatment options. 
Currently, the MSW recycling rate of Japan is 20%, which indicates a potential and need to improve. 

This study tried to propose an efficient regional MSW management system for higher waste 
recycling rate and waste-to-energy rate through an integrated MSW management and urban symbiosis 
network. Then quantitative analysis the cost-benefit, the CO2 reduction effect and waste to energy rate 
of the integrated system. 

The Tokyo city was selected as case area. After forecast the amount of MSW from 2013 to 2030, the 
cost benefit of different MSW treatment scenarios has been analyzed. Three scenarios are set, with 
BAU scenario being that the MSW treatment system are the same as current situation. Scenario 2 
assumes that MSW is treated by source separation treatment policy, which means plastic & paper, food 
waste is separated collection from combustible waste and being used as inputs to substitute fossil fuels, 
sent to fermentation treatment respectively. Scenario 3 assumes that MSW is treated by the large scale 
and intensive treatment policy.  

The results showed that, the new MSW treatment policy will not only contribute to waste 
management, but also to the development of a sound material-cycle society that actively recycles and 
uses waste. Compared with BAU scenarios, in 2030, MSW source separation treatment will increase 
the total cost, while MSW intensive treatment will save the MSW management funding. For waste to 
energy rate, both source separation and intensive treatment scenario will obviously increase the waste 
to energy rate. Lastly, source separation treatment scenario showed great potential of the CO2 emission 
reduction in 2030. It is expected that the research can not only contribute to the establishment of more 
efficient regional recycling system, but also can contribute to the low carbon society development. 

1. Municipal solid waste treatment design 
Three scenarios are set, with BAU scenario, scenario 2 and scenario 3. The detail of different 

scenarios are showed in Fig 1. 

 
Fig 1. MSW treatment scenario design 
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with material recycling. As a waste to energy way, the overall energy recovery efficiency improvement 
of waste incineration became hot issue in the past ten years. Since 73% of municipal solid waste (MSW) 
in Japan is treated by incineration, however, the average power generation efficiency is 12%, which has 
big room for improvement. Recycling is among the highest preferences of waste treatment options. 
Currently, the MSW recycling rate of Japan is 20%, which indicates a potential and need to improve. 

This study tried to propose an efficient regional MSW management system for higher waste 
recycling rate and waste-to-energy rate through an integrated MSW management and urban symbiosis 
network. Then quantitative analysis the cost-benefit, the CO2 reduction effect and waste to energy rate 
of the integrated system. 

The Tokyo city was selected as case area. After forecast the amount of MSW from 2013 to 2030, the 
cost benefit of different MSW treatment scenarios has been analyzed. Three scenarios are set, with 
BAU scenario being that the MSW treatment system are the same as current situation. Scenario 2 
assumes that MSW is treated by source separation treatment policy, which means plastic & paper, food 
waste is separated collection from combustible waste and being used as inputs to substitute fossil fuels, 
sent to fermentation treatment respectively. Scenario 3 assumes that MSW is treated by the large scale 
and intensive treatment policy.  

The results showed that, the new MSW treatment policy will not only contribute to waste 
management, but also to the development of a sound material-cycle society that actively recycles and 
uses waste. Compared with BAU scenarios, in 2030, MSW source separation treatment will increase 
the total cost, while MSW intensive treatment will save the MSW management funding. For waste to 
energy rate, both source separation and intensive treatment scenario will obviously increase the waste 
to energy rate. Lastly, source separation treatment scenario showed great potential of the CO2 emission 
reduction in 2030. It is expected that the research can not only contribute to the establishment of more 
efficient regional recycling system, but also can contribute to the low carbon society development. 

1. Municipal solid waste treatment design 
Three scenarios are set, with BAU scenario, scenario 2 and scenario 3. The detail of different 

scenarios are showed in Fig 1. 

 
Fig 1. MSW treatment scenario design 

2. Cost benefit analysis 
The results showed that the collection and RPF production is the main cost of source separation. In 
2030, the RPF production and waste collection cost will account for 47% and 44% of the total cost. As 
for the benefit, incineration reduction contribute the most of the benefit. Because waste incineration 
maintenance is much higher than waste fermentation.  

 

Fig.2 Total cost and benefit of MSW source separation (2013-2030)  
(Left: source separation; Right: intensive treatment ) 

3. Energy recovery rate 
For MSW source separation treatment, the energy recovery efficiency will increase. The ERE 

increase from 9.52% in 2013 to 13.50% in 2030 (4.49 billion MJ).While the ERE of intensive 
treatment in 2030 is 15.4% (4.97 billion MJ). It indicate that the energy recovery efficiency will be 
improved since the transform of treatment method. While for the energy recovery, incineration and 
electricity production still dominate the total energy recovery. 

 
Fig.3 Energy recovery efficiency (ERE) of source separation and intensive treatment 

(Left: source separation; Right: intensive treatment ) 
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Lifecycle Cycle Assessment on Closed-loop Recycling System of Disposable Diapers and 
Discussion on Methodology of Carbon Offset in the Industry 

*1) 1) 1) 2)

Sunao Taguchi, Yuki Honda, Toru Matsumoto, Takeshi Cyo 
1) , 2) 

* x6mac007@eng.kitakyu-u.ac.jp 
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Classification of Secondary Zinc Resources in Major Countries 

�Kyaw Nyunt Maung*1), Cherry Myo Lwin1), Seiji Hashimoto1) 

1) Ritsumeikan University 
*kyawnyunt.maung@gmail.com, gr220vf@ed.ritsumei.ac.jp  

1.  INTRODUCTION 
For the sustainable use of metals, one must consider 

as resources not only primary metals in the natural 
environment but also secondary metals in society. For 
that purpose, it is important to understand the availability 
of secondary metals, i.e. secondary metal reserves. Using 
a framework for classifying secondary resources [1], 
which is based on a classification framework of natural 
resources, Maung et al. [2][3] assessed secondary copper 
reserves and secondary aluminum reserves in major 
countries. For this study, we applied the classification 
framework to secondary zinc resources in major 
countries, including zinc products in use, dissipated zinc 
during the use phase, disposed EoL zinc products in 
landfill sites, and lost zinc in mixed metals. This abstract 
presents results for Japan. 
 
2.  METHODOLOGY 

In the classification framework of secondary 
resources (Table 1)[1], the horizontal arrow indicates the 
level of knowledge such as the form of existence and 
time of emergence as recyclable or non-recyclable 
materials. The vertical arrow indicates the possibility of 
reutilization of secondary materials based on different 
degrees of profitability. Zinc products in use under 
economic condition are classifiable as secondary 
reserves, which are considered economically and 
technologically producible for reutilization at the time of 
estimation. Conversely, zinc products in use in 
sub-economic conditions are regarded as sub-economic 
secondary resources. Furthermore, zinc products in use 
under the lowest profitability are assumed as 
unrecoverable materials. Wastes in managed landfill sites 
and dissipated materials are classified either as 
sub-economic secondary resources or unrecoverable 
materials 

The zinc stock in use was estimated using the 
following equation. 
     ZS(t,c,i) = ΣZC(t’,c,i) × SR(t-t’,c,i)       Eq. (1) 
Therein, ZS(t,c,i) denotes the stocks of product i in country 
c in year t, ZC(t’,c,i) denotes zinc consumption for finished  

Table 1. Framework for classifying secondary resources  

 

 
product i in country c in year t’, and SR(t-t’,c,i) is the pro 
duct i survival ratio in country c after t-t’ years. Product i 
has six categories: construction, transportation, industrial 
machinery, electrical and electronic goods, agriculture, 
and miscellaneous. ZC(t’,c,i) was inferred from the 
allocation model from semi-finished products to finished 
products in the respective countries and the fabrication 
efficiency during the manufacturing stage [4]. 

The secondary reserve ratio (i.e., the end-of-life 
(EoL) recycling rate) was estimated using the following 
equation. 
     SRR(t,c) = RS(t,c)/GS(t,c) ,            Eq. (2) 
where SRR(t,c) stands for the secondary reserve ratio in 
country c in year t (–), RS(t,c) signifies the amount of 
recovered EoL scrap in country c in year t, and GS(t,c) 
denotes the generated EoL scrap in country c in year t. 
     The sub-economic secondary resources in the 
column of the dissipated materials were estimated as 
     DM(t,c,i) = ΣZS(t,c,i) × DR(t,c,i)     Eq. (3) 
where DM(t,c,i) are dissipated materials of finished 
product i in country c in year t; DR(t,c,i) is the 
dissipation ratio of finished product i in use. 

After completion of their useful life, recyclable zinc 
in the EoL products will be returned to production 
processes through recycling but non-recyclable zinc 
passes to final destinations such as managed or 
unmanaged landfill sites and loss in mixed metals. 
Sub-economic secondary materials in the column of 
managed landfill sites were estimated as 
     WLF(t,c) = ΣNRZ(t,c)× LFR(t,c) ,     Eq. (4) 
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where WLF(t,c) is the amount of waste in managed 
landfill sites in country c in year t; NRZ(t,c) stands for 
non-recyclable zinc in country c in year t; and LFR(t,c) 
denotes the landfill ratio in country c in year t [5]. 

The amount of mixed metal loss in the row of others, 
i.e., materials that are unrecoverable because the zinc has 
passed into other metal cycles, can be estimated as 
     MML(t,c) = ΣNRZ(t,c) × MLR(t,c)    Eq. (5) 
where ML(t,c) is the amount of mixed metal loss in 
country c in year t; MMLR(t,c) is the mixed metal loss 
ratio in country c in year t.  
     In this analysis, we used refined zinc production 
data [6], principal end-uses data [7] and trade data [8].  
 
3.  RESULTS AND DISCUSSION 

Table 2 presents results of the classification of 
secondary zinc resources in Japan. We have 215 and 
9,585 thousand tons of secondary zinc reserves that will 
be emerged during the year and in the future, 
respectively, for 2010. Based on the highest reserve ratio 
in the recent five year period, we have 157 and 6,980 
thousand tons of marginally economic secondary 
reserves that will emerge in a year and in the future. 
During 1960–2010, 2,152 thousand tons of zinc have 
accumulated in waste in managed landfill sites, 5,802 
thousand tons have been dissipated, and 606 thousand 
tons have been lost in mixed metals.  

In Japan, zinc consumption has been about 800 
thousand tons: the availability of secondary zinc reserves 
(215+157) can meet about half of domestic demand. We 
also have a large amount of secondary zinc reserves 
(9,585+6,980), representing domestic zinc demand for more 
than 20 years. Moreover, Japan has a certain amount of 
secondary zinc in the landfill sites (2,152) that are considered as 
potential targets for the future extraction of secondary zinc 
through landfill mining. For increasing the fraction of secondary 
zinc in the domestic demand, it is important to consider how to 
recover from these deposits. Moreover, it favors Japanese 
domestic economic condition. 

As discussed above, classification framework can 
provide information about potential short-term and 
long-term availability of secondary zinc resources and 
can be used for developing waste management and urban 
mining strategy.  

Other countries’ results will be discussed at the 
conference. 

 
 

Table 2. Details of secondary zinc resources in Japan 

 
 
ACKNOWLEDGMENTS 
This research was supported by the Environmental 
Research and Technology Development Fund (1-1402) 
of the Ministry of Environment, Japan. 
 
REFERENCES 
[1] Hashimoto, S.: Material stock accounting for 
secondary resource management. Proceedings of the 
9th International Conference on EcoMaterials, D8, 2009.  
[2] Maung, K.N., Mizukami, M., Wang, T., Lwin, C.M., 
Hashimoto, S.: Assessment of secondary copper reserves 
in the anthroposphere. The Eighth Biennial Conference 
of the International Society for Industrial Ecology, 
University of Surrey, Guildford, 7–10 July 2015. 
[3] Maung, K.N., Lwin, C.M., Liu, G., Muller, D.B, 
Hashimoto, S.: Classification of secondary aluminum 
resources of nations. The ISIE Joint 12th Socio-Economic 
Metabolism Section Conference and Fifth Asia-Pacific 
Conference, Nagoya University, Nagoya, 28–30 
September 2016. 
[4] Meylan, G., Reck, B.K.: The anthropogenic cycle of 
zinc: Status quo and perspectives. Resource, 
Conservation and Recycling, in press. 
[5] Gordon, R.B., Lifset, R.J., Bertram, M., Reck, B., 
Spatari, S., Graedel, T.E.: Where is all the zinc going: 
The stocks and flows project, part 2. The Journal of the 
Minerals, Metals & Materials Society, 56(1), 24–29, 
2004. 
[6] International Lead and Zinc Study Group: Statistical 
database,. http://www.ilzsg.org/static/home/ [accessed 
3.9.2016] 
[7] World Bureau of Metal Statistics: Metals database. 
http://www.world-bureau.com/ [accessed 6.10.2016] 
[8] United Nations: United Nations Commodity trade 
statistics database. http://comtrade.un.org/data/ [accessed 
15.10.2016] 
 

    Products in use Waste in 
managed 

landfill 
sites 

Dissipated 
materials 

  

    

Emerging 
in a year 

Not 
emerging 
in a year   

Economic  215 kt  9,585 kt       
1% 31%       

Marginally economic 157 kt 6,980 kt       
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Life cycle cost analysis of food-waste biogas plant in Thailand 
������*1)������ 2)������ 2) 

Kenji Koido, Hisae Takeuchi, Tatsuya Hasegawa 

1) �
��, 2) 
	��� 

* koido@sss.fukushima-u.ac.jp 
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¡¢�£¤¥���������¦§ 2012-2021�new 
Alternative Energy Development Plan 2012-2021, 
(AEDP)�̈ � 2011 ©�ª«¬�2021 ©���®¯�
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1)� Wattana S.: Energy Procedia, 52, (2014), pp. 506–515. 
2)� Sutabutr, T.: Int J. Renew. Energ., 7, (2012), pp. 1–10. 
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��ã�äå¥¦���. 
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5)� Oil price in Bangkok and Vincinity (on 5 Jan 2017), 
<http://www.pttplc.com/EN/Media-Center/Oil-Price/pa
ges/Bangkok-Oil-Price.aspx> (2017/01/05). 
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êëÅÆ ìí«
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 ìíî� 24 hr/day 
 �������­ 240 Nm3/t 

 ��ï¶´·ð 40 MJ/Nm3 
 ���
 15 yr 
µ¸�¹ñ  3 % 
¸�ªÕ  5 THB/kWh 
º»��ªÕ  12.47 THB/kg 
»¼ªÕ  40 THB/L 
������  50 kW 
´�¼­  30 % 
½·��¼­  40 % 
¾×�òñ�­  25 % 
�Æ� �������� 411,335 THB/yr 
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Environmental impact assessment of a Satsuma mandarin cultivation system 
Comparison between conventional method and drip irrigation and liquid fertigation system 

with year-round plastic mulching 
*  

Motoko Shimura, Hidehiro Takahashi, Shuichi Watanabe, Kenji Matsumori, Yoshiaki Kasahara, Yuta Shimizu 
 

* shimura@affrc.go.jp 
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1)  

2)

 

LCA
 

 
2.  
2.1  

 
2.2  

GHG

 
2.3  

LCA SimaPro (Ver.8.2.3)
IPCC 2013 GWP 100a V1.

00  

 
GHG

 
2.4  

26
3) 2.5 ha

3.2 kg/m2  
1)

1) 15.5 kg/10a
 

(kgN2O-N/kgN)
0.076 0.042 4)
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Environmental management of sushi chains through supply chains 

* 
Asado Arimi 

 
* arimi-asado-pn@ynu.jp 
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1) MSC

MSCAnnualReport2015-2016WEB 2016 pp.37 
2) TESCO PLC News releases, Tesco – leading on 

sustainable seafood  
<https://www.tescoplc.com/news/news-releases/2016/t
esco-leading-on-sustainable-seafood/> 2017-1-4  

3) Waitrose Media Centre Waitrose makes major sust
ainability commitment for canned tuna products

  < http://waitrose.pressarea.
com/pressrelease/details/78/NEWS_13/6256> 2017-
1-4  

4) , 
 

<https://www.aeon.info/environment/procurement/gen
eral.html> 2017-1-4  

5) 
6  <ht
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6) 

 <http://katukawa.
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P2-014

Questionnaire survey on the food and nutrient education programs of compulsory education stage 
at Utsunomiya city 

*1) 1)

Tatsuo Hishinuma, Reiko Ohmori 
1) 

* thishinuma@cc.utsunomiya-u.ac.jp 
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7)

P

2. LC
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(2009), pp393-402. 4) , ,

LCA , 8(1), (2012), pp55-65. 5) ,
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P2-015

 
Evaluation of the effectiveness of food bank as a reduction of the amount of food loss 

*1) ) 
Naoki Tsukahara, Norihiro Itsubo 

1)  
* 1131132 tcu.ac.jp 
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P2-017

 

 
Quantitative evaluation for the changing GHG emission and Footprints with dietary life change 

at developing country –focusing on Republic of Palau- 
*1) 1) 2) 2) 2) 1) 

Takafumi Shimizu, Shinichiro Nakamura, Akiko Iida, Jun Nakatani, Yuya Ono, Hirokazu Kato 
1) , 2)  

* tshimizu@urban.env.nagoya-u.ac.jp 
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P2-018

LC-CO2

Mitigating LC-CO2 emissions by organic photovoltaic in Japanese greenhouse tomato 
production  

*1) 1) 2) 1) 
Ai Leon, Farzaneh Hooman, Eiji Yamasue, Keiichi Ishihara 

1) , 2)  
*leon.ai.3s@kyoto-u.ac.jp 
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P2-023

Evaluation of the super liquid detergent at the home laundry for the reducing environmental load
*

Yoko Yamaguchi*, Yayoi Nakamura

* yamaguchi@kyoritsu-wu.ac.jp
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P2-026

 

Development of type 1 label standards and its application tool for tours 
*1) 2) 

Sue Yosihiro, Inabaken Atusi 
1)  

* b513063@ns.kogakuin.ac.jp 
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[g]× [kg-CO /g]7) 
y: CO [kg-CO ]x: 8) 

y=0.0534x 
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( )  
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4) 

D ( )  
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( )
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2016-12-22 
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9) 2014 P.38-52 
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P2-028
 

CO2  
Calculation of CO2 emission join the event for participating in events 

* 
Yukako Abe, Atsushi Inaba 

 
* a-inaba@cc.kogakuin.ac.jp 
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P2-029

 

Evaluation of the green tourism of Uchiko town by the international standard 
1) 1) 

Hikaru Nishiguchi,Takahiro Nakaguchi 
1)
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P2-031
 

Relationship between consumption and mercury emissions  
*1) 1) 

Takuya Ichikawa, Seiji Hashimoto 
1)  

* rv0034pv@ed.ritsumei.ac.jp 
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P2-038

CO2  
Carbon reduction effect by using cloud computing 

 1)  *1)  2)  2)  2) 
Yuki Kondo, Atsushi Inaba, Osamu Namikawa, Hitoshi Maekawa, Masaru Morohoshi 

1) , 2)  
* a-inaba@cc.kogakuin.ac.jp 
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P2-039

ICT  
Development of Evaluation Method of Social Value for ICT 

 1)  *1)  2)  2) 
Asuka Takeda, Atsushi Inaba, Osamu Namikawa, Hitoshi Maekawa 

1) , 2) ( )  ICT   
* a-inaba@cc.kogakuin.ac.jp 
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P2-051

 
Resrech for biomass in Minamiise town, Mie prefecture 

*1) 2) 3) 
Hotaka Kai, Takahiro akamichi, Yasuhiro Ishibashi 

1) , 2) , 3)  
* kai@chem.suzuka-ct.ac.jp 
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P2-052

CO2 Emissions Of Hydrogen Utilization System 

Naoki Higuchi, Atushi Inaba 

*a-inaba@cc.kogakuin.ac.jp 
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P2-056

Potential evaluation of dye-sensitized solar cell considering environmental and economic 
performance 

*1) 1) 1) 

Tomoharu Sekiya, Naoki Yoshikawa, Koji Amano 

1)  

*rv0029hv@ed.ritsumei.ac.jp 
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P2-057

 

 
Socio-economic Analysis on Technology Introduction using Input-Output Tables: 

A Case Study of Tanegashima 
*1), 2), 3), 1), 3), 1) 

Aya HEIHO, Yuko OSHITA, Hajime OHNO, Miwa NAKAI, Yasuhiro FUKUSHIMA, Yasunori KIKUCHI 
1) , 2) , 3)  

* heiho-aya@platinum.u-tokyo.ac.jp 
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P2-061

Life Cycle Assessment for the Development and Design of Catalysts 
*1) 1) 1) 

Yuki Kawaoto, Ohno Hajime, Yasuhiro Fukushima 
1)  

* kawaoto@dc.tohoku.ac.jp 
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P2-063
 

 

 

 
Time Series Quantification of Embodied Carbon in Products  

with Input-Output based Material Flow Analysis 
*1) 1) 1) 

Hirokazu Sato, Hajime Ohno, Yasuhiro Fukushima 
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P2-068
 

 
Evaluation of Japan’s eco-efficiency for non-metallic minerals in Japan 

*1) 1)2) Sebastien M.R. Dente1) 1) 
Daisuke Tanaka, Chika Aoki-Suzuki, Sebastien M.R. Dente, Seiji Hashimoto 

1) 2)  
* rv0029kx@ed.ritsumei.ac.jp 
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P2-069
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Assessment of secondary PGMs reserves in Japan 

�����*1)����� 1) 
Daiki Fukutani, Seiji Hashimoto 
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* rv0040pv@ed.ritsumei.ac.jp 
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1.  INTRODUCTION 
Phosphorus (P) fertilizer use for agricultural activities 

has increased to meet growing demands for feeding the 
world’s growing population, which has also increased 
inflows of water containing phosphorous into the 
hydrosphere. Researchers around the world have conducted 
material or substance flow analyses of P on a global scale 
and individual country level for the past and current target 
timing [1][2][3]. Lwin et al.[4] also approached global P 
flow but Myanmar was not in their research scope. For this 
study target, agriculture and domestic wastewater from 
Myanmar during 2010–2100 was chosen for P flow 
analyses. The study has two objectives. 
A. To estimate amount of P flow from agriculture and 
domestic wastewater 
B. To estimate effects of efficient or less-efficient fertilizer 
use and sewage systems on the flow of P to the hydrosphere 

 

2.  METHODOLOGY 
Figure 1 presents our P flow research scope. Flows 

and systems shown in dotted lines were excluded from our 
research: our system boundary includes P flow from 
agriculture (fertilizer and livestock manure) and domestic 
wastewater (excrement and gray water) for 2010–2100. 
Although the research is intended to be done for both parts, 
this abstract presents results only of P flows from livestock 
manure and domestic wastewater because of the lack of 
reliable data related to total amount of fertilizer usage by 
crops in Myanmar. 

The P flows from livestock manure (PFm) 
(tonnes/year) were calculated using equations (1)–(2). 

���� � ���� � � ��� ��������            Eq. (1) 
���� � ������������                 Eq. (2) 

In those equations, Pls signifies the P flow from livestock 
manure (tonnes/year), Rls denotes a ratio of P return to farm 
from livestock manure (–), R represents the ratio of outflow 
to water from farm (–), Ni stands for the number of livestock 
i (beef cattle, dairy cattle, pig, layer chicken, and broiler 
chicken unit in heads), and PANIMALi represents the P content 
in manure of animal i per head(tonnes/head/year). The P  

 
Figure 1. Simplified P flows from agriculture and domestic 
wastewater 

 
flow from human excrement (PFe) (tonnes/year) was 
estimated using equations (3)–(6). 

�� � ���������������          Eq. (3) 
Therein, Pe is the P amount in excrement (tonnes/year), Pop 
denotes population (persons), Pperson,e signifies per-capita P 
contained in excrement (tonnes/person/year). 

���� � ������ � � ��          Eq. (4) 
In that equation, PFe1 represents P flow from excrement 
passing through sewer treatment facilities (STF) 
(tonnes/year), SC is the ratio of urban population with 
access to STF (–), and PR denotes the average P removal 
ratio in STF (–). 

���� � ��� � � �� � � � ��            Eq. (5) 
In that equation, PFe2 stands for the P flow from excrement 
without passing through STF (tonnes/year), Re is the ratio of 
P in excrement returned to farmland (–).  

��� � ���� � ����          Eq. (6) 
The P flow from gray water (PFg) (tonnes/year) was 

calculated using the following equations (7)–(10). 
�� � ������������������������������������������������     Eq. (7) 

Therein, Pperson,g denotes the per-capita P contained in 
domestic gray water (tonnes/person/year). 

���� � ������ � � �� �����������������������������  Eq. (8) 
In that equation, PFg1 represents the P flow from gray water 
passing through STF (tonnes/year). 

���� � ��� � � ��                     Eq. (9) 
Therein,� PFg2 is the P flow from gray water without 
passing through STF (tonnes/year). 

��� � ���� � �����                    Eq. (10) 
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As one of the ultimate scenarios, how much P could 
be recovered from domestic wastewater system and reused 
as fertilizer was calculated using the following equation: 

���� � � �� � ��� ����������          Eq. (11) 
 

3.  RESULTS AND DISCUSSION 
As shown in Figure 2, increasing trends are generally 

observed. A markedly increasing trend is especially 
apparent for P flow from livestock during 2010–2020. P 
flows from livestock in 2010 were 12 thousand tones, but it 
becomes a twofold increase by 2100. No great change was 
found in the P flow amount during 2040–2090; it is about 
25 thousand tonnes. However, in overall study period 
(2010-2100), one might infer that, due to economic growth, 
livestock demand increased and consequently it results in 
gradual enlarged P flow from livestock manure to 
hydrosphere.  

The P flows from domestic wastewater during the 
study period are almost 15–19 thousand tonnes. The result 
is overwhelmed by the P flow of direct discharge from 
human excreta. That is true because in Myanmar, only a 
small share of the urban population has access to STF and 
that the SC is expected to be 41% by 2100. Moreover, under 
our assumption related to per-capita GDP and PR in STF, 
the PR will be between 30% and 50% by 2100. As an 
overall trend, a gradual increase in P flow into the 
hydrosphere is observed in correlation with increased urban 
population. 

If proper P recovery equipment was introduced in 
STFs, total 3,600 tones of P would be potentially recovered 
in 2010 as shown in Figure 3. That amount could be 
reached over 7,400 tonnes by 2100 according to the 
improved SC. The potential amount of P recovery is not too 
high because the major P flows to hydrosphere are from 
agriculture. 

Still today, no hard data are available for fertilizer usage 
by crops in Myanmar. However, P flow from fertilizers is 
expected to be presented at the conference while configuring a 
comprehensive image of P flow from agriculture and domestic 
wastewater in Myanmar. The effects of efficient or 
less-efficient fertilizer use and sewage systems on the flow 
of P to the hydrosphere will be also discussed at the 
conference. Ultimately, this national research is expected to 
provide a core for the appraisal of P utilization and to 
facilitate determination of important objectives for 
sustainable P management for Myanmar. 

 

 

Figure 2. P flows from livestock and domestic wastewater 
in Myanmar. 

 
Figure 3. Amount of P recovery potential to be used as 
fertilizer 
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Estimation on actual and future accumulation-amount of forest resources in  
Hiroshima Pref. 

Case studies in northern-area municipality 
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Kunihisa Wakabayashi, Ayaka Yamamoto, Shinichi Sakagami, Kensuke Kobayashi 
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P2-112

 
Trial examination on accumulation-amount of forest resources based on future consumption 

*1) 1) 1 1  
Ayaka Yamamoto, Shinichi Sakagami, Kunihisa Wakabayashi, Kensuke Kobayashi 

1)  
* q306052jo@ed.pu-hiroshima.ac.jp, kensuke@pu-hiroshima.ac.jp 
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P2-113

Study on Improvement of Estimation Accuracy on Inventory Analysis
Trial calculation of an evaluation error on various environmental loads in housing

*1) 1)2) 2)

Tomomi Tsunekawa, Kensuke Kobayashi, Kiyotaka Tahara
1) 2)

*1 q306035mw@ed.pu-hiroshima.ac.jp kensuke@pu-hiroshima.ac.jp
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������������������ 
Estimation of average number of times of use of wood pulp in recent years 

���*1)����� 2) 
Xiao Han, Seiji Hashimoto 

1) ���������2) ����� 
* gr0236sv@ed.ritsumei.ac.jp 
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Effectiveness of promotion of erosion-control dam made of wood produced in Kyoto from the 
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P2-117

SCOPE3 

Scope3 of co-op of Kogakuin University 
   *   

Nana Matsumoto Yuuto Kounosu Atsushi Inaba Kouzi Tanaka 
 

* a-inaba@cc.kogakuin.ac.jp 
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P2-118

Scope3 LCA  
Development of a tool to conduct organizational LCA (O-LCA) based on Scope3 

  *    
Kaname Yamada, Atsushi Inaba,Kiyotaka Tahara,masaharu Motoshita 

1) 2)  
* a-inaba@cc.kogakuin.ac.jp 
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SCOPE3 for Kogakuin University 

1) 1)  2)  *1) 
Yuto Kounosu ,Nana Matsumoto Koji Tanaka, Atsushi Inaba 
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ILCAJ-Student Communication Network Activity Report 2016 
*1 2 3 3 4 5  

Shogo Eguchi, Ryosuke Yokoi, Hatsuna Tadaka, Ryota Itoh, Yuki Ichisugi, Satoru Takayanagi 
1 2 3 4 5  
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13:40 － 13:55	 【奨励賞】 �意思決定支援を指向したライフサイクルアセスメントと多様な手法の 
 統合手法の研究

　　◎中谷隼（東京大学）

13:55 － 14:10	 【論文賞】 �* 家庭用太陽熱給湯器のエネルギー収支とライフサイクル CO2 排出量
　　◎門倉宏子（横浜国立大学）、本藤祐樹（横浜国立大学）

14:10 － 14:25	 【論文賞】�*�太陽光発電システムへの心理的近接性が省エネルギー意識・行動に 
 及ぼす影響

		 	 ◎藤本ひかり（横浜国立大学）、本藤祐樹（横浜国立大学）、弘中雄介（横浜国立大学）

14:25 － 14:45	 【功績賞】交通分野へのライフサイクル思考の適用
�									         ◎加藤博和（名古屋大学）

14:45 － 15:05	 【功労賞】�*�* LCA の国内基盤構築と国際的地位確立への貢献
�									         ◎稲葉敦（工学院大学）

３日目　 ３月3日（金）　A会場

�*要旨ではなく受賞論文を掲載させていただいております。
�*�*�要旨の掲載はございません。
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奨励賞受賞講演
 

 

意思決定支援を指向したライフサイクルアセスメントと多様な手法の統合手法の研究 

Decision-Making oriented Integration of Various Methods including Life Cycle Assessment 

○中谷隼*1) 
Jun NAKATANI 

1) 東京大学 
*nakatani@env.t.u-tokyo.ac.jp 

 
1. はじめに 

今回、「日本 LCA 学会 奨励賞」という大変栄誉ある

賞をいただいた。受賞に当たって、表題にあるような業

績題目をいただいた。これを筆者は、「ある行為がもたら

す直接的・間接的な影響を、幅広い選択肢（代替案）に

ついて、様々な側面から客観的かつ網羅的に評価し、意

思決定に資する情報として提示するための研究」と解釈

した。ここには、決定的な単一解を与えるような評価に

限らず、何らかの形で意思決定に貢献しうる様々な評価

や設計の形態が包含されていると考えている。 
表題にもあるように、これまで筆者は、LCAを中心と

した多様な評価・設計手法を応用し、リサイクルや水利

用など様々な都市・社会システムを対象として、環境問

題に関わる意思決定支援を指向した研究を実践してきた。

これらは、①資源の流れを明らかにする、②環境負荷や

資源消費を定量的に測る、③環境負荷や資源消費の影響

を評価する、④意思決定者の判断と行動に活かすという

段階に分けることができる（図1）。 

 

図1 意思決定支援を指向した研究の枠組み 

本稿では、紙幅の制約もあるため、以前から継続して

取り組んできたプラスチックリサイクルと現在の中心的

な研究課題としているサプライチェーンリスクに対象を

絞って、いくつかの事例を紹介する。ここでは、意思決

定支援の文脈から、どのような問題意識で筆者が研究を

進めてきたか述べるとともに、今後の研究の発展性につ

いて展望する。それぞれの詳細な方法や結果については、

引用文献に示した個々の論文を参照されたい。 

2. リサイクルシステムの評価と設計 

筆者がプラスチックリサイクルの研究に深く携わるよ

うになった当時（2006～2008年ごろ）は、リサイクルの

意義に対する懐疑論が提起されていた時期であった。そ

うした社会的背景から、リサイクルによる環境負荷の削

減効果を定量的に評価し、その正当性を科学的に示す役

割がLCAに期待されていた。 

2.1. リサイクルによって何が代替されるのか 
それまでにも、リサイクルのLCAの方法論としては、

負荷回避法や製品バスケット法といったシステム拡張に

よる評価方法が確立していた。しかし、それらの方法に

も課題はあり、特にリサイクルによって何が代替される

かは評価結果を決定付ける重要な要因であるものの、そ

の特定には曖昧さが残されている 1)。 
この問題に筆者が直面したのは、使用済ペットボトル

の国内リサイクルと国際（日中間）リサイクルの比較評

価においてであった 2, 3)。それらの評価結果を決定付けた

のは、国内と国外（中国）におけるリサイクルプロセス

の負荷よりも、それらによって代替・控除されると仮定

された日本および中国における新規樹脂生産の負荷であ

ったが、現実の市場においては、国内リサイクルからの

再生樹脂が国外から輸入される新規樹脂を代替する場合

や、国外から再生樹脂が再輸出されて国内の新規樹脂生

産を代替する場合も考えられる。この問題に対して筆者

らは、再生製品と新規製品の生産による負荷を行方向と

列方向に示し、それらの代替関係に応じて負荷を算定で

きるようにすることで（図S1）、LCAの方法論に残され

た曖昧さを逆に明示的に表すというアプローチをとった。 
さらに筆者は、このリサイクルにおける代替の問題を、

市場代替性という概念によって解決することを試みた 4)。

マテリアルリサイクルは新規原料の生産を代替するとは

限らず、そもそも需要が存在しなかった機能が産出され

る可能性もあると考え（図S2）、それらの構成比を原料

の需要および供給の価格弾力性を用いて定式化した。 
同様のアプローチで、レジ袋の削減について環境負荷

の削減効果を評価した事例がある 5)。この研究は、ごみ

排出袋として再使用されたりリサイクルされたりしてい

たレジ袋を削減しても、その効果は大きくないのではな
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いかという疑問に着想を得ている。自治体（市区町村）

ごとの廃棄物施策の実施状況によって、レジ袋の機能を

代替するために他製品（ごみ袋やマイバッグ）の製造量

が増加することがあり、削減効果が異なることを示した。 

2.2. 正当化のための評価から改善のための設計へ 
以上のような評価方法の確立と実践は、リサイクルの

意義を科学的に示すという社会的要請を受けたものであ

るが、それは視点を変えれば、既存の社会システムを正

当化しているだけという消極的な見方もできる。こうし

た問題意識から筆者は、最適化手法などを応用して、よ

り積極的にリサイクルシステムの改善を指向した設計手

法の開発に取り組むようになった。 
まず、ペットボトルリサイクルにおいて、再生樹脂の

用途が品質によって制約を受け、その品質は回収される

使用済ボトルの品質とリサイクルプロセスの特性に依存

することに着目した 6)。各用途について、再生樹脂への

要求特性を満たすために求められる使用済ボトルの品質

やプロセスを混合整数線形計画によって導出し、この品

質情報と環境影響に基づいて改善の方向性を提示する、

多基準設計の枠組み（図S3）を開発した。 
また、リサイクルを規定する条件（廃棄物の排出量や

再生原料の需要など）の変動性が、リサイクル施設の処

理能力の不足など様々なリスクの要因となるという問題

意識から、変動リスクに対する頑健性・柔軟性を考慮し

たリサイクルシステム設計の枠組みを構築した 7)。他に

も、リサイクルの設計に関する直近の研究として、プラ

スチック選別施設を対象とした事例（図S4）がある 8)。 

3. サプライチェーンリスクの分析と評価 

もっぱらリサイクルに関わる研究に従事していた筆者

が、サプライチェーンリスクを研究課題としようと考え

たのは、2011年の東日本大震災およびタイ洪水によって

様々な製品の供給寸断の事例が立て続けに発生したこと

が契機であった。これまでに LCA 研究が蓄積してきた

分析手法やデータベース、さらには根底にあるライフサ

イクル思考は、サプライチェーンの分析に必要なノウハ

ウや情報を内包しているはずであるという着想から、こ

の研究に取り組むようになった。 
それ以降、筆者が実践してきた研究には、環境産業連

関分析を応用したサプライチェーンの潜在的な環境ホッ

トスポットの分析（図S5）のように、従来のLCAの延

長上にある事例もある 9)。以下では、より先駆的な研究

としてサプライチェーンの脆弱性評価について紹介する。 

3.1. インベントリデータベースを用いた脆弱性評価 
近年、生産管理などの分野でも、サプライチェーンの

寸断リスクの分析にグラフ理論を適用した事例が見られ

るようになっていた。筆者らは、サプライチェーン構造

を有向グラフおよび同義の隣接行列によって表し、代替

性を考慮して脆弱性を評価する枠組みを提案した 10)。 
この段階での着想は、上記の隣接行列がインベントリ

データや産業連関表の投入係数行列に類似していること

にあった。そこで、インベントリデータベースをバイナ

リ行列に変換してデータソースとして活用するとともに、

環境産業連関分析における適用事例が多い構造経路分析

の手法を援用して、サプライチェーンの脆弱性評価の方

法論を確立した 11)。ここでは、国内生産地域および輸入

相手国の寡占度（市場集中度）を原料供給の寸断リスク

の指標として、脆弱性要因（ボトルネック）となる原料

までの経路を図示することで（図S6）、原料の供給源の

分散や備蓄の戦略に寄与することを目指した。 

3.2. 地震リスクを考慮した脆弱性評価への展開 
上記の寸断リスクの指標では、国・地域ごとにリスク

要因の頻度や規模が異なることは考慮されていない。現

在、特定のリスク要因を想定した脆弱性評価への展開が

進行中である。具体的には、国内における地震リスクを

対象として、震度ごとの発生確率や南海トラフ巨大地震

の予測震度の地理情報をもとに、それらによって重み付

けされた寸断リスクの指標を算定している。 

4. おわりに 

これまでに筆者は、結果的に LCA に関連する多くの

手法を経験する機会に恵まれてきた。しかし、現時点ま

での研究成果は、横の広がりに比べて縦の蓄積に乏しく

（ともすれば散逸しかねないと自身でも危惧している）、

現実の意思決定への活用までにはギャップがあると認識

している。今後は、これまでに実践してきた多様な評価・

設計手法を、都市・社会システムの意思決定支援の文脈

から体系化することを目指して研究に取り組む。 
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1.  背景と目的

　近年、地球温暖化の防止や化石燃料の削減などの観点か
ら再生可能エネルギーの導入が推進されると共に、その熱
利用技術が着目されてきている。太陽熱給湯器は再生可能
エネルギー熱利用技術の一つであり、日射を得ることがで
きれば場所を問わず導入が可能なことを特徴とし、日本で
も過去から住宅などでの給湯に利用されてきた。太陽熱給
湯器は、給湯や暖房など特に低温熱の需要に対し、熱を供

給することでエネルギー消費量の削減および二酸化炭素
（以下、CO2）排出量を削減する効果が期待されている1）。
　太陽熱給湯器の導入によるエネルギー消費量や温室効
果ガス（以下、GHG）排出量の削減効果をライフサイク
ルの観点から評価した研究が海外を中心に実施されてきた。
特に、太陽熱給湯器の導入が盛んなアメリカ2）、キプロス3）、
ギリシャ 4）などにおいて多くの研究事例が認められる。
例えば、Hangら2）は、気候・電源構成の異なるアメリカ

家庭用太陽熱給湯器のエネルギー収支とライフサイクルCO2 排出量
門倉　宏子1・本藤　祐樹1,＊
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Synopsis: 
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This analysis uses the material and energy data collected from eight manufacturers of solar thermal systems to 
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the solar thermal systems are analyzed.  The analysis finds that the more the heat supply rate increases, the less 
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demand, the life cycle CO2 emissions of solar thermal systems are 25-37% less than in the case of 40% supply.
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の3都市において、補助熱源にガスまたは電気を使用した
場合の分離型太陽熱給湯器のライフサイクルエネルギー
消費量とGHGを比較している。また、Kologirouら3）は、
キプロスにおける分離型太陽熱温水器を対象に補助熱源
を3パターン（ガスと電気、電気のみ、ガスのみ）に分け、
それぞれ従来の電気やガスを使った温水器に比べ、どれほ
どGHG排出量が削減されているかについて検討している。
Koroneousら4）は、ギリシャにおける分離型太陽熱給湯
器を対象として、GHG排出量とエネルギーペイバックタ
イムを推計している。これらの先行研究は、導入地域の日
射量や気温、太陽熱が不足した際に用いる補助熱源などの
違いが、評価に影響を与えることを示している。それ故に、
日本における太陽熱給湯器の導入効果を評価するためには、
気候や利用技術など日本の現状を反映することが必要で
ある。
　過去、日本においても少ないながら太陽熱給湯器に関す
るLCA研究が行われている。例えば、鴨志田ら5）は市販
されている一体型太陽熱給湯器を対象として、そのライフ
サイクルCO2排出量を推計している。この研究では、対象
製品の構成素材量を聞き取り調査と文献調査により求めた
と記されているが、その具体的なデータは記述されていな
い。また、水野ら6）の研究では、一体型太陽熱給湯器に
加え分離型太陽熱給湯器のライフサイクルCO2排出量を推
計し、既存のガス給湯器などと比較することで太陽熱給湯
器のCO2削減効果を明らかにしている。この研究でも、構
成素材の種類は大まかに記載されているものの重量は明記
されておらず、データの出所も明確には提示されていない。
　このように日本における太陽熱給湯器を対象とした研究
は存在するが、第一に、上記の二件の研究は1997年5）と
1998年6）に報告されたものであり、20年近く以前のもの
である。現在では太陽熱給湯器の性能（集熱効率など）や

構成素材が変化している可能性があり、また、比較対象と
するガス給湯器のガス燃焼効率や素材や電力のCO2排出原
単位も当時の値を用いており、最近の状況が反映された評
価ではない。第二に、既往研究では、用いられている構成
素材量データが明示されておらず、それらの出所も不明確
であり、推計結果の妥当性や代表性を評価することが困難
である。
　そこで本研究では、太陽熱給湯器の製造業者8社の協力
を得て、現在市販されている家庭給湯用の太陽熱給湯器
2種（一体型、分離型）を対象として、それらのライフサ
イクルCO2排出量とエネルギー収支を推計し、太陽熱給湯
器の環境性能を明らかにすることを目的とする。

2.  前提条件

2.1  太陽熱給湯器

　太陽熱給湯器とは、日射から得られる熱を、集熱媒体を
介して集め、蓄熱し供給するシステムを指す。その構造は、
太陽熱を集める集熱部とその熱を温水として蓄える貯湯部
に大きく分かれる。
　太陽熱給湯器は、集熱部と貯湯部が一体であるか、分離
しているかによりその呼称が異なる。一般的には、それぞ
れ太陽熱温水器、ソーラーシステムと呼称されていること
が多いが、本研究では、以後、一体であるものを一体型太
陽熱給湯器、分離しているものを分離型太陽熱給湯器と呼
ぶ。それぞれの機器概要7）を図1に示す。一体型太陽熱給
湯器は、水温差で生じる比重差により自然に水が循環する。
それに対し、分離型太陽熱給湯器は集熱器と貯留槽が分離
しているため、それらの間で集熱媒体を強制的に循環させ
る必要がある。それ故に、動力として集熱ポンプを必要と
するため、分離型太陽熱給湯器は運用時において電力消費
が発生する。

図1　一体型および分離型太陽熱給湯器の概要7）
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2.2  評価対象とする家庭用給湯システム

　本研究では、2種の太陽熱給湯器（一体型太陽熱給湯器
と分離型太陽熱給湯器）および従来のガス給湯器の、計3
種の家庭用給湯システムを対象とし、それぞれのライフサ
イクルCO2排出量とエネルギー収支を推計した。
　図2に、評価対象としている3種の給湯システムを示す。
太陽熱給湯システムは集熱量が不足した際に補助熱源を必
要としており、本研究では補助熱源としてガス給湯器を想
定した。各給湯システムの評価範囲は、資源採取から、素
材製造、組立加工、運用までとした。電力や都市ガスにお
いては、それぞれの原料採掘・輸送・製造・供給も評価範
囲に含んでいる。また、太陽熱給湯器とガス給湯器の耐用
年数は、それぞれ15年と10年とした。

　本研究では、これら3種の給湯システムの機能単位を、
平均的な4人世帯家庭の15年間分の給湯熱需要に対する供
給熱量である249［GJ］8）とした。太陽熱給湯システムに
関しては事業者からのヒアリングに基づき、249［GJ］の
うち40%を太陽熱給湯器による熱供給とし、残り60%を
補助熱源による熱供給とした。なお、ガス給湯器はガス給
湯システムとして用いる場合も、太陽熱給湯システムの補
助熱源として用いる場合も、同等の性能のガス給湯器を導
入することを想定し、4人世帯において一般的な製品サイ
ズである24号で燃焼効率90%のガス給湯器とした。ガス
給湯器の燃焼効率値に関しては、近年の高効率ガス給湯器
が概ね90%以上であることを参考に、決定した9, 10）。

2.3  太陽熱給湯器の集熱面積と蓄熱容量

　評価対象とする太陽熱給湯器の集熱面積と蓄熱容量（以
下、両者をあわせて規模と呼ぶ）は、図3の算出フローに
従い算出した。この算出フローは4ステップから成る。
Step1で評価対象とする太陽熱給湯システムにおいて、全
供給熱量に対し太陽熱給湯器が供給する熱量の割合（以後、
太陽熱給湯率）を決定する。本研究では前節の通り、太陽
熱給湯率を40%と想定した。一方で、Step2において市販
の118機の太陽熱給湯器の太陽熱給湯率を推計する。
Step2の結果からStep1で設定した太陽熱給湯率を±1%水
準で満たすシステムをStep3で選び、Step4にて、それら
選択されたシステムの規模の平均値でもって、評価対象と
する太陽熱給湯器の規模とした。また、分離型の場合には
集熱ポンプの年間消費電力も同様にして求めた。
　実際に計算したところ、太陽熱給湯率が39% ～ 41%と
なる市販の太陽熱給湯器は一体型太陽熱給湯器が3機、分
離型太陽熱給湯器が8機であった。図3の算出フローにより、
規模を算出した結果を表1に示す。図2　対象とした3種の家庭用給湯システム

図3　評価対象とする太陽熱給湯器の規模の算出フロー



－ 451 －

Journal of Life Cycle Assessment, Japan

100 Vol.12  No.2  April 2016

　なお、図3の算出フローにおける、市販の太陽熱給湯器
の太陽熱給湯率の算出（Step2）には、一般社団法人ソー
ラーシステム振興協会が保有する計算ソフトウェア「CO2

削減効果計算証書発行制度プログラム」を用いた。このソ
フトウェアは、EESLISM11）をベースに開発されたもので
あり、太陽熱給湯器による給湯熱量とエネルギー（ガス、
電気）消費量を計算できる。
　このソフトウェアでは、図4に示されるように、日射か
ら集熱した熱量（集熱量）と世帯の給湯熱需要とのバラン
スから、実際に太陽熱給湯器が給湯できる熱量（給湯熱量）
が推計される。
　集熱量は、太陽熱給湯器の設置条件に基づいた斜面日射
量と、規模（集熱器面積と蓄熱槽容量）そして機器性能値

（集熱性能および蓄熱槽の熱損失係数）から求められる。
本研究では設置条件を東京、南向き、斜面角度30°とした。
斜面日射量には日本建築学会「拡張アメダス気象データ」
を用いており、365日別の変動を考慮している。機器性能
値に関しては、ソーラーシステム振興協会の会員メーカー
から市販されている太陽熱給湯器を対象に、JIS A 4112お
よびJIS A 4113による実験方法に従い、実測された値が
用いられている。
　他方、給湯熱需要は、標準的な4人世帯の年間を通した
給湯パターン（修正M1モード8））および、東京の月別平
均水温と給湯温度（40℃）の水温差から求められる。

　分離型太陽熱給湯器の場合には、集熱ポンプの年間消費
電力量も当該ソフトウェアで計算できる。集熱ポンプの稼
働時間に定格出力をかけることで集熱ポンプの電力消費量
が算出される。なお、集熱ポンプは過熱を防ぐため、蓄熱
槽内の温度が80℃以上になると止まる仕組となっており、
このソフトウェアでもそのような実態を反映して、集熱ポ
ンプの稼働時間を算出する。

3.  推計方法とデータ

3.1  計算方法

　図2において示した各給湯システムのライフサイクル
CO2排出量および一次エネルギー消費量は（1）式より推
計した。

 Ex = Σ
i  
(Mi × Ei) （1）

ここで、Exは給湯システムxのライフサイクルCO2排出量
［kg-CO2］あるいは一次エネルギー消費量［MJ］を示す。

Miは、素材・エネルギー種 iの使用量［Unit］であり、機
器の構成素材量、組立加工エネルギー、運用エネルギーを
指す。Eiは素材・エネルギー種 iの各種係数［kg-CO2 or 
MJ/Unit］である。各種係数とは、CO2排出原単位と一次
エネルギー原単位を示しており、これらについてはLCA
ソフトウェアMiLCA12）の値を用いた。なお、太陽光エネ
ルギーは消費してもまた再生が可能であるという理由から、
一次エネルギー消費量には含まれていない。
　エネルギー収支（EPR）は（2）式より推計した。

 EPR = Ep / (Em + Ec + Eop) （2）

ここで、Ep：システムの生産エネルギー［MJ］、Em：素材
製造エネルギー、Ec：組立加工エネルギー、Eop：運用エ
ネルギーを意味する。生産エネルギーを除き、各段階の一

図4　「CO2削減効果計算証書発行制度プログラム」の計算体系

一体型 分離型
集熱面積［m2］ 3.3 4.0
蓄熱容量［L］ 200 160
集熱ポンプの

年間電力消費量［kWh/年］ ― 169

表1　評価対象とする太陽熱給湯器の規模
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次エネルギー消費量は（1）式より推計を行った。なお、4
人の給湯熱需要を満たす給湯システムを評価対象としてい
るため、生産エネルギーと給湯熱需要は一致する。

3.2  給湯システムの物量データ

3.2.1  ガス給湯器の物量データ

　ガス給湯器の構成素材量および組立加工エネルギーに関
するデータは、MiLCAの値を参照した。給湯に必要なガ
スの消費量は、給湯熱需要249［GJ/15年］を、燃焼効率
90%で除すことにより求めた。また、ガス給湯器の電力消
費に関しては、文献値13）を参考に87［Wh/day］として計
算を行った。

3.2.2  太陽熱給湯器の物量データ

　ソーラーシステム振興協会の技術委員会に属する製造業
者8社の協力のもと、家庭向けとして市販されている一般
的な太陽熱給湯器の構成素材量と組立加工エネルギーに関
し、データを収集した。一体型は、集熱面積2～4［m2］、
蓄熱容量200～220［L］、分離型は集熱面積2～6［m2］、蓄
熱容量100～300［L］の範囲でデータを得ており、表1に
示す評価対象の規模と近いものである。一体型および分離
型太陽熱給湯器の構成素材量と組立加工エネルギーの推定
については、それぞれ（a）、（b）項に譲る。
　補助熱源として用いるガス給湯器の構成素材量および組
立加工エネルギー、運用時の電力消費は3.2.1と同様である。
また、ガス消費量は、太陽熱給湯器が供給した残りの60%
の給湯熱需要149.4［GJ］を燃焼効率90%で除すことにより
求めた。

（a）一体型太陽熱給湯器の構成素材量、組立加工エネル

ギーの推定

　一体型太陽熱給湯器は、集熱部、蓄熱部、接続管、架台
から成り、それぞれの機器ごとに構成素材量を推定した結
果を表2に示す。
　一体型太陽熱給湯器の核となる集熱部と蓄熱部の構成素
材量は、3社のデータを用いて推計した。集熱部に関しては、
まず、各社の集熱面積1［m2］あたりの構成素材量の平均
値を算出した。この1［m2］あたりの構成素材量の平均値
に対して、表1に示した一体型太陽熱給湯器の集熱面積を
乗じることにより、集熱部の構成素材量を算出した。また、
蓄熱部に関しても集熱部と同様に、蓄熱容量100［L］あた
りの構成素材量の3社平均値を算出し、蓄熱容量（表1）
をかけることで、蓄熱部の構成素材量を算出した。
　接続管および架台は、家庭用の範囲内では、規模によっ
てその素材量が大幅に変わらないものとみなし、規模の異
なるデータであっても全て平均を取ることにした。接続管

については、2社から得られた素材量を平均したものを、
構成素材量として用いた。また、架台については、3社か
らデータを得たが、脚付きか否か、角度調整機能があるか
否かで、重量に大きな差異が生じる。したがって、本研究
においては脚および角度調整機能の無い屋根に直接取り付
けるタイプの1社の架台の構成素材量を用いた。
　組立加工エネルギーに関しては、1社からのみデータを
得られたが、集熱部と蓄熱部に分けてデータを得ることが
できなかったため、家庭向けに製造された一体型太陽熱給
湯器の範囲内では、規模によらず組立加工エネルギーは一
定のものと仮定した。よって、1社から得られた組立加工
エネルギーを、評価対象とする一体型太陽熱給湯器の組立
加工エネルギーとしてそのまま用いた。

（b）分離型太陽熱給湯器の構成素材量、組立加工エネル

ギーの推定

　分離型太陽熱給湯器は、集熱器、蓄熱槽、接続管、架台、
リモコン、電装、コントローラーから成り、それぞれの機
器ごとに構成素材量を推定した結果を表3に示す。

集熱部 ガラス 19.23 kg
ステンレス鋼材 20.49 kg
亜鉛メッキ鋼板 8.83 kg
鉄 0.98 kg
発泡スチロール 0.41 kg
グラスウール 0.71 kg
合成ゴム 0.10 kg
プラスチック 0.04 kg

蓄熱部 ステンレス鋼材 10.66 kg
鉄 0.32 kg
黄銅 0.11 kg
銅 2.86 kg
亜鉛メッキ鋼板 1.84 kg
青銅 0.28 kg
発泡スチロール 1.14 kg
グラスウール 0.67 kg
合成ゴム 1.01 kg
ポリエチレン 9.20 kg
プラスチック 0.06 kg

接続管 ポリエチレン 0.09 kg
塩化ビニル 0.25 kg

架台 ステンレス 0.08 kg
熱感圧延鋼材 1.98 kg
鋼材 0.57 kg

組立加工 電気 28.58 kWh
エネルギー LPG 4.88 kg

表2　一体型太陽熱給湯器の構成素材および組立加工エネルギー
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　分離型太陽熱給湯器の核となる集熱器と蓄熱槽の構成素
材量に関しては、4社からデータを入手した。集熱器はまず、
4社のデータを用いて集熱面積1［m2］あたりの構成素材量
の平均値を算出した。この平均値に、表1に示した分離型
太陽熱給湯器の集熱面積を乗じることによって、構成素材
量を算出した。蓄熱槽に関しても、集熱器と同様100［L］
あたりの4社の平均値を算出した。ただし、蓄熱槽の一部
である集熱媒体は、4社のうち2社が利用しているプロピレ
ングリコール水溶液とし、2社の使用量の平均値を採用した。
この平均値に蓄熱容量を乗じることによって評価対象とす
る分離型太陽熱給湯器の蓄熱槽の構成素材量を算出した。
　接続管、架台、リモコン、電装、コントローラーに関し
ては、集熱面積や蓄熱容量が変化しても、その規模は一定
であるとし、構成素材量も変わらないものとした。接続管
および架台は2社の平均を取り、それ以外は1社のみから
得た構成素材量を、そのまま用いた。
　組立加工エネルギーは、2社から得たデータをもとに、
集熱面積1［m2］あたり、蓄熱容量100［L］あたりの組立
加工エネルギーを別々に求めた。そして評価対象とする分
離型太陽熱給湯器の規模（表1）を乗じることで、組立加
工エネルギーを算出した。
　さらに、分離型太陽熱給湯器の場合には、2.3節で述べ
たように計算ソフトウェアを用いて集熱ポンプの稼働時間
を計算し、それに定格出力をかけることで電力消費量を算
出した。

4.  結果と考察

4.1  CO2排出量とエネルギー収支

　表4に、ガス給湯システム、一体型太陽熱給湯システム、
分離型太陽熱給湯システムの給湯熱需要1［MJ］あたりの
ライフサイクルCO2排出量とエネルギー収支の結果を示す。
　一体型・分離型太陽熱給湯システムのライフサイクル
CO2排出量は、ガス給湯システムのそれに比べて、それぞ
れ37%、26%小さい。エネルギー収支に関しては、ガス給
湯システムが0.9であるのに対し、太陽熱給湯システムは
一体型で1.4、分離型で1.2である。つまり、ライフサイク
ル全体にわたり投入した一次エネルギーを考慮しても、太
陽熱給湯システムは投入エネルギーよりも生産エネルギー
の方が大きい。ただし、太陽光エネルギーは投入エネル
ギーとしては計上されていない。
　図5にそれぞれの給湯システムのCO2排出量の内訳を示
す。概して、どの給湯システムも使用段階での影響が大き
く、製造と組立加工の影響は小さい。ただし、組立加工分
は完成品メーカーにおけるCO2排出量のみを対象としてお
り、外注部品の製造や輸送などに伴うCO2排出量は考慮し
ていない。ガス給湯システムと比較すると、太陽熱給湯シ

表3　分離型太陽熱給湯器の構成素材量および組立加工エネルギー

集熱器 ガラス 25.38 kg 蓄熱槽 ステンレス鋼材 22.2 kg
アルミ 9.75 kg 鉄 5.01 kg
鋼材 6.65 kg 黄銅 1.29 kg
銅 3.07 kg 銅 1.75 kg
亜鉛メッキ鋼板 5.29 kg 鋼材 21.53 kg
ステンレス鋼材 9.32 kg グラスウール 1.50 kg
グラスウール 1.42 kg 発泡ポリエチレン 0.01 kg
発泡スチロール 0.53 kg プロピレングリコール水溶液 17.37 kg
シリコン 0.04 kg プラスチック 1.28 kg
合成ゴム 0.58 kg シリコン 0.66 kg
プラスチック 0.19 kg 合成ゴム 0.22 kg

接続管 アルミニウム 4.10 kg ポリエチレン 1.08 kg
架台 鉄 3.80 kg 電装 銅 0.10 kg

鋼材 6.98 kg 亜鉛メッキ鋼鈑 0.80 kg
ステンレス鋼 0.10 kg コントローラー ポリスチレン 0.18 kg

リモコン ABS樹脂 0.32 kg ポリウレタン 0.42 kg
アクリル樹脂 0.03 kg はんだ 0.02 kg
ポリプロピレン 0.02 kg 組立加工 電気 223.06 MJ

エネルギー LPG 144.29 MJ

ガス給湯器 一体型 分離型
CO2排出量［g-CO2/MJ］ 56.7 35.5 42.0
エネルギー収支［-］ 0.9 1.4 1.2

表4　ライフサイクルCO2排出量およびエネルギー収支
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ステムは都市ガスの消費量が少ないことがCO2排出量の値
が小さくなる主な原因である。また、太陽熱給湯システム
同士を比較した場合、分離型太陽熱給湯システムのCO2排
出量が多い主な理由は、集熱ポンプでの電力消費である。
集熱ポンプに起因するCO2排出量は、分離型太陽熱給湯シ
ステムの全CO2排出量の内の12%を占めており、分離型
太陽熱給湯システムのCO2排出量を低減させるためには集
熱ポンプの電力消費量の削減が重要となる。
　図6は、図5における素材製造時のCO2排出量の素材別
内訳を示す。一体型太陽熱給湯器に関しては、ステンレス
とガラスの製造からのCO2排出量で全体の70%を占めて
いる。これら2種の素材製造に伴うCO2排出量が大きい主
な理由は、用いられている素材の重量自体が大きいことに
ある。表2を見ると、ステンレスは集熱部の重量のうち
60%、蓄熱部の重量のうち38%を占めている。また、ガラ
スも集熱部の38%を占めており、ステンレスに次いで素材
重量が多い。一方、分離型太陽熱給湯器の場合は、アルミ
ニウムとステンレスからのCO2排出量が過半を占めている。
一体型と同様、分離型においても使用されている重量の多

い素材ほどCO2排出量も多い。アルミニウムとステンレス
の重量が全体に占める比率は、それぞれ9%、21%である
ことが、表3よりわかる。ただし、アルミニウムのCO2排
出原単位は8.98［t-CO2/t］と、ステンレスのそれの約2倍
であるため、全体に占めるCO2排出量はほぼ同じとなる。

4.2  太陽熱給湯率の増加による比較

　前節で示した結果は、太陽熱給湯器によって、家庭の給
湯熱需要のうち40%の熱量を供給する想定に基づいている。
しかし、前節の結果が示すように、太陽熱給湯システムの
CO2排出のうち8割から9割が都市ガスの消費によるもの
であることから、太陽熱給湯率の増加が都市ガスの更なる
消費抑制に寄与し、太陽熱給湯システムの環境性能が向上
することが期待される。
　そこで本節では、夏季に過剰集熱にならない範囲内で、
太陽熱給湯率を増加させた場合の検討を行う。太陽熱給湯
率を高くするためには集熱器の面積を広くする必要がある
が、あまり広くすると、給湯熱需要が下がる夏季において
過剰に集熱され、太陽熱温水器に負荷がかかる。そこで本

図5　3種の給湯システムのライフサイクルCO2排出量

図6　素材製造時の素材別CO2排出量の百分率
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研究では、製造業者からのヒアリング調査に基づき、夏季
に過剰集熱にならない最大の太陽熱給湯率を60%と想定し
た。表5には太陽熱給湯率が40%、50%、60%の場合の太
陽熱給湯器の規模を示す。太陽熱給湯率が50%と60%で
ある場合の太陽熱給湯器の規模は、2.3節にて説明した方
法に基づいて、40%の場合と同様に推計した。つまり、「CO2
削減効果証明書発行制度プログラム」にて市販の太陽熱給
湯器を対象に太陽熱給湯率を計算し、太陽熱給湯率が50%
の場合49% ～ 51%、60%の場合59% ～ 61%となる太陽熱
給湯器を選定し、それらの規模を平均した。太陽熱給湯率
が高くなるに従い、集熱面積と蓄熱容量、また、分離型の
場合は集熱ポンプの電力消費量が大きくなる。ただし、
50%と60%の分離型太陽熱給湯器の集熱器の面積が同じで
あるが、これは実際に販売されている機器の情報に基づき、
面積を計算しているためである。分離型太陽熱給湯器の集
熱器のユニットは2［m2］刻みで販売されているため、例
えば、計算上は5［m2］で十分な集熱が可能であっても、
4［m2］で集熱量が不足する場合には6［m2］を導入するし
かない。
　図7と8に、太陽熱給湯率を40%、50%、60%とした場
合の太陽熱給湯システムのCO2排出量とエネルギー収支の
推計結果をそれぞれ示す。太陽熱給湯率が増加するごとに
CO2排出量とエネルギー収支が改善していることが分かる。
太陽熱給湯率を40%から60%に増加すると、CO2排出量は
一体型太陽熱給湯システムで33%、分離型太陽熱給湯シス
テムで21%減少する。これは、太陽熱給湯器の規模の増大
による素材製造や組立加工のCO2排出量やエネルギー消費
の増加効果よりも、都市ガス消費量の減少によるCO2排出
量やエネルギー消費の低減効果が大きいことを表している。
特に一体型太陽熱給湯システムではその傾向が顕著に見ら
れる。一方、分離型太陽熱給湯システムのエネルギー収支
およびCO2排出量改善効果が一体型に比べて小さい理由は、
規模の増大に伴い集熱ポンプもより大きな定格出力を必要
とするため、電力消費量も増加することにある。
　以上から、家庭向けに製造されている太陽熱給湯器は、
集熱器面積、蓄熱容量の規模を可能な限り拡大し太陽熱に
よる給湯を行う方が、CO2排出量とエネルギー収支の面か

らは有効であると言える。
　本稿では、前述したように、家庭向け太陽熱給湯器によ
る給湯可能な範囲として、太陽熱給湯率60%までを考慮し
た。しかし、太陽熱給湯器の規模をより拡大することで、
これ以上の太陽熱給湯率を可能とする太陽熱給湯器を導入
することもできる。ただし、給湯率を高めるためには給湯
需要が多い冬期に規模を合わせる必要があり、夏期に過剰
な集熱がなされる状態が続くと、太陽熱給湯器自体に高熱
の物理的負荷がかかることで耐用年数が短くなる恐れがあ
る。よって、規模を拡大する場合には、夏期の余剰熱量を
冷房として利用するなど高熱負荷を回避する対応が求めら
れる。

図7　太陽熱給湯率の変化によるライフサイクルCO2排出量の変化

図8　太陽熱給湯率の変化によるエネルギー収支の変化

表5　太陽熱給湯率と太陽熱給湯器の規模

太陽熱給湯率 40% 50% 60%
一体型 蓄熱容量［L］ 200 245 270

集熱面積［m2］ 3.3 4.5 6.0
分離型 蓄熱容量［L］ 160 200 300

集熱面積［m2］ 4.0 6.0 6.0
集熱ポンプの
年間電力消費量［kWh/年］ 169 245 270
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5.  結論

　本研究は、エネルギー収支およびライフサイクルCO2排
出量を指標として従来のガス給湯器による給湯と、一体型
と分離型という2種の太陽熱給湯器による家庭用給湯シス
テムを比較分析した。この分析に用いたデータは、実際に
販売されている太陽熱給湯器を対象として複数社から得て
おり、現在の日本における太陽熱給湯器の実態を反映した
ものである。
　太陽熱給湯システムは、従来型のガス給湯システムに比
べて、運用時の都市ガス消費量を削減できることから、太
陽熱給湯システムのCO2排出量はガス給湯システムのそれ
に比べて26% ～ 37%小さいことが示された。また、太陽
熱給湯システムのエネルギー収支は1.2 ～ 1.4であり、投
入エネルギー以上のエネルギーを生産できることが明らか
にされた。本研究では、素材製造、組立加工、運用のライ
フサイクルにわたりCO2排出量を推計したが、ライフサイ
クル全体に占める素材製造時の影響は5 ～ 7%程、組立加
工は1%に満たない程度とその影響は小さかった。また、
一体型太陽熱給湯システムは分離型と比べ、運用時にエネ
ルギーを消費しないため、ライフサイクルCO2排出量とエ
ネルギー収支の点で優れていることを明らかにした。
　さらに、太陽熱給湯率を過剰集熱の起こらない範囲で変
化させて分析したところ、導入する太陽熱給湯器の規模を
拡大し太陽熱給湯率が増加するほど、太陽熱給湯システム
のライフサイクルCO2排出量の削減効果とエネルギー収支
は改善されることが認められた。ただし、太陽熱給湯率を
更に高くするためには、夏期の過剰集熱分を冷房などに有
効利用することが求められる。
　なお、一体型太陽熱給湯システムは分離型と比較してラ
イフサイクルCO2排出量とエネルギー収支の両面で優れて
いたが、美観や屋根への荷重など実際の導入において伴う
問題を考慮すると、一体型太陽熱給湯システムと分離型の
比較は本稿の指標のみで結論付けるのではなく、より多く
の観点から議論されるべきである。
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太陽光発電システムへの心理的近接性が省エネルギー意識・行動に及ぼす影響
藤本　ひかり1・本藤　祐樹1,＊・弘中　雄介1

Effect of Psychological Proximity to PV Systems on Energy-Saving Behavior
Hikari FUJIMOTO1, Hiroki HONDO1,＊ and Yusuke HIRONAKA1

研 究 論 文（Research Article）

Synopsis: 

Objective. Changes in thinking and behavior of consumers are required to solve global environmental 
problems.  Solar photovoltaic （PV） systems may play a significant role for increasing attention to energy 
issues and behavioral change.  The present study focuses on a concept of “psychological proximity to PV 
systems,” that is, a feeling that regards PV systems as a symbol and attachment object, and aims to reveal 
whether and how it affects energy-saving behavior based on the Value-Belief-Norm （VBN） theory in the social-
psychological field.  Questionnaire surveys were conducted with 281 households which send their children to 
three nursery schools （two with and one without PV systems） in Iida city, Nagano prefecture.  The 
questionnaire comprises about 20 questions such as the psychological proximity to PV systems, awareness of 
energy issues, energy-saving behavior.  The collected data was statistically analyzed to find causal 
relationships between the psychological proximity of PV systems and variables in the VBN theory.  In 
addition, an intervention study to increase the psychological proximity to PV systems at a nursery school was 
carried out to observe changes in VBN variables associated with the proximity increase.
Results and Discussion. The results of covariance structure analysis show that the psychological proximity 
to PV systems positively affects some VBN variables, suggesting that it encourages energy-saving behavior 
through activating the altruistic and biospheric value, and might directly promote two types of energy-saving 
behavior （i.e. domestic energy-saving behavior, support of energy saving policies）.  Furthermore, statistical 
analysis of the intervention study data finds that there is an almost significant relationship between two 
increases in the psychological proximity to PV systems and the altruistic and biospheric value.  Consequently,  
the psychological proximity to PV systems may directly and indirectly facilitate to engage people in more 
energy-saving behavior.
Conclusions and Perspectives. The present study revealed a possible mechanism to generate energy-saving 
behavior when PV systems exist in our daily living area and we have a positive feeling for them.  An 
important conclusion is that the mechanism seems to be different from those to explain behavioral change by 
conventional energy and environmental education.  In the future, authors will collect data by using more long-
term follow up survey to thoroughly analyze the mechanism.  In addition, we plan to improve the intervention 
study, and provide effective measures to increase the psychological proximity of PV systems.
Keywords: Energy-saving behavior; intervention study; psychological proximity; solar photovoltaic system; 
value-belief-norm theory

論文賞受賞講演
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1.  はじめに

　地球温暖化などのグローバルな環境問題の解決に向けて、
消費者1人ひとりが関与していくことが求められている。
地球温暖化問題は、個人の日々の消費行動と密接に結びつ
いているものの、その影響が時間的にも空間的にも遠く離
れていることから、消費者がそれを自分自身の問題である
と捉える意識が希薄化しやすい。例えば、今日の一般消費
者の生活では、プラグにコンセントを差すだけで、簡単に
電力を使うことができる。しかしながら、電力がどのよう
に作られ、その過程でどれだけの資源を使ったり二酸化炭
素を排出したりしているかということは、考える機会がほ
とんどない。このような見えない電力システムの状態を本
藤1）は「ブラックボックス化」と呼び、このことが、エ
ネルギー・環境問題に対する意識の希薄さ、ひいては地球
温暖化問題を助長する原因の1つとなり得ると指摘してい
る。つまり、省エネルギー行動を推進するためには、消費
者が日頃からエネルギーや環境問題を身近に感じ、それを
自分自身の問題であると常に認識できるような状況を作る
ことが必要である。
　このような課題に示唆を与える知見として、太陽光発電

（以下、PV）システムに着目したいくつかの研究事例2-9）

が挙げられる。PVシステムは、従来の大規模集中型の発
電技術とは異なり、日常生活の目に見える場に常に存在す
るという特性を有する。さらに近年では、住宅用のみなら
ず公共施設や企業への設置が急速に普及しており、人々を
取り巻く環境は、PVシステムなどの発電技術が生活の一
部として身近に存在し得る状況に変化していると捉えるこ
とができる。ギフォード10）は、我々の行動や態度を規定
する感情成分や信念成分は、日常生活の中で影響を受けて
形成してくと述べており、この考えに基づいた高山
ら11, 12）の研究では、生活域の環境が人々の考え方や行動
に影響を与えていることが明らかにされている。つまり、
我々の意識・行動は、身の回りに存在するものから常に影
響を受けていると言える。それ故、近年のPVシステムを
とりまく身の回りの環境の変化は、これまで何の疑いもな
く使えていた電気やエネルギー、そしてそれらに関係する
地球温暖化問題に対して、目を向けるきっかけとなるかも
しれない。実際に、既往研究2-9）では、家庭や学校に設置
されたPVシステムが、そこで生活する人々の環境意識や
行動を向上させる可能性が明らかにされている。Hassら2）

は、PVシステムが設置された世帯の実際の電力消費量を
調査し、PVシステム購入が電力消費量を減少させる場合
があることを述べている。また、Keirstead5）は、質問紙
調査とインタビュー調査によって、住宅用PVシステムを
導入した後に、その世帯の環境意識や行動が変化する可能
性を指摘している。国内では、野田ら7）やHondo8）が、

中学校や保育園などの住宅以外に設置されたPVシステム、
つまり自分の所有物でないPVシステムに関しても、その
存在が人々の省エネ意識や行動に影響を及ぼす可能性を明
らかにしている。
　さらに、PVシステムの存在が人々の省エネ行動などを
向上させるメカニズムについて、PVシステムに対する感
情に着目した研究8, 9）がなされてきた。Hondo8）は、PV
システムが設置されている保育園に子供を通わせている家
庭の省エネ行動に着眼し、保育園のPVシステムに対する

「愛着」が、家庭における省エネ行動を促進するのに重要
な規定因となっていることを示唆している。また、小学校
に設置されたPVシステムを取り扱った溝口ら9）の研究で
は、児童がPVシステムの掃除や発電量の記録などを行い、
学校生活においてPVシステムの存在を意識する機会を増
やすことで、児童の節電行動がどのように変化するかにつ
いて分析している。分析の結果、PVシステムと日常的に
関わることで、「PVを好きだ」という気持ちや「PVは学
校のシンボルだ」という気持ちが高まることが明らかにさ
れている。さらに、このような気持ちを持った児童ほど、
環境問題に対する関心や、節電規範・行動が高まる可能性
を示唆している。
　以上のように、既往研究では、PVシステムというエネル
ギー技術との間に感情的なつながりが存在し、それが省エ
ネルギー行動を促進する心理プロセスにおいて重要な役割
を果たす可能性があることが示されてきた。本研究では、
PVシステムに対して愛着やシンボルに思う気持ちのような
感情成分をまとめ、「PVシステムへの心理的近接性（＝PV
システムに対して心理的な距離を近しく感じていること）」
と呼ぶ。もし、PVシステムへの心理的近接性が人々の省エ
ネ意識・行動を促進するのであれば、心理的近接性を持た
せるような仕組みを作ることで、時間を要せず且つ自然に、
環境教育と同様の役割を果たすことが期待できる。しかし
ながら、PVシステムなどの発電技術に対する感情成分に着
眼し、それが省エネ意識・行動にどのように働きかけるの
かを検討した研究事例は少ない。また、そのような働きか
けのメカニズムを検討した既存研究8, 9）においては、PVシ
ステムの心理的近接性に着目しつつも、社会心理学分野に
おける行動理論に基づいた検討はなされていない。
　本研究では、PVシステムへの心理的近接性が省エネ行
動に与える影響のメカニズムを、社会心理学の分野で知見
が蓄積されている行動モデルに基づいて、体系的に明らか
にすることを目的とする。PVシステムが設置されている
保育園に子どもを通わせる保護者を対象とした質問紙調査
によってデータを収集し、PVシステムへの心理的近接性が、
省エネ行動を説明するモデルの構成要素のいずれに影響し
ているのかを分析した。さらに、その影響を確認するため、
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PVシステムへの心理的近接性を意図的に高めることを
狙った介入実験を行い、心理的近接性の高まりに伴って当
該構成要素に向上がみられるのかを検討した。

2.  理論的枠組みと仮説

2.1  VBN理論

　環境行動を説明する理論モデルは、心理学や社会心理学
の分野を通して数多く構築されてきた。Bamberg13）によ
ると、環境行動を説明するモデルは大きく、私利的な要因
モデルと向社会的な要因モデルの2種に分かれる。私利的
な要因モデルは、Ajzenの計画的行動理論14）に代表され、
個人の合理的な意思決定に基づいて環境行動が行わる過程
を説明したものである。一方、向社会的な要因モデルでは、
Schwartzの規範活性化理論15）が主流とされ、認知や感情、
その他社会的要因による道徳意識の活性化が環境行動に影
響する過程が示されている。さらに、Sternは、規範活性
化理論に価値理論と自然観・環境観といった人々の信念成
分の要素を組み込み、VBN理論（Value-Belief-Norm 
Theory）16）として展開させている。
　地球温暖化問題などのグローバルな環境問題は、個人の
利益の追求のみでは解決に結びつかず、「環境問題の解決
のために、個々人が省エネルギーに努めるべき」といった
全体の利益を尊重した規範意識の活性化が特に重要である。
そこで本研究では、PVシステムへの心理的近接性が与え
る省エネ行動への影響を分析するにあたり、価値観や規範
に基づいて環境行動の心理プロセスを記述する「VBN理
論16）」を理論的枠組みとする。この枠組みを用いて環境
行動を説明した研究には、自動車利用の低減意思を対象と
したもの17）のほか、エネルギー政策の受容性18）、公園の
利用19）を対象としたものなどがある。さらに、省エネル
ギー行動の説明にもVBN理論を用いることが可能である
ことをIbtissem20）、Sahin21）は示している。

　VBN理論では、例えば省エネ行動を行うのには、自分
が省エネ行動をすべきだという「個人規範」が活性化され
るからであると考える。この個人規範には、地球温暖化や
エネルギーの大量消費の責任が自分にあると感じる「責任
帰属」が、責任帰属にはこれらの問題が重大であるとの認
識「重要性認知」が影響しているとされる。さらに、重要
性認知には自然も人間も人間以外の種も平等だと捉える考
え方「New Environmental Paradigm；NEP」が影響を与
え、NEPには人々の信念や価値観が影響していると説明
される。ここで、自分の利益を重視する「利己的価値」は
NEPに負の影響を与え、自分以外の人や、全体にとって
利益となる事柄を重んじる「利他的価値」、及び自然界の
ある地域に住むすべての生物群集や環境を大切にする考え
方である「生態系価値」はNEPに正の影響を与えるもの
とされる。

2.2  仮説

　図1に、本研究の仮説を示す。既往研究19, 22）の知見を
参考に、「価値観」については概念を2カテゴリーとし、
自分の利益を重視する価値観を「利己的価値」、自分以外
の人や人間以外の種などの全体の利益を重視する価値観を

「利他的・生態系価値」とした。また、VBN理論で説明さ
れる環境行動は、環境主義行動（デモへの自主的参加等）、
社会レベルの環境行動（環境政策の支持や受容等）、個人
レベルの環境行動（家庭内の省エネなど）、組織レベルの
環境行動（製品の環境配慮設計など）、の4種であるが、
本研究においては、社会レベルの環境行動の指標として

「省エネ政策の受容性」を、個人レベルの環境行動の指標
として「家庭内省エネ行動」を取り上げた。
　本研究では、PVシステムへの心理的近接性は、VBN理
論が提唱する行動モデルの構成要素（価値観、NEP、重要
性認知、責任帰属、個人規範、省エネ政策の受容性、家庭

VBN
Value-Belief-Norm Theory

PV

図1　理論的枠組みと研究仮説
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内省エネ行動）のいずれかに影響を与え、省エネ政策の受
容性や家庭内省エネ行動を向上させるという仮説のもと、
分析を行う（図1）。地球環境志向のイメージを持ちやすい
PVシステムに心理的近接性を抱くことで、環境問題は自分
にも関係があるという認識を持ち、重要性認知、責任帰属、
個人規範など認知的な要素が活性化されるかもしれない。
一方で、PVシステムは物体（装置）としてそこに存在して
いるだけであり、省エネ意識・行動を啓発するような文字・
数値情報を発信しているわけではない。それ故、環境教育
や情報提供等でも活性化される上記のような認知的要素の
他、さらに異なった要素にも影響する可能性がある。例えば、
日頃の生活環境から形成される価値観やNEPといったプロ
セスのより上位側、さらには省エネ政策の受容性や家庭内
省エネ行動に直接的に働きかけることも考えられる。
　以上を踏まえ、本研究では、保育園に設置された「公共
のPVシステム」、そして、現在いわゆる環境教育を受け
る立場にない「保護者」を研究対象として取り上げる。個
人が所有しているPVシステムでは、節電や省エネ行動を
行うことで余剰電力の売電量が増加するといった経済的な
便益が発生する。そのため、自己の経済的便益に基づく合
理的な選択の結果として省エネ行動が実施される可能性が
高い。一方で、公共のPVシステムの場合には、そのよう
な私的な経済的便益には直接関係しない。つまり、公共の
PVシステムを対象とすることで、経済的な要因をある程
度排除し、よりVBN理論を構成する要素に着眼した解析
が可能になると考えられる。また、前述のように、認知的
と非認知的の両方の影響プロセスが有り得るPVシステム
への心理的近接性の働きをより明確化するためにも、エネ
ルギー・環境教育の影響を可能な限り取り除くことが求め
られる。この理由から、現在、教育を受ける立場にない、
当該保育園に子どもを通わせる保護者を対象とする。

3.  方法

　長野県飯田市の保育園に子どもを通わせる保護者を対象
に、PVシステムの心理的近接性や省エネ意識・行動など
に関する質問紙調査を実施し、得られたデータを用いて
2章で示した仮説を検証した。さらに、PVシステムへの
心理的近接性を意図的に高めることを狙った介入実験を行
い、介入前後における質問紙調査から、心理的近接性の向
上がもたらす影響について検討した。

3.1  対象とする PVシステム

　本研究では、PVシステムが設置された長野県飯田市の
保育園を調査対象とした。PVシステムは平成16 ～ 17年
より園舎の屋根の上に設置されており、保護者は日常的に
目にすることができる（図2）。

3.2  質問紙調査

　表1に示されるように、平成26年11月27日～ 12月8日
の期間で、長野県飯田市の保育園に子どもを通わせる保護
者（3園、281名）を対象に質問紙調査を行った。対象の
3園には、PVシステムが設置されている園（A園、B園）
に加えて、設置されていない園（C園）が含まれる。調査は、
各保育園へ質問紙を一括して送付し、園の職員によって保
護者に配布・回収をしてもらい、回答済みの質問紙を一括
して返送してもらう形で実施された。質問紙は、図1の仮
説のメカニズムに沿って、家庭内省エネ行動、省エネ政策
の受容性、その他VBN理論の構成要素、PVシステムへの
心理的近接性などの設問項目から成り、リッカート尺度を
用いた5段階評定による20問程度の設問で構成される（表2）。
質問紙の設計にあたっては、大学生を対象にプレ調査（2回、
計228名）を実施し、質問文の信頼性を確認し適宜修正を
加えた。PVシステムへの心理的近接性は、先行研究8, 9）

等を参考に、PVシステムに愛着を感じること（＝「PV愛
着」）、PVシステムをシンボルに思う気持ち（＝「PVシン
ボル」）、PVを自分のもののように思う気持ち（＝「PV自

図2　調査対象園のPVシステム

実施期間
介入前 平成26年11月27日～ 12月8日

介入一カ月後 平成27年２月6日～２月16日

対象者 長野県飯田市の保育園3園に
子どもを通わせる保護者

人数

Ａ園 （PVあり，介入あり）92名
Ｂ園 （PVあり，介入なし）100名
Ｃ園 （PVなし，介入なし）89名
合計 281名

実施方法 保育園経由での配布/回収
回答方式 リーカット尺度による選択法、記名式

回収率
介入前 245/281（87.2％）

介入一カ月後 228/281（79.2％）

表1　質問紙調査の概要
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己所有感」）の3点を測定変数とした。省エネ政策の受容
性は、省エネ社会へ向けた仮想の3政策に対する受容性を
測定した。家庭内省エネ行動は、7種の行動の実践度を測
定しており、「毎日している」～「していない」の5段階
に「機会がない」を加え、回答を求めた。
　なお分析にあたっては、各園あたり全学年の保護者、計
245名から得られた回答のうち、有効回答である224名分
のデータを対象とした（表1）。

3.3  介入実験

　3.2の質問紙調査の後、PVシステムが設置されたA保育

園を対象に、平成26年12月25日より介入実験を実施した。
介入実験の狙いは、保護者が日常生活の中でA園のPVシ
ステムを意識する機会や、身近に感じられる状態を作るこ
とを通して、園のPVシステムへの心理的近接性を高める
ことにある。介入の内容は、市役所職員及び園職員への聞
き取り調査をもとに手間や実現可能性、介入の継続性等の
観点から検討し、「PV連絡帳の利用」と「ソーラーライト
キーホルダーの所有」の2種で構成した。
　「PV連絡帳の利用」は、普段使用している連絡帳に、園
のPVシステムの写真が表紙となったカバー（図3）を取
りつけ、使っていただくものである。保育園と保護者の間

測定項目 設問

心理的近接性
PVシンボル 太陽光発電システムは園のシンボルだと思う

PV愛着 園の太陽光発電システムに愛着を感じる
PV自己所有感 園の太陽光発電システムを自分のもののように思う

利己的価値
富 財産やお金を手に入れること

社会的権力 他者よりも優位に立つこと

利他的・
生態系価値

平等 すべての人に均等な機会が与えられること
社会正義 不正を正し、弱いものに配慮すること
環境保護 自然環境を守っていくこと

地球の尊重 地球を尊重し、動植物と共存して生活を送ること

NEP

1 人間活動が現在のまま続けば、きっと近いうちに取り返しのつかない自然破壊がもたらされるだろう
2 人間と動植物の生きる 権利は同等である
3 人間の活動は、地球が支えることができる能力の限界に近づいている
4 人間が自然に手を加えると、しばしば悲惨な結果をもたらす

重要性認知
1 地球温暖化は社会として取り組むべき深刻な問題である
2 エネルギー資源の大量消費はきわめて重大な社会問題である

責任帰属
1 地球温暖化に関して、私にも責任がある
2 大量のエネルギー消費は政府や工場だけでなく私にも責任がある

個人規範
1 エネルギーを無駄遣いしていると、罪悪感を覚える
2 他の人がどうするか関係なく、私は省エネルギーに努めなければならないと思う

省エネ政策
受容性

製品開発 省エネルギー製品開発を支援するために、新たな税金を導入する政策
ガソリン ガソリン車に対して追加的な税金をかける政策
再エネ税 あなたの住んでいる地域に再生可能エネルギーを導入するため、市民税を高くする政策

家庭内
省エネ行動

コンセント 使用しない電化製品のコンセントは抜いている
テレビ 部屋を離れるのが5 分くらいでもテレビを消している
情報 省エネや節電に関する情報を、自ら探している
暖房 寒い日も暖房はなるべく使わず、衣服で調節している

呼びかけ 家族に省エネをしようと呼びかけている
冷蔵庫 冷蔵庫を開け閉めする回数・時間は最小限にしている
照明 なるべく照明をつけず、自然の光で生活している

※各設問は、５段階で回答を求め、点数を付与した。
　「とてもそう思う/とても重要/賛成/毎日している」＝5点
　「そう思う/やや重要/どちらかと言えば賛成/ほぼ毎日している」＝4点
　「ややそう思う/どちらとも言えない/時々している」＝3点
　「あまりそう思わない/あまり重要でない/どちらかと言えば反対/まれにしている」＝2点
　「そう思わない/重要でない/反対/していない」＝1点
　「機会がない」＝除外

表2　質問紙調査の設問一覧
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では毎日、連絡帳を使って情報の交換が行われている。も
ともとA園の全世帯が使用していた一般的なB6ノートに、
PVパネルと園舎の外観が表紙となったカバーをとりつけ、
A園の全世帯において利用を試みた。連絡帳の表紙となる
ため、PVシステムを園のシンボルだと思う気持ちが高ま
ること、また、連絡帳は保護者が毎日目を通すものである
ことから、見る機会が増えることでPVシステムに対する
愛着が湧いてくることを狙っている。
　「ソーラーライトキーホルダーの所有」は、太陽電池が
ついたLEDライトキーホルダー（図4）を配布し、かばん
や車のキーなどに付けて使っていただくものである。ボタ
ンを押すとライトが光るキーホルダーを防犯用・防災用と
して保護者に1つ、園児に1つ配布した。保護者用は車の
キーや家のカギにつけるよう依頼した（介入後調査による
と84％の保護者がそれに従って何らかの利用をしていた
ことが確認できている）。園児用は通園カバンに装着した
（図5）。PVシステムと同じように太陽の光で機能するも
のであることから、似た機能のものを自分で所有すること
で、園のPVシステムを身近に感じ、自分のもののように
思う気持ちが高まること、そして、改めてPVシステムの
機能を理解することにつながり、愛着がわいてくることを
期待している。
　介入開始から約1カ月後にあたる平成27年2月6日～ 2
月16日の期間で、3.2と同様の質問紙による追跡調査を実
施し、介入効果を測定した（表2）。なお、介入実験実施
園（A園）に加えて、PVシステムが設置されているが介
入実験は行わない園（B園）、PVシステムが設置されてお
らず介入実験も行わない園（C園）においても、同時期に
質問紙調査を実施した。分析にあたっては、記名をもとに
前後の照合がとれた128名分のデータを対象とした。

4.  結果と考察

4.1  介入前調査に基づく仮説の検証

　本節では、介入実験前の質問紙調査で得られた有効デー
タ（N=224）を用いて、仮説に示したVBN理論とPVシス
テムへの心理的近接性の関係を体系的に明らかにする。尺
度の信頼性を検討した後、共分散構造分析によるパス解
析を行い、VBN理論が提唱する行動モデルを検証する。
その上で、PVシステムへの心理的近接性がVBN理論の行
動モデルの構成要素のいずれに影響しているのかを分析
する。

4.1.1  尺度

　VBN理論尺度、及び心理的近接性尺度の信頼性を検証
する。質問紙調査から得られたデータに対し因子分析（最
尤法・プロマックス回転）を行って因子を抽出した後、ク
ロンバックのαを用いて抽出した因子の信頼性を確認した。
表3に各尺度のα係数を示す。信頼度の判定については、
項目数を考慮し、その値が0.6以上であれば信頼性を認め、
尺度として定めた。表3に示されるように、多くの尺度で
概ね良好な信頼性が得られた。但し、利己的価値について
は、2項目間のクロンバックの信頼性係数αは低く（α
=.481）、質問文の表現及び相関分析の結果を考え合わせた

図3　介入実験で用いた連絡帳カバー

図4　介入実験で用いたソーラーライトキーホルダー

図5　ソーラーライトキーホルダーが園児の
通園カバンに装着された様子
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結果、一つの要素を測っていると認めるのは困難と判断し
た。よって、相関分析や因子分析を参考に、2項目のうち、
利己的価値をより正確に測定できていると考えられる「社
会的権力：他者よりも優位に立つこと」を尺度として用い
ることとした。

4.1.2  VBN理論の検証

　はじめに、3園の有効データ（N=224）を用い、省エネ
行動に関して、VBN理論が提唱するモデルの検証を行った。
共分散構造分析については、IBM社のSPSS-Amosを用いた。
　因果の強さを示すパス係数とその有意確率、及び各種
適合度指標23）の度合いを参考に、構成要素の概念につい
ても再検討した結果、NEP及び利己的価値を除外したモ
デルが妥当であると判断した（図6）。図中の値は標準化
パス係数と決定係数であり、パス係数の**印は1％水準で
有意であることを示している（図中の楕円は潜在変数を
示しており、観測変数と誤差変数は省略している）。図6
に示されるように、利他的・生態系価値から家庭内省エ
ネ行動及び省エネ政策の受容性に至る一連の心理プロセ
スは統計的に支持された。特に、重要性認知→責任帰属
→個人規範間のパスは強固な値であった。また、省エネ
政策の受容性の説明力は低く（R2=.07）、個人規範による
説明には限界があることが示唆された。これは、オラン
ダ北部で行った調査において、個人規範がエネルギー政
策の受容性の大きな規定因となると示したStegら18）とは
異なる結果である。日本における省エネ政策の受容性は、

「自分が省エネをすべきだ」という個人の規範よりも、他
の要因（例えば、政策によるコスト負担の懸念、便益の
有無など）が強く影響していると考えられる。また、Steg 
らが用いたエネルギー政策の受容性の質問文に比べて、本
調査で設けた政策受容性に関する質問文は、消費者の負
担をより強く連想させるものであった可能性が高い。そ
れ故、個人規範による説明力が低くなっていたとも考え
られる。
　以上の結果より、NEP及び利己的価値を除外している
ものの、一連の心理プロセスは統計的に支持されており、
省エネ政策の受容性及び家庭内省エネ行動がVBN理論に
よって説明できることが示された。

R²=.28 R²=.74 R²=.75

R²=.07

R²=.20.53** .86 ** .86 **

.26 **

.44 **

GFI=.898 AGFI=.870 RMSEA=.047

**1

図6　VBN 理論の検証

設問 尺度 α
PVシンボル

PV愛着
PV自己所有感

心理的近接性 0.830

富
社会的権力 利己的価値※ 0.481

平等
社会正義
環境保護

地球の尊重

利他的・生態系
価値 0.808

NEP1
NEP2
NEP3
NEP4

NEP 0.785

重要性認知1
重要性認知2 重要性認知 0.649

責任帰属1
責任帰属2 責任帰属 0.729

個人規範1
個人規範2 個人規範 0.658

製品開発
ガソリン
再エネ税

省エネ政策の受容性 0.799

コンセント
テレビ
情報
暖房

呼びかけ
冷蔵庫
照明

家庭内省エネ行動 0.767

※ 利己的価値は信頼性係数が低いため、「社会的権力：他
者よりも優位に立つこと」を尺度として用いる。

表3　各尺度の信頼性係数（α）
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4.1.3  心理的近接性が与える影響

　続いて、PV設置園（A園とB園）の有効データ（N=156）
を用いてPVシステムへの心理的近接性を外生変数として
加えた共分散構造分析を行い、行動モデルの構成要素のい
ずれに影響を与えているのかを検討した（図7）。図7に示
されるモデルの適合度はやや不良であるが、モデルが棄却
されるほどではない。ここでは、このようなモデルの状態
に留意しつつ、心理的近接性からのびるパスに焦点を当て
考察を行う。
　共分散構造分析の結果、「PVシステムの心理的近接性」は、

「利他的・生態系価値」に1％水準で有意に正の影響を与
えていることが分かった。検出された心理的近接性から利
他的・生態系価値へのパスは、公共のもの（PVシステム）
に心理的近接性を抱くことで、人の考え方を構成する根本
的な価値観に刺激を与え、社会や他人のために自然環境を
大切にしようという、利他的な考え方を促す傾向があるこ
とを示していると考えられる。表4は、心理的近接性と利
他的・生態系価値の設問毎の得点について、スピアマンの
順位相関分析を行った結果を示している。例えば、心理的

近接性-PVシンボルと利他的・生態系価値-地球の尊重と
の相関係数は.193であり、5％水準で相関があることが読
み取れる。表4に示されるように、PVシンボル、PV愛着、
PV自己所有感のすべてにおいて利他的・生態系価値の「地
球の尊重」との有意な相関が検出された。PVシステムは
環境志向のイメージを抱きやすい発電技術であることから、
PVシステムに対して高い心理的近接性を持つ保護者ほど、
地球環境への配慮の意識を持ちやすくなると解釈できる。
　また、図7のモデルに「心理的近接性」から「利他的・
生態系価値」以外へのパスを付加したモデルを検討したと
ころ、「心理的近接性」から「省エネ政策の受容性」と「家
庭内省エネ行動」への2本のパスが引ける可能性が確認さ
れた。それぞれのパスは有意に近い値（それぞれ、p=.065、
p=.059）で正の影響を与えていることが分かった。これは、
PVシステムに心理的近接性を抱くことで、地球温暖化問
題やエネルギーの消費増大に関する特別な知識や危機感、
責任感等を有していなくても、省エネ行動が誘発される過
程が存在すると解釈できる。つまり、これらの結果は、
PVシステムへの心理的近接性が、環境教育や情報提供で

R²=.16 R²=.78 R²=.63

R²=.02

R²=.30.40** .89 ** .80 **

.15

.55 **

GFI=.831 AGFI=.791 RMSEA=.062

**1

R²=.06

.24**
p=.011

PV

図7　PVシステムへの心理的近接性が省エネ行動へ影響するメカニズム

利他的・生態系価値
平等 社会正義 環境保護 地球の尊重

心
理
的
近
接
性

PVシンボル 相関係数 0.180* 0.094 0.078 0.193*
有意確率 （両側） 0.025 0.241 0.332 0.016

PV愛着 相関係数 0.156 0.137 0.173* 0.221**
有意確率 （両側） 0.051 0.089 0.031 0.006

PV自己所有感 相関係数 0.039 0.046 0.071 0.189*
有意確率 （両側） 0.631 0.569 0.379 0.018

**. 相関係数は 1% 水準で有意 （両側） 
*. 相関係数は 5% 水準で有意 （両側） 

表4　心理的近接性と利他的・生態系価値の相関分析
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活性化される認知的なプロセスとは特徴を異にするメカニ
ズムで省エネ行動を後押ししていることを示唆している。

4.2  介入実験に基づく仮説の検証

　本節では、PVシステムへの心理的近接性を高めるため
の介入実験による変化を、介入実験の前と介入一カ月後に
おける2回の質問紙調査のデータを用いて明らかにする。
介入前後の2時点の変化量に着目することで、4.1項の分析
結果に表されるように、PVシステムへの心理的近接性の
向上が、利他的・生態系価値や省エネ政策の受容性、家庭
内省エネ行動に影響しているのかを検証する。
　なお、介入前調査の段階では、PV設置園（A・B園）と
非設置園（C園）を含む3園間の省エネ意識・行動には特
徴的な差異がないことが認められている（詳細は付録を参
照）。また、統制群として質問紙調査を実施したC園につい
ては、介入実験の前後で省エネ意識・行動に変化がみられ
ていないことを確認しており、以降の分析では言及しない。

4.2.1  心理的近接性の変化

　PVシステムへの心理的近接性は「太陽光発電システム
は園のシンボルだと思う」「園の太陽光発電システムに愛
着を感じる」「園の太陽光発電システムを自分のもののよ
うに思う」の3つの設問を設けている。表2に示す方法で
保護者の各回答に点数を付与し、介入前後の平均値を算出
した。各設問のA園とB園の平均値、及び t検定による有
意確率を表5に示す。A園（介入実験有り）では、3つの
設問のすべてで介入後の値が介入前の値を上回る傾向に

あったが、特にPVシンボルの高まりが大きかった。t検定
（対応あり）の結果、PVシンボルは有意に近い向上が確認
された。また、介入実験を行っていないB園と比較しても、
PVシンボル、PV愛着、PV自己所有感、合計値すべてに
おいてA園の平均値の高まりが大きいことが読み取れる。
以上より、今回実施した介入実験を通して、人によっては
PVシステムへの心理的近接性が高まる効果が示唆された。
　連絡帳カバーは毎日目にするものであったことから、シ
ンボルと思う気持ちは高まりやすかったことが推察される。
他方、PV愛着とPV自己所有感の向上はあまり見られな
かった。特に、PV自己所有感についてはもともと平均値
が低く、園のPVシステムを「自分のもの」と思うことは
難易度が高い様子がうかがえる。そのため、連絡帳カバー
やソーラーライトキーホルダーの所有ではこの変化を促す
のには十分でなかった可能性が考えられる。また、介入後
一カ月という短期間の時点の結果であるという点も留意す
べきである。愛着意識や自己所有意識のような比較的強い
感情の形成には、一カ月程度の期間では十分でなく、さら
に長い時間を要する可能性がある。

4.2.2  心理的近接性の変化と省エネ意識・行動の関係性

　ここでは、介入実験による心理的近接性の向上が、省エ
ネ意識・行動にもたらした影響について検討を行う。前節
の共分散構造分析の結果に基づき、有意なパスが検出され
た利他的・生態系価値、及び、有意に近いパスが検出され
た省エネ政策の受容性、家庭内省エネ行動に着目し、介入
前後におけるこれらの要素の変化について分析した。

測定項目 園 人数 介入前後 平均値 標準偏差 t値 有意確率（両側）

PVシンボル
A園（介入あり） 50

前 2.68 1.186
−1.853 0.070

一カ月後 2.92 0.966

B園（介入なし） 45
前 2.89 1.133

−0.321 0.750
一カ月後 2.93 1.074

PV愛着
A園 50

前 2.58 1.108
−0.191 0.850

一カ月後 2.60 0.808

B園 45
前 2.56 1.099

0.973 0.336
一カ月後 2.42 0.988

PV自己所有感
A園 50

前 1.64 0.693
−0.781 0.438

一カ月後 1.72 0.701

B園 45
前 1.64 0.802

1.138 0.261
一カ月後 1.51 0.589

心理的近接性
（合計）

A園 50
前 6.90 2.589

−1.342 0.186
一カ月後 7.24 2.066

B園 45
前 7.09 2.704

0.763 0.449
一カ月後 6.87 2.232

表5　介入前後における心理的近接性の平均値
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　表6は、心理的近接性の変化と上記3種の尺度との関係を
分析した結果である。介入実験を行ったA園の保護者のデー
タ（N=50）を用い、「一カ月後の単純加算値（例えば、利
他的・生態系価値の場合、4設問の合計値）」から「介入前
の単純加算値」を差し引いた値が1以上であった保護者を「向
上グループ」、そうでない場合を「非向上グループ」と区別
した。その上で各尺度に関して、介入前と介入一カ月後の
PVシステムへの心理的近接性（PVシンボル、PV愛着、
PV自己所有感の単純加算得点）の平均値を算出し、ウィル
コクソンの符号順位検定によってその有意確率を確認した。
表6によると、3種の尺度すべてにおいて、介入前に比べて
一カ月後の心理的近接性の平均値が上回っていた。ただし、
その程度に関しては向上グループ・非向上グループで異な
る。利他的・生態系価値が向上したグループの心理的近接
性の平均値は、介入一カ月後に向上していることが一定の
有意確率（p=.054）で認められる。他方、非向上グループ
の心理的近接性の平均値の有意な向上は認められない。つ
まりこの結果は、介入実験を経て高まった心理的近接性が、
利他的・生態系価値を高めたと解釈できる。しかし、省エ
ネ政策の受容性と家庭内省エネ行動については、向上グ
ループの心理的近接性の平均値が、非向上グループのそれ
に比べて、有意に向上しているとは言えない。前節の共分
散構造分析においても、省エネ政策の受容性と家庭内省エ
ネ行動に関してはともに5％水準では有意なパスは検出さ
れておらず、その関係性は必ずしも強くないことがうかが
える。状態量による共分散構造分析ではその関係性が微小
ではあるものの観察されたが、変化量に焦点を当てた場合
には、変化量が小さいことからその関係性が検出され難い

と考えられる。また、前項と同様に、短期間の調査であっ
たこともその関係性が見られなかった理由の1つとして留
意すべきである。つまり、今回の介入実験による心理的近
接性の高まりは、利他的・生態系価値の向上に影響した可
能性が考えられるものの、省エネ政策受容性や家庭内省エ
ネ行動への目に見える影響の観察までは至らなかった。

5.  おわりに

　本稿では、PVシステムへの心理的近接性が人々の省エネ
意識・行動に与える影響を明らかにするため、VBN理論に
基づき、質問紙調査で得られたデータを用いて分析を試みた。
共分散構造分析の結果、PVシステムへの心理的近接性は、
VBN理論の行動モデルを構成する要素の中でも、自分より
も他の人や人間以外の種などの全体の利益を尊重する利他
的・生態系価値に正の影響を与えていることが明らかと
なった。また、家庭内省エネ行動や政策受容性に対しても
影響を与えている可能性があるとの知見を得た。そして、
その影響を確認するため、さらには省エネ行動の促進に向
けた1つの方策とすることを想定し、PVシステムへの心理
的近接性を高める介入実験を試みたところ、心理的近接性
の高まりが利他的・生態系価値を向上させている可能性が
認められた。
　本研究の主眼は、最初に述べたように、身近なエネル
ギー技術の存在とそれに心理的な近接性を覚えることが、
日々の行動とグローバルな環境問題とをつなぐ役割を果た
すことにある。分散型電源であるPVシステムは、電気を
作るという過程を身近にし、電気の消費と生産の結びつき
を実感させることによって、このような役割を果たす可能

向上グループ
尺度 人数 介入前後 心理的近接性平均値 標準偏差 z値 有意確率

利他的・生態系価値 17
前 6.24 2.137

−1.926 0.054
一カ月後 7.06 2.461

省エネ政策の受容性 17
前 6.76 2.948

−1.699 0.089
一カ月後 7.65 2.523

家庭内省エネ行動 22
前 7.14 2.606

−0.111 0.911
一カ月後 7.18 2.196

非向上グループ
尺度 人数 介入前後 心理的近接性平均値 標準偏差 z値 有意確率

利他的・生態系価値 33
前 7.24 2.762

−0.414 0.679
一カ月後 7.33 1.865

省エネ政策の受容性 33
前 6.97 2.430

−0.399 0.690
一カ月後 7.03 1.794

家庭内省エネ行動 27
前 6.85 2.553

−1.613 0.107
一カ月後 7.30 2.035

表6　A園の保護者の心理的近接性と省エネ意識・行動の関係性
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性を持つ6）。つまり、PVシステムの存在は、人々に対し
て認知的にではなく感覚的にライフサイクル思考を刷り込
む可能性を持つ。本研究では、PVシステムが物理的だけ
ではなく心理的にも身近になることで、自らの行動とエネ
ルギー・環境問題との結びつきがより強く実感される点に
着目した。結果として、PVシステムの心理的近接性の向
上は、日常における省エネ行動を間接的に促進する可能性
が示された。
　現在、PVシステムは家庭のみならず、企業や学校など
公共の場など多様な場所に導入が拡大している。導入の際
に心理的近接性を抱きやすいような少しの「工夫」をする
ことで、人々の省エネ行動を誘発するきっかけとなって、
環境教育や情報的手法とは異なった影響プロセスからそれ
らの後押しをする役割を果たすかもしれない。
　効果検証や分析に関する今後の課題としては、追跡調査
による長期的な検討が第一に挙げられる。今回試みた介入
実験は、保護者の身の回りの状況に少し工夫をし、刷り込
みのような影響でPVシステムへの意識や省エネ意識・行
動が誘発されることを想定しているため、短期間で大きな
変化を見込めるものではない。したがって、介入後一カ月
の時点の知見として本稿の分析結果を踏まえ、より長期的
な調査・検証が必要である。また、介入実験の内容をより
効果的なものに洗練し、調査対象の幅を広げたさらなる検
討も必要である。
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付録

　表A1に介入前質問紙調査の単純集計結果を示す。各設
問に対する保護者の回答に点数を付与し（表2参照）、各
設問の平均値と標準偏差を園別に算出した。また、表A1
の単純集計結果に基づき求めた、PVシステムの設置園（A・
B園）と非設置園（C園）の各尺度（図6の心理モデルを
構成する6種）の平均値などを、表A2に示す。表A2に示
す平均値は、主成分分析により求めた主成分得点の平均値
である。また、設置園と非設置の平均値に差異があるか否
かを確認するために実施した t検定の結果もあわせて示す。
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　表A2で示されるように、各尺度に関して、設置園と非
設置園の間に特徴的な差異は検出されなかった。このこと
は、PVシステムがただ単に設置されているだけでは、省
エネ意識・行動を促進するために十分な効果を発揮しない

ことを示唆している。また、この結果は、PV システムが
存在するだけでは省エネ行動を高めず、PV システムへの
愛着が鍵となると述べている既往研究8）と整合的である。

測定項目 設問
Ａ園（PV設置）

ｎ＝72
Ｂ園（PV設置）

ｎ＝84
C園

ｎ＝68
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

心理的近接性
PVシンボル 2.71 1.144 2.74 1.031 － －

PV愛着 2.58 1.097 2.43 1.009 － －
PV自己所有感 1.69 0.744 1.68 0.779 － －

利己的価値
富※ 3.75 0.900 3.69 0.821 3.79 0.907

社会的権力※ 2.26 0.787 2.20 0.861 2.15 0.778

利他的・生態
系価値

平等 4.07 0.811 4.25 0.863 4.22 0.826
社会正義 4.21 0.691 4.21 0.851 4.18 0.752
環境保護 4.49 0.731 4.26 0.746 4.44 0.632

地球の尊重 4.31 0.816 4.11 0.836 4.10 0.736

NEP

1 4.25 0.818 4.12 0.856 4.13 0.845
2 3.86 0.844 3.87 0.847 3.66 0.874
3 3.32 0.962 3.24 0.952 3.25 0.983
4 3.99 0.971 3.55 0.856 3.65 0.927

重要性認知
1 4.49 0.650 4.25 0.656 4.34 0.704
2 4.00 0.934 3.81 0.828 3.97 0.753

責任帰属
1 3.88 0.804 3.76 0.801 3.63 0.976
2 3.39 0.848 3.15 0.799 3.31 0.797

個人規範
1 3.32 0.976 3.31 0.760 3.24 0.932
2 3.92 0.666 3.51 0.784 3.72 0.770

省エネ政策
受容性

製品開発 2.96 1.013 2.92 0.908 2.75 1.013
ガソリン 2.17 0.769 2.25 0.943 2.24 0.900
再エネ税 2.44 0.886 2.38 0.917 2.34 0.940

家庭内
省エネ行動

コンセント 3.10 1.355 3.06 1.206 3.53 1.215
テレビ 3.07 1.514 2.99 1.427 3.37 1.424
情報 2.24 1.068 1.99 1.035 2.22 0.975
暖房 2.74 1.138 2.43 1.122 2.41 1.109

呼びかけ 2.97 1.267 2.54 1.113 3.04 1.365
冷蔵庫 3.25 1.219 3.26 1.291 3.44 1.226
照明 3.22 1.189 2.81 1.256 3.10 1.306

※逆転項目

表A1　介入前質問紙調査の単純集計結果
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表A2　PVシステム設置園と非設置園の各尺度の平均値の比較

尺度 PV設置 N 平均値 標準偏差 t値 有意確率

利他的・生態系価値
PV設置園 156 0.0005 1.061

0.01 0.990
非設置園 68 −0.0013 0.851

重要性認知
PV設置園 156 −0.0098 1.019

−0.22 0.824
非設置園 68 0.0226 0.963

責任帰属
PV設置園 156 0.0265 0.989

0.60 0.549
非設置園 68 −0.0608 1.029

個人規範
PV設置園 156 0.0106 0.989

0.24 0.811
非設置園 68 −0.0243 1.032

政策受容性
PV設置園 156 0.0287 0.982

0.65 0.516
非設置園 68 −0.0659 1.045

省エネ行動
PV設置園 156 −0.0639 0.988

−1.45 0.150
非設置園 68 0.1467 1.019
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交通分野へのライフサイクル思考の適用 
Applying life cycle thinking to the field of transport 

 
加藤博和*1) 

Hirokazu Kato 
1) 名古屋大学 

* kato@genv.nagoya-u.ac.jp 
 
 

1. はじめに 
LCA と運命の出会いを果たしたのは博士前期課程

在学中，今（2017 年）から四半世紀近く前である．も

ともと都市・交通計画の仕事をしたいと思って土木工

学を志し，国家公務員 I 種試験にも合格し，大学に残

ることなど全く考えていなかったにもかかわらず，い

まだに大学でくすぶっているのは LCA のせいである

と言っても過言ではない．まさに腐れ縁である．しか

し，華々しい成果にはほど遠く，研究で世の中にイン

パクトを与えることもできず，人生の選択を誤ったと

悔やんでいる．結婚式のスピーチで研究室の先輩（現：

某国立大学教授）より「研究よりまず人生のライフサ

イクルアセスメントをきちんとやれ」というご忠告を

いただいたにもかかわらず実践してこなかった報いか

もしれない．その意味で，交通分野への LCA 適用に

ついてしつこく考え続けてきたことに対し，このたび

日本 LCA 学会功績賞をいただくことになったのは，

過分ではあるがありがたい限りでもある．そこで，本

稿では著者が LCA に関わってきた経緯を振り返ると

ともに，今後の方向性についても論じてみたい． 
 

2. LCA との出会い 
著者が学生・教員として所属した研究室は土木工学

の中の計画系分野で，入った時は，交通・都市計画が

環境に及ぼす影響を定量評価し，それをもって環境に

配慮した計画を策定する手法の開発に取り組んでいた．

その関係で，環境省地球環境研究総合推進費の重点領

域「人間－地球系」の研究会に指導教員の代理で出席

する機会が頻繁にあり，そこで LCA が主要課題とし

て取り上げられていた．そのリーダーが安井至先生で

あった．研究会で「布おむつより紙おむつの方が環境

負荷が少ない」「ビンよりカンの方が環境負荷が少な

い」といった，一般常識を覆すアウトプットを見て，

生来のあまのじゃくである著者は LCA のとりこにな

ってしまった．土木構造物もライフサイクルで環境負

荷を大量に排出するが，その配置や仕様をうまく工夫

して計画すれば，構造物を基盤として成り立つ人間社

会が排出する環境負荷も長期にわたり大きく削減でき，

「土木＝環境破壊」という世間の固定観念を覆すこと

ができるのではないかと考えたのである． 
当時は土木分野でも LCA 適用が集中的に研究され

ており，土木学会地球環境委員会に小委員会が設けら

れ，原単位の整備や各種社会基盤施設のケーススタデ

ィを経て方法論のマニュアル化を目指していた．そち

らでは井村秀文先生が研究を引っ張っておられ，一連

の LCA 研究 1)で土木学会論文賞も受賞されている．ま

さか後に上司になるとは思っていなかったが，安井先

生とともに，著者のライフサイクルに影響を与えた方

である． 
 

3. 拡張ライフサイクル環境負荷の考え方 
土木分野の LCA 研究は 20 世紀中にほぼ終息し，日

本 LCA 学会設立の頃には低調になってしまった．理

由は，1)土木事業で特に問題になる局地環境問題は環

境アセスメントで扱っており，LCA の対象がほぼ CO2

に限られていた（LCA は CO2排出量を計算するツール

という認識），2)多くのケーススタディから，運用時に

多くのエネルギーを消費する一部の施設を除けば，

CO2 の大半が建設時の資材製造から排出され，それは

ほぼ鋼とコンクリートの使用量で決まり，建設費との

相関も高い（つまりコスト削減≒CO2 削減）ことが示

された，3)様々な構造物への適用例が出そろい，原単

位も整備され「研究のネタ」が尽きた，ことである．

しかし，著者の問題意識である「交通・都市計画が人

間活動の変化を通じて環境負荷を規定することの評

価」には至っていなかった．この問題意識に立った研

究は国内外で散発的に出たものの，ずっと取り組んで

きたのは著者だけであった． 
発想は極めて単純である．社会基盤を対象とした従

来の LCA は，製品 LCA を援用したものであったため，

評価対象範囲（システム境界<boundary>）を施設自体

に限定していた．これを拡大し，それが影響を与える

人間活動全般も扱うことにしようという主張である

（図 1）．交通施設なら，その上を走る自動車や鉄道車

両も含めることになる．後から振り返れば scope3 に近

い発想であるが，当時 LCA の世界では歓迎されるも
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のではなく，「お前がやっているのは LCA ではない」

と言われることもけっこうあった． 
しかし交通・都市計画の分野では，この拡大したシ

ステム境界が当たり前である．そもそも土木施設の多

くは社会基盤として人間活動を支えるために造られる

のだから，評価も人間活動の部分をむしろ主として行

わなければならない．すなわち，社会基盤整備が人間

活動に与える影響を，そのデザインが影響を及ぼすメ

カニズムに基づいて把握する方法論こそ必要である．

具体的に適用されているのが費用便益分析 (Cost 
Benefit Analysis: CBA)であり，そこでは施設の建設など

ライフサイクル費用と，施設を使用する各種主体が被

るライフサイクル便益・被害が同時に扱われ，施設の

配置・仕様による費用便益比（B/C）の違いが計算で

きる．ところが，CO2 排出量を推計する場合，その上

での人間活動は詳細にモデル化され適用される一方，

施設はシステム境界外とされることが多かった．これ

を CBA と同様とするために，従来のインフラ LCA 研

究で確立された手法を導入したのである．そして，「施

設自体」＋「それが影響を与える活動」に拡大したシ

ステム境界で LCA を実施した結果得られる環境負荷

を「拡張ライフサイクル環境負荷(Extended Life Cycle 
Environmental Load: ELCEL)」と呼ぶこととし，交通・

都市計画による環境負荷変化の評価指標として用いる

べきと提案した 2)． 
初めての ELCEL での評価対象は道路改良，具体的

には，交通量の多い交差点の立体化（オーバーパス／

アンダーパス），および山間部での線形改良（トンネ

ル・橋梁等）であった 3)．当然ながらこれらの例では，

道路上を走る自動車の環境負荷を道路のライフサイク

ルにわたり削減する効果が，交通量が多いほど大きく

なる．しかし，そのために新設する土木構造物はライ

フサイクルにわたり環境負荷を排出する．この両者の

どちらが大きいかで，道路改良によって環境負荷が削

減できるかが決まるので，その分岐点となる交通量を

求めることが有用である．ただし，道路改良すると利

便性が向上するため，交通量が増加することが一般的

であり，それは便益を高める一方で環境負荷も増加さ

せる．合わせて生じる走行状況改善やそれによる燃費

向上，1 台当たり走行距離減少と時間短縮等も，便益

や環境負荷の多寡を左右する．そこで，これら各種変

数による便益や ELCEL 値の感度分析を行うことも合

わせて提案した．これによって，精度が高いとは言え

ない交通需要予測の外れに対する LCA 結果の頑健性

も確認することができるようになった． 
 

4. 様々な社会資本への適用 
このような流れで，手当たり次第に様々な対象施設

を ELCEL で評価し，感度分析を行った．道路改良に

始まり，高速道路の横断面構成（車線数・幅員）4)，

都市部における鉄軌道等の乗合大量輸送機関整備 5)，

都市間高速交通手段（新幹線／航空路／高速道路／磁

気浮上式超高速鉄道＜リニア新幹線＞）6)，都市交通

ネットワーク全体（道路＋鉄軌道）の整備 7)，都市域

内の各種インフラ・建築物全体のメタボリズム 8)，IT
と交通活動との比較 9) ，ツアー商品の評価 10)，商品の

流通方式の違い（コンビニ／スーパー／家庭配達）11)

など，ありとあらゆる活動を評価してきた．都市交通

ネットワーク評価の部分は自分の博士学位論文となり，

2003 年には環境科学会奨励賞もいただいた． 
研究の結果，「新幹線は航空路に比べ人キロあたり

CO2 が少ないという主張はインフラ建設分を考慮して

いない推計結果に基づくもので公平を欠く」という某

著名学者の著書での意見に対し，それを考慮しても整

備新幹線レベルの需要があれば航空路に比べずっと

CO2 が少ないという結果を示したり，逆に利用の少な

いローカル鉄軌道線はインフラ分を入れなくてもバス

や乗用車より人キロあたりCO2が多いところもあると

示して鉄道存続運動団体に嫌がられたりと，常識に修

正を迫るアウトプットを得る機会もあった． 
一方で，鉄道や道路の LCA を行うための原単位整

備やマニュアル作成を鉄道・運輸機構 12)や国土技術政

策総合研究所 13)とともに実施した．また，ELCEL 値の

シナリオ分析や感度分析の結果を誤解ないように皆さ

んに見ていただき意思決定の参考になるような見せ方

として「交通エコレポート」を提案し，日本環境効率

フォーラムより「環境効率アワード 2009」奨励賞をい

ただいた 14)．このように実務への活用にも取り組み，

土木計画学分野でも普及啓発に努めたが，著者一人の

非力では不十分なレベルにあり，今後も粘り強く活動

を続けないといけないと考えている． 
また，理論的にも詰めるべき点が少なからずある．

 

 
図 1  ELCEL(Extended Life Cycle Environmental 

Load)適用の考え方（既存道路改良の例） 
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ELCEL 評価では，評価対象施設が影響を与える範囲を

システム境界とする．そのため，例えば鉄道整備によ

って並行道路から交通量が転換するケースを扱う場合，

鉄道施設は評価する一方，並行道路施設は変化しない

ので評価に含めない．この点は繰り返し疑問として投

げかけられてきたところで，やはり LCA ではないの

ではないかという批判もよくいただいた．しかし著者

は，純粋な？LCA を追求するつもりはなく，社会基盤

整備によって長期的に環境負荷が減らせるかどうかを

知りたくて LCA を適用しているので，このような批

判が出てもあまり気にはならなかった． 
 

5. Social/Dynamic LCA への展開 
要するに，著者はライフサイクル思考に基づく環境

負荷・インパクト評価を社会基盤に対して行うことが

重要であると考え，その具体的な作業プロセスとして

ISO 等に基づく LCA 方法論をとらえていた．端的に言

うと，ツール指向でなく目的指向である． 
目的指向をとったことで，土木分野では全く別個に

研究されていた，土木構造物の LCA と，施設整備に

よる人間活動の変化分析とを合わせたハイブリッド型

の評価枠組である ELCEL を提案するに至った（図 2）．
これを振り返って解釈すると，ライフサイクル思考は

「縦割りの打破」でもあると思える．そもそも環境と

は「環」（まわり）と「境」（さかい）からなる言葉で

あることを考えると，システム境界をどう定義するか

は環境問題を考える本質であることがうかがわれる．

ISO-LCA でもシステム境界設定を，それに依存する評

価の不確実性の検討や，システム境界の外にある部分

を考えないことによる評価の限界を検討した上で行う

べきと主張している．著者は社会基盤施設という，

ISO-LCA が想定する対象から幾分外れた対象を相手

にしてきたが故に，ライフサイクル思考を貫徹しよう

としてシステム境界を拡張するという無手勝流を展開

してしまったわけである． 
しかし，それがあながち的外れでもなかったと気付

かせてくれたのが，「Social/Dynamic LCA」という言葉

を稲葉敦先生から教えていただいたことであった．人

間活動による環境負荷を客観かつ包括的にとらえ改善

に活かす方法論として LCA を成長させるためには，

システム境界を製品・サービスや建築物・インフラ単

体にとどめるのでなく，それらがどのような波及効果

を社会に対して時間的・空間的広がりをもって与える

のかを含めて評価しなければならないという，ELCEL
概念に通じる枠組の提示である．これに勇気づけられ，

日本 LCA 学会誌第 5 巻第 1 号（2009 年 3 月）にて特

集「社会システムの LCA: Social/Dynamic LCA の確立

を目指して」の担当編集委員となり，関連成果をまと

め公表する機会をいただくこともできた．なお，日本

LCA 学会誌については，2004 年の編集開始時から昨

年 2016 年末まで編集委員（2011～14 年は編集委員長）

としてかかわり，LCA に関する知見を深めることがで

きた． 
システム境界拡張については，広げるほど波及効果

の不確実性が高まり，評価の信頼性が低下する（シナ

リオ設定に結果が大きく左右される）との指摘が多か

ったので，原単位や各種パラメータに幅を持った値を

与えて ELCEL 値を推計し，それによる判断の信頼性

を確率値として与えることも試みた．そして，システ

ム境界設定を時間・空間それぞれについてどのように

行えばよいか集中的に検討し，前者は柴原尚希氏（現：

産業環境管理協会），後者は森本(山本)涼子氏が博士学

位論文として成果をまとめるに至った 15), 16)． 
また，都市街区群の単位で社会基盤・建築物群がも

たらすライフサイクル環境負荷を，維持コストや

QOL(Quality Of Life)とともに将来にわたり推計するこ

とで，環境側面に限定せず持続可能な都市形成の検討

に資するシステムの開発は，戸川卓哉氏（現：国立環

境研究所）や森田紘圭氏（現：大日本コンサルタント）

の博士学位論文となった 17), 18)．その他，たくさんの学

生・スタッフや外部の共同研究者の方々にご協力をい

ただいてきたことに，この場をお借りして感謝申し上

げる次第である． 
 

6. おわりに –ライフサイクル思考の普及と社会貢献

に向けて- 
著者らが行ってきた検討は，交通・都市施設(群)と

いうライフタイムが極めて長く，波及効果も大きい対

象を扱うために考えざるを得なくなったことである．

考えなければ限られた適用しかできず，著者も他の土

木分野の方々と同様，LCA 研究を続けることができな

図 2 分析範囲（システム境界）の拡大 
：交通システムの例） 
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かった．その結果，著者はよく言えばニッチ，悪く言

えば交通・都市計画分野でも LCA 分野でもアウェイ

の立場になってしまったことは否めない．しかし，社

会基盤にとどまらずあらゆる対象も含めて，LCA が持

続可能社会の達成に資する方法論へ昇華していくため

に参考となる議論をしてきたと個人的には考えている．

それも踏まえ，LCA の方法論には，分野・世代の縦割

りを破り，「環」「境」を客観的・包括的に把握するこ

とで，現在世代が将来世代に迷惑を掛けない道を明ら

かにするアプローチとして成長していくことが期待さ

れていると信じている． 
ここまで書いてきて，四半世紀にわたりライフサイ

クル思考に基づく社会基盤施設の環境負荷評価に関わ

り続けてきたにもかかわらず，きちんとしたまとめを

していないことに改めて気付いたので，本としてまと

めたいという誘惑に駆られている．もちろん，残され

ている課題はまだ多いし，再生可能エネルギー，自動

運転技術，シェアリングエコノミーといった都市・交

通を取り巻く新たな流れを評価する取組にも踏み込み

たい．LCA との腐れ縁はまだまだ続きそうである． 
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新バージョンのご案内

最新の国内 データを豊富に搭載した
高機能な ソフト

（みるか）
がバージョンアップします
（ 年 月リリース予定）

の特徴
 マウスによる直感的な操作で製品システムをモデル化し、ケーススタディの実施が可能
 環境影響評価手法として を超える環境負荷物質を対象とした を搭載し、様々な視点
からの評価が可能

 これらの手法にて算定した結果を棒グラフや円グラフ等で分かりやすく表示

 は、ライフサイクルアセスメント（ ）実施を支援するソフトです。産業技術総合研究所と が共同開発した新
データベース（ ）と日本版被害算定型影響評価手法（ ）などを搭載することで、国内の実態に即した
をより簡便に実施できます。

の改良点
インストール・操作の安定性向上！
算定スピードの向上！
将来の特性化係数拡充などへの対応体制が充実！
国内最大規模の データベース、 を初期搭載！

一般社団法人産業環境管理協会 事業室

：
：

◆お問合せ先

の価格は初期費用のみになります。
（更新利用料はありません）
現行版（ ）のユーザーを含め、

は新規購入が必要です。
◆ の詳細情報

ソフトウェア名 MiLCAv1 MiLCAv2
搭載LCAデータベース IDEAv1 IDEAv2（2016年リリース）
搭載影響評価手法 LIME2、T-E2A、TMR、海外主要特性化モデルを搭載。 

（現行）
の取扱いは下記の

予定になります。
年 月末：新規販売終了
年 月末：使用終了

データベース部分のみの先行販売を
開始しました。

ライセンスをご購入済の方は、
購入時に当該料金を割引します。
◆ の詳細情報



 
 
 

TCO2株式会社 
URL: http:// IDEA-LCA .com/ 

Email: IDEA@tco2.com 
TEL: 03-6272-6814（受付時間 平日 10:00～17:00） 

IDEA v2  
Excel 版、SimaPro版 好評販売中 
 
高い網羅性と解像度 
 

 

IDEA V2 は日本国内のほぼ全ての事業の経
済活動を網羅的にカバーし、日本標準商品
分類を元にした 以上のプロセスからな
る、高い解像度を誇ります。つまり、IDEAをバ
ックグラウンドデータベースとして用いた場合、特
定の二次データを探索して、該当する製品が
なにかしら存在する（国内の一部サービスや、
国内で生産されない製品は除く）ことになりま
す。

 
SimaProでのネットワーク表示例 

幅広い影響領域 
 

 

従来から IDEAが対象としていた環境影響領
域の地球温暖化、酸性化、鉱物・化石資源
消費等に加え、バージョン２からは、水資源、
土地利用等に関する基本フローが加わり、
LCAで対象とする主要影響領域を広くカバー
しています。 

 
Excelでの表示例 

 
提供形式 
 

 

IDEA v2 は、現在、上流遡及を行い原単位化した Excel版と、LCAソフトウエア SimaPro上でお互
いにリンクした単位プロセス型のデータベースの両方の形てご利用いただけます。他のソフトウエアやフォー
マットについても順次対応を進めています。 
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